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第3部市場均衡の理論

われわれは前章末尾に要約した立場にたって市場の均衡を論じねばなら

ない。われわれは吾人の市場分類論により大きくは四つの市場を区分し，

われわれが当面問題とすべき独占的競争市場の性格を定めた。それは一方

に於てクールノー的行動パラメーター及びチェムパレン的変化パラメー

ターを用いうるとともに，競争単位の観点からもそこでの財が異質なる市

場であった。われわれは之を中心に論を進めるであろうが，それに先だっ

て先ず，個別企業の問題を論じるであろう O というのも上来説き来った如

くに，われわれは本来二つの市場を有する。従ってそこには論ぜられるべ

き二つの均衡がなければならぬ。社会的市場の均衡と個別的市場の均衡で

ある。後者の場合が「一企業群」に等置される場合，それは個別企業の均

衡の問題であるからである。併しそれが複数の企業からなる群として，社

会的市場内の競争単位となる場合には，それはその群を代表する「代表企

業」の均衡として論ぜられなければならない。社会的市場均衡というもの

も又そうである。この意味において，われわれの均衡の理論は二重である。

但しこの均衡を論じるに当っては，需要曲線についてさきに述べた所に

も拘わらず，問題を特に断わらぬ限り価格一数量関係に限るであろう O そ

れは一つには問題の困難を回避するためであり，又一つには在来の論理の

遺産を有効に利用し得んがためで、ある。又他方において問題の処理に当り，

安全性動機を限定して利潤動機に還元し，後者を以て論じるであろう。附

録第一論文で論じた所に準じて安全性動機を以てする理論の拡張は比較的

容易であろうからである。
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独占的競争理論の研究

第一章 個別企業均衡論

第一節 均衡条件の要約

ここでは先ず最も簡単な「一企業群」としての企業から考察を始めると

し従って彼の生産物は定義的に同質である ，彼の属する市場はわれわ

れのいう社会的純粋競争市場にあるとする。然、らば社会市場全域にわたり

生産物はすべて同質であり，伝統的なケースである。この同質財について

の社会的需要曲線を

ρ=ρ(q) 

とする。勿論 ρは市場価格，qは数量で

q='Lq; 

である。この中の一員として iは利潤(但し Cは費用函数)

π;=q，P(q) -C;(q;) 

を極大化せんとするが，その必要条件は

dp dCi と~ρ(q)+q一一一 O dq; -1'''1./ ''1.'dq; dq; 

である。この第二項は

dp 盈 dq_ _ dp 
q'dq; =q'iq'瓦=q;瓦

それ故決して当然には零でないけれども，iの相対的市場の分け前が極め

て小であれば，坐宇O と考えられるので一般にはこの第二項は零と等置。q;
される。この場合の条件が

dCi ρ(q) =コ了
…‘  

とされている。そして通常この場合を称して価格所与というのであるが，
註l

その真意は上のものでなければならない。而してこの充分条件は
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即ち

d2n; ぷc;
百万=可くO

ぷr一死'>0

第3部市場均衡の理論

であるO 換言すれば限界費用逓増でなければならず，供給曲線は右上りで

なければならない。そしてこのことは短期論，長期論のし、かんに拘わらず

成立すべきものとせられるのである。

併しこれらのことは周知であるが，次の点にわれわれとしては若干の注

意を払わなければならない。この個別企業 tについての条件は他のすべ

ての企業についても成立する筈であるから，企業数を nとすれば一般に

骨子 dC 
ニ.::.;ρ(q) ー」ニo (i=l， 2…， n) 
dqi r ''1' dqi 

である。このとき各個別企業の費用構造がすべて同一なりとすれば，すべ

ての企業は同一規模で同一量を生産しつつあるであろう O 併しこの費用構

造の同一性は，単に需要弾力性を用いて市場を分類する時の純粋競争その

ものの条件でないことに注意しなければならなL、。そうだとすればこの場

合にも尚且個別企業の大きさそのものはコスト構造のいかんに応じて区々

であり，しかもそのいかんに応じて超過利潤を享有しつつあるであろう。

その中の唯限界的なるものについてのみ

dC; c; 
ρ(q) =~:'=:' 
dqi qi 

であり得るだけである。唯通例は参入の自由をも仮定してそのプロセスを

通じ，コスト構造の同一化とともに超過利潤の消滅が成立するものとされ

るから，右の条件がすべての iについて成立するというのである。即ち

ρ(q) =生 c
dq q 

dc c 
がそれとなる。言うまでもなく v のとき ー は，それが平均生産費極~ V/  '- C dq q 

-205-



独占的競争理論の研究

小点なることを意味する。故に所与と考えられた販売曲線はこの点に於て

平均費用曲線に接しているであろう O

ところでわれわれは ρ=const.は本来的にそれがコンスタントであるの

ではなく，それは個別企業者がある点以降では最早自己の行動に基く第二

次的効果を無視するに到ると L、う企業者の態度の表明であるに過ぎないこ

とを示したが，元来存在すべきこの第二次効果を論理的には存在するもの

として一一それが現実に考慮に値いするには企業は純粋競争でなくして，

独占的競争の世界にいなければならぬから，これは本来後者の世界のもの

であるけれども一一右に述べた参入の効果を考えれば，

。ρdCρ+q一一 V'-'，かつ =ρ 
'dqi dqj U.  - qj 

であろうから，均衡は最早平均費用極小点に於ては成立し得ぬこと明白で

ある。即ち多少ともに勾配を有する販売曲線が事実考えられねばならぬ限

り，最適規模操業は一応論理的には許されぬと言わねばならない。いわゆ

る「超過能力」存在の必然性が生じる。併しそれにも拘わらず，われわれ

の論理は同時に，仮令勾配ある販売曲線に当面する企業についても自己の

活動の間接効果を無視し得る条件さえ与えられれば，最適規模操業の可能

性が与えられること，逆に純粋競争的事態に即して言えば，かかるときに

なお「超過能力」の存在することは当該企業が自己の及ぼす第二次効果

一一超過利潤の存在が新企業を誘引する限り企業数の増と共に零に近づく

であろうーーを誤認してその有限値を信じるところにのみ発生すること，
註2

をも示すのである。

併し乍ら今この個別企業が社会市場における純粋独占の地位を有すると

すればどうであるか。今や需要曲線が即ち彼の販売曲線であり ，q=qjで

あるから，利潤極大の必要条件は

骨 dCi dC; 
三三=ρ(qj)+q，~:' -~:' dqj -1''''.tJ I '1'dqj dqj 
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第3部市場均衡の理論

1~ dC =ρ(q;)(1-; J 一~.~'=O
Ei( dqi 

勿論ここに Eiiは需要弾力性である。この方式が即ち「限界収入 限界費

用均等」であり，さきにクールノー的行動ノfラメーターの使用と呼んだと

ころのものである。之をさきの純粋競争の場合の条件式に対比すれば直ち

に明白なる如く，形式的には Eii=∞に於て純粋競争の場合が成立する。

故に一般には p=givenと Eii=∞が等価なるものとされ，之が純粋競争

の特質とされるのである。併しこの形式的正しさが必ずしも事態の本質を

解明するものでないであろうことはわれわれの各所で論じた通りである。

今之を繰り返す必要はないであろう。独占利潤極大の充分条件は

rFπ; rFR; tFC 
~=~:;'-~. 1'<0 
dq1 均?拘?

として求めうる。但しここに R=ρ(1古)であり限界収入を示すもので
ある。換言すれば限界収入曲線の勾配は限界費用曲線のそれよりも，代数

的に，小でなければならないのである。これらのことも又周知である。

これに対してチェムパレン的変化ノξラメーターの作用はいか様に捉えら

れるであろうか。われわれは今ここに仮定する企業が社会的に異質な競争

を他の企業 j となしつつあるものと仮定しよう。そして彼らの競争の武

器を販売費を以て代表せしめ，この販売活動は効果的と仮定する。しかも

簡単のためオリゴポリー要因なしとしよう。然らば第 i企業について

ρρi(qi， Si) 

なる販売曲線を考え得るであろうから(但し Siは iの総販売支出)， 

πi=qiPi(qi， Si) -C(qi) -Si 

なる利潤を極大にする条件は

並t 笠i_dS，
72=ρi+句 dqi 拘

d7ri 坐;山
一一=q，:"，;+ρー'g-1=0dSi -'1'dSi ' l'IdSi 
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独占的競争理論の研究

であるが，今クールノー的パラメーターの作用を除外すれば第一式は

dC; • dS; dT; 
ρz=-J十一」=-J (但し T=C+S)
dqi 'dqi dqi 

で純粋競争形式と同一であり，第二式より

aρ ん
qi一~+ρー~=1aSi 'l"dSi 

をうる。更に事柄を簡単にするため S は専ら価格にのみ影響する種類の

ものとみるならば，右の必要条件は夫々に

ρ_dCi 
，-dqi 

q盤 =1 or也監tL=l
'aSi -~ v<  aSi 

である。かくて S は販売幽線をシフトせしめることがその本質であり，
註3

その投入は自己と同様の収益を斉らす点に於て最適なることが判明する。

チェムパレン的変化ノξラメーターと呼んだものは総じてかかる作用なので

あった。尚充分条件は他の場合と同様

且2骨
三守くOaqi 

であるが，特に新しいチェムパレン的変数 Sに関しては

a2ρ 
a 
z
くO

でなければならぬ。

われわれは諸個別企業聞の相関における企業均衡の問題は之を次節で論

じる予定であるので，本章の問題を専ら切離された企業均衡に限定するで

あろうが，このチェムパレン的 S を含むケースについて更に若干の考察

を加えねばならぬ。この販売費用の分析は特にチェムパレンの功績の一つ
註4

に算えられるからである。併し乍ら彼の初期の説明は柳か不明瞭であっ
註 5

た。彼は「問題は販売量であり，貨幣収入でも利潤でもなL、」として，販
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第3部市場均衡の理論

売費を生産コストに加算する方式を選び二者の単純な算術的合計として
註6

の「結合(平均)生産費曲線」を用いる。併しその際，彼の販売費曲線が

本来， ilf生産物』の性質，その価格，及びその市場を限定する競争的代替
註7

品」に依存してその位置を変えるものであることから，幾何学的平面図で

の解明では，この三変数のうち任意の三を仮定的に一定としつつ，のこり

のーによりその位置を指定せられる三つの「部分的」問題を別々に論じる

他はなかった。但し切り離された個別企業の均衡論としては競争品の存在

は全くの与件として最適の販売費決定が論ぜ、られるので，販売費曲線のシ

フト・パラメーターは生産物と価格の二であった。彼は先ず生産物と価格

をともに任意に与えたときの最適販売費が限界結合生産費=価格で決まる

べきことを述べ，その上で生産物と販売費が与えられたとして販売価格の
差9

選択を論じる。価格は利潤極大点に於てえらばれるであろう O そして第三

に，右の原理に従って「企業者は既にその価格と販売政策を決定したもの

とし，又は彼が現行価格を課し広告にはある『正常』額を支出するであろ
註10

うことを当然とし」て， If生産物』の最適なる選択を論じる。そして最後

に生産物，価格，販売費がすべて変りうるとする時の均衡が前記三つの場

合にえられた原理の結合の結果として論ぜられたので、ある。そして次の結

論を導いた。

「一定の『生産物』に対する最有利なる価格と販売費所与としての最後の

ケースの手続きを凡ゆる可能な『生産物』に対して繰り返えして，すべて

の中で最大の利潤を与えるものを選ばしめよ。又は生産物と価格の最良の

組合せを見出す手続きを凡ゆる可能な販売支出に対して反復せよ。その諸

部分がどの様な順序で組合わされるかは問題ではない。それらは相集って，

(競争的代替品についての凡ゆる事情は与えられたものとするとき)企業

者は彼の総利潤が極大となる生産物，価格，販売費の組合せをえらぶであ
註11

ろうとL、う極めて一般的な命題を，形成しかっ証明する」。

しかもこの最終的結果の幾何学図を用いての説明が，さきの「部分的」

問題の解明に用いられた諸曲線をそのまま用いて，なされたのである。こ
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こに，仮令彼の極めて一般的な結論的命題自身に誤りなしとしても，チェ

ムパレンの一つの誤解があったというべきである。彼は上に引用した如く，

言葉では夫々の手続きは「凡ゆる可能な販売支出」に関してなされるべき

こと， I凡ゆる可能な『生産物JlJについてなされるべきことをいっている

のであるから，最終的に用いらるべき曲線は部分的問題に於て用いられた

ものとは異るものでなければならなかったからである。これをチェムパレ

ンは当時明白にし得なかったので、あり，スミス (HenrySmith)はこの点

を衝いて，チェムパレン理論は偶然、的な「条件的均衡」を示すに過ぎない
註12

としたのて、ある。チェムパレンはこのスミス論文への批判と再度の論争を
註I3

通じて彼の主張を漸ゃく明確にしている。

彼が最終的に問題としなければならなかったものが実は包絡線であった

ことがそれである。併しその際彼もいう様にこの包絡線には各種のものが
証14

あるであろう O かかる観点からするときわれわれはさきの理論をいかに整

理すべきであろうか。

さきにわれわれは iの利潤を組利潤として (iの添字を省くであろう)

π=q-ρ(q， S) -C(q) -S(q) 

で示したが，今生産物の品質を示すパラメーターとして Q を加えれば，

Q も又 Sと同様一つのシフトパラメーターの意味をもち，

π=q-ρ(q， S， Q) -C(q， Q) -S(q， Q) 

である。従って

dπ=ρdq+qd，ρ-dC-dS=O 

は，変数のまとめ方のL、かんにより

or 

dπ=伊+qZ-Z)拘+(q器-l)dS

+ (q義一括-お)ω=0註
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(L ， _ dP dC dS， _ dp dS¥ 
ゆ+q一一 +q十二)dq
¥-'" ' '1 dq dq dq' '1 dS dqJ 

+(q義一話器+q芸誌)dQ=O
と二様にかき得るであろうが，この二式を比較してみると，第二式第一カ

ツコから Q コンスタントなる時の qについての利潤極大条件は

ρ+q坐-笠-堕+q坐堕=0。q dq dq' '1 dS dq 
である。併し若し qが Sと独立に利潤極大なる如く調整されたとすれば，

第一式から判る様に，

坐一笠-()p+q:: --~: =0 dq dq -

であるから，

-Z+q器言者(q器←。
でなければならない。これは Sが独立に調整されたとする場合の条件

q坐-1=0
dS 

があれば，当然充たされるけれども，今 Sは qの従属変数であるから，

当然こうであるわけはない。併しこのことは平面幾何学を用いる場合には

今の Sが均衡条件式の中で Sの最適使用について求められるある包絡線

上にあることを意味するであろう O それ故 Q コンスタントとする qに関

する利潤極大条件はこの包絡線と生産コスト差引きの収益曲線(これも S

に応じてシフトする以上一つの包絡線である)が相接する所に於て成立し

ているであろう O 同様のことが qコンスタントとする Qに関する利潤極

大についても言いうるのである。即ち

A
U
 一一

回
一
川
町

並
凶q
 
+
 

尚
一
川
町
κ一時
並
m
w
OA 



独占的競争理論の研究

に於て，若し Qが qと独立に調整されていたならば

q並立主=0
aQ aQ 

従って

一語+q芸誌=誇(q器ートo
である。再び之は Sが qコンスタントとする時の一つの包絡線上にある

ことを意味する。

それ故今若し q，Q ともに種々なる値をとるものとしてパラメーター的

に之らを考えれば

ap 
q一一1=0as 

は一つの包絡面を構成する菌数族の一員であるものについて事実は成立す

ると考えることができるであろう O 他の諸条件についても同様である。こ

れらの諸包絡面の相関によって最終的均衡は決定せられるのである。そう

した考え方をもってチェムパレンの図をよむならば，一読して感ずる循環

論的錯覚も，偶然、的な均衡成立への疑問も消えるであろう。

併しかかる議論を進めるに当りわれわれは S乃至 Qの作用にも拘わら

ず，常に同ーの商品 qが問題にされうべきことを仮定した。併しs，Qは
言うまでもなく，商品そのものの変更を意味する。ここにわれわれは再び

商品とは何かの問題に直面せざるを得ないのであるが，われわれは既にこ

の点については多くの論議を重ねたのでここでは立ち入らない。唯こうし

た販売活動を通じて差別化せられた商品は必ずや他の競争者との関係に於

て考察されねばならぬものであり，われわれがさきに仮定した販売活動の

有効なることとL、う仮定は極めて不当なものであることを知らねばならな

L 、。かかる販売支出は多く競争相手の同様な手段の行使を呼び，その効果
註I6

の相殺される倶れが大であるし，仮令それなしとしてもそれが事実どれ程

に需要者心理に訴え得るかは極めて不確実だからである。加之，販売コス
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トについても，丁度生産コストと同様，その計画時に考慮する時間の長さ
註17

についての問題が存する。一時的販売活動の成功も長い限でみる場合には

逆に「市場をスポイル」することがある意味に於てもそうであるし，又一
註18

面いわゆる「広告の累積効果」なるものが存在する点においてもそうであ

る。唯一回限りの販売費の支出と連続的支出との効果は一変するのである。

かかる意味に於て短期的販売費支出と長期的販売費支出を区別し効果分

析も又短期論と長期論を峻別すべきものと思われる。この点，通常なされ

る販売費分析は，チェムパレン及びわれわれのものをも含めて，その効果

の確実視と時間の無視とによりむしろ静態的長期論の性格を有し，現実へ

の応用には程遠いものであるとしなければならない。

販売費用曲線と生産費用曲線との類似性は更にそのU字型の形に於ても

認められている。即ちチェムパレンは「広告」の収穫法則を論じて，それ

は一定点にいたるまでは逓増法則として作用しそれはそれ以後逓減法則

註l'
に転じるとL、う O いかにしてであるか。逓増法則の作用因として彼は二つ

のものを掲げる。ーは即ち先述の累積的作用が見られうることである。二

は広告活動に関しでも又「大規模操作の利益」があり得ることである。前

者は消費慣習なる心理的なるものへの依存であり，後者はマーシヤルのい

う「組織」の問題であるO 之と相殺的に作用する要因が更に二つ挙げられ

る。ーは市場の外延的拡大の困難の逓増であり，二は同一市場内における

内延的浸透の困難の逓増である。これら二群の力のいわば押し合いのもと

に広告の収穫法則が構成されるが，販売量小なるうちは前者が，販売量大

なる後は後者が支配し両者のつり合いに於て平均生産費は極小となる。

即ち横軸に販売高を縦軸に平均販売費をとるとき曲線はU字型を構成す

る。われわれも又このチェムパレンの収穫法則を認めるであろう。之によ

ってわれわれが先に指摘した Sに関する充分条件も確保せられるであろ

~ 1- -r Ho E!. d2q 
うからである。けだしそれは之f<:よって結局面豆>0となること，それ故

(J2p...1"¥ "l ~.，...J-".-l>-...， .，... 
? 常務<0も成立する」とが可能となるであろうことが分るからであ

る。
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この様に見るならば販売活動の存在は形式上唯単に新たなる変数を在来

の分析に加えるのみで，理論に対し何らの新しい問題を附加するものでは

ないかの如くでる。併し一歩踏み留まって考えるとき，販売活動の存在は

価値論に対し誠に容易ならざる問題を提起するものなること，既述の如く

なのである。それは必ずしも厚生経済学的見地から， I広告の浪費」を問
註 2I註22

題とし欲求の多様化の充足の意義を論じ，又はマーシヤルに倣って「建

設的」販売活動と「破壊的」販売活動を区別して両者の功罪を論じねばな
註23

らぬとする意味に於てのみではない。これらの問題は勿論それ自身重要な

るー領域を形成し，充分論議に値するものではあるけれども，当面われわ

れにとってより重要なることは次の事柄である。近代経済学は周知の如く

その価値論の最窮極の根拠を経済主体の選好函数に於て求め様とするが，

これが理論の礎石として有効なるためには，マーシャルのいう「原因の原

因」として，所与のものでなければならない。それは説明さるべき経済諸

変数を正に説明するものとして，経済諸変数から独立でなければならぬ。

ヒックスがし、わゆる VeblenisqueCaseといわれるものを注意深く分析か
註24

ら除外しようとする用意を想起すべきであろう。然るに「広告」は総じて

この，経済価値論に文字通り所与たるべき，個人選好函数の変容を直接に

目的とする経済活動なのである。「広告」の有効性の有無はこの選好函数

変容の有効性のいかんによって判定せられるとするならば， I広告Jの存

在は正に近代価値論の基礎自身をゆるがす態のものと言わなければならな

し、。

独占的競争理論は言う迄もなくこの「広告」活動の存しうべき世界を敢

て分析すべく生れたと言いうるものではあるけれども，この独占的競争の

理論がこの困難に充分の注意を払っているとは思えないのである。チェム

パレンは単に「噌好は特定生産物に対して存在している，又は展開せられ
註25

ている」とし，広告・販売活動は単にこの噌好をもっ諸個人の「集中」の

度合いの変化を来たさすに過ぎないと見る如くである。そして「かかる多
註26

様性は需要体系の自然な帰結である」と L、う O 現存する多様性へのアピー
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ル乃至所与の選好を有する諸個人の離合集散が広告販売活動の唯一の結果

である限りに於ては困難は存在しないであろう O 併し明らかにそうではな

L 、。広告の収穫法則に関して論ぜられる累積効果は個人選好自体の変容を

含み，広告が新しい需要を創出することは疑い得ないところである。チェ

ムパレンと異り，ロビンソンはこの困難を知り次の如く述べている。総じ

て単純な価格引下げ以外の形をとる競争の有する理論的困難は二つある。

その第一は「一財として厳密には何を意味するかの決定の困難」であり，

第二は一層困惑的なる困難であるがそれらが「生産コストの変化を含む」

ことである。即ち「現実の世界に於て個別企業の需要曲線と費用曲線とが

独立でないことは経済分析にとり極めて恐るべき問題を提起するJとして，
註27

彼女はこの点を議論の中に持ち込むことを断念したのて、ある。従ってロビ

ンソンの流を汲む人々の閣では仮令販売費が考えられるとしても，それは

単純なる値下げとして限界収入曲線から差ヲ|かれるものとしてのみ論ぜら

れたので、ある。こうすることによっては販売コストの結果が不明瞭になる

ことはチェムパレンの言う通りではあるが，ロビンソンが敢てそうしたこ

とには上の如き理由があったとしなければならない。

この様に本来広告・販売活動の存在は誠に重大なる問題を含むものであ

って，販売費はその形式に於て生産費用と類同的なりとして之を形式的に

論じて事終れりとし得べきものではない。それは静態的価値論の正に境界

線上にあり，この理論の頭側に七首を擬するが如き要因であるごとを知る

のである。静態的価値論がその分析武器を以て挑みうるものは高々，チェ

ムパレンが期せずして認めている様に，一定の曙好を有する人々の集中に

基く個別需要曲線のシフトのみである。広告・販売活動本来の作用の効果

分析は独占的競争理論に課せられた課題のー側面一一一チェムパレンは「広

告・販売活動にとり独占は必要条件ではあるが充分条件ではなし、」ことを
註28

認めるーーであるとは言え，分析の現状を以てすればこの理論の中では処

理され得ない。この点は「欲求の異質性」を厚生命題にとり入れ，純粋競

争を理想の状態とする厚生の理論を批判せんとする場合にも又重大な関心
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事たらざるを得ないであろう。シエラードも又この点について， I消費者

の噌好が所与と考えられうる限りに於てのみ，純粋競争体系は社会政策の

賢明なゴールで、あった。……(販売活動のなL、)純粋競争に対しては，そ

れが消費者需要に即応する資源配分をもたらすものと主張されうる。併し

若しある資源が消費者需要変更の為めに用いられているとするならば，こ
註29

の主張は外されなければならぬ」といっている。純粋競争が販売活動を含

みうるかに言い，又凡ゆる販売活動が厚生論と両立せぬかに見えるこのシ

エラードの主張は若干の修正を要すること明白であるけれども，消費者選

好の所与なること自体が変更される時厚生命題がそして又経済理論自体が

重大な危機に直面するであろうとの指摘は正しいであろう。そこには基準

とすべき客観性と合理性が危険にさらされているからである。併しわれわ

れはこの問題について既に何がしかの頁をさいて論じる所があった。

斯くて均衡分析の枠内に於ては，理論の現状の関する限り，広告・販売

活動の分析は前述の如く畢寛所与なる消費選好を有する消費者の各企業へ

の「集中度」を変更する場合に限られるであろうが，その様にして販売費

の問題を処理したとしても，尚一般に個別企業の均衡論に関して一つの問

題が残される。それは個別企業均衡の安定性の問題である。われわれは既

にその条件が何であるかをみた。それは限界費用の逓増であり，クールノー

的パラメーターを用いる企業については限界収入曲線の勾配が限界費用曲

線のそれよりも代数的に小なるべきことであった。市場需要曲線，従って

限界収入曲線の勾配が負なることは，ヒックスの鋭い分析と相候って，一
註30

般に之を前提とし得るとすれば，何れの場合についても，限界費用逓増で

ある限り，均衡の充分条件が充たされることは明白である。この意味に於

て問題を専ら限界費用曲線の形状に絞る時，個別企業均衡の安定性は費用

逓減の支配下に於ては，純粋競争企業については必然的に，純粋独占企業

については条件的に，破れるのである。併し個別企業の大きさが事実確定

されねばならぬとする限り，この理論の立場からすれば，いかにして結局

は限界費用は逓増するかが根拠づけられねばならぬであろう。
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われわれはこの安定条件にとり必須とせられる費用法則の問題を節を分

って論ずるであろう O その際われわれはいわゆる諸要素の「完全分割可能

性」の問題を併せて処理することとなるであろう O

第三節 費用法則の問題

われわれはこの問題を必ずしもその問題領域全般に渉って論じようとは

しない。これは在来とも経済学の中心問題であり，いわば生産論全体が之

を解決すべきものである。われわれは論点を~、かなる理由により費用は

結局逓増に転ずるに到るかについての問題に限定し，通常説かれるところ

の妥当性のいかんを検討しようとするのみである。

われわれはこの種の議論については先ずカルドアに聞くべきであろう。

その主張は一部ヒックスによっても受け継がれているのであり，現在にお

ける通説とみうるものである。ただカルドアは完全競争を仮定しかっ個

別企業の費用と産出量の間の確定的関係(費用函数)の存在を仮定して論

を進める。一見われわれの論じようとするものの主要部分を排除するかに

見えるけれども，必ずしも然らず，結論はより大なる一般性を有すること
註 1

は，カルドア自身認めるところである。而して彼によればこの問題は本質

的に長期の問題である。蓋し短期的にある要因の供給が固定量とすれば平

均生産費は必然的に上昇するけれども，問題が真に解決される為めには，

その固定要素が何故今日現にある如き大きさのものとなるに至ったかが更
註2

に探求されねばならぬからである。そこで長期論として彼は三つの観点を

掲げる。第一は要素の完全な分割可能性の仮定に関するもの，第二は外部

的経済に関するもの，第三は彼自身の主張としての「企業者才能Jen-

trepreneurship に関するものである。順次に簡単な説明を加える。第一

に関しては要素の完全分割可能性の欠如はU字型平均コストの成立を来た

さしめる如くであるが， I継次的最適点が同一平均コスト水準にあっては

ならぬとすべき理由はなしづから，要素分割可能性の有無は問題の真の解

決とはなり得なしで第二について 外部的非経済はあり得るにしてもその
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作用は凡ゆる企業に対し「定義的に一様」であり，産業規模の説明原理で
註4

はあり得ても個別企業のそれではあり得ないとする。 r非経済は一一それ

が企業の大きさに対する制約の説明であるためには一一内部的なものでな

ければならなL、」。かくしてカルドアは「企業に対してはその供給が『固

定的』で同時に産業に対しては弾力的供給を有する要素」を企業者能力に

見出しこれに限界あるが故に企業は費用逓増なくしては一定限度以上に
註5

は拡大し得ずとするのである。

要するにカルドアによれば結局において企業の大さを確定し，企業均衡

を安定化せしめるものは企業者才能の供給の固定性であったので、ある。然

るにこの企業者才能の本質は「整合能力JCo-ordinating abilityにありと
註6

され，これが真に作用を要求される局面は動態的世界に於てであるとせら

れる為めに，このカルドアの結論は静態均衡理論に対しては逆に一つの破

壊的影響を与えるものとならざるを得なかった点が特に注目せられなけれ

ばならない。即ちこの才能が「本質的に動態的な力」として考えられる限

り，ーの確定的(静態)均衡は存しないとされざるを得ず，一つの均衡へ

の接近は常に必ずそれの変更と破壊を意味するものとなる。かくて彼に於

ては遂に個別企業の「費用画数」なるものが不確定とされるのみでなく，

「長期静態均衡と完全競争とは互に両立し得ぬ仮定である」との結論が下
註 7

される。従ってこの両者をともに前提とした確定的均衡の考え方はすべて

疑問視されざるを得ない。費用画数の存在と完全競争を前提として出発し

たカルドアの理論はこの様にしてこの両者を共に疑問とする形に於て終結

するものであったので、ある。併しカルドアは同時に仮令完全競争仮定を外

してみても個別企業の大きさ確定の問題は解決し尽されぬことをも指摘す

る。われわれはその箇所をカルドア自身のことばの引用によって示そう。

(Kaldor， Essays， pp.48-47) 

「われわれは今や完全競争仮定を外し，現実の事情に即応して，企業はと

も角ある一定点をこえればその売買する財の価格を自己の行動によって左

右し得るものと仮定せねばならぬ。かかる企業の大きさに対する限定は最
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早何らの問題をも提起しない。それはその企業が当面する供給曲線，需要

曲線により充分に説き明かされるのである。併し乍ら完全競争なる孤立化

仮定がわれわれに発見せしめた不確定性の原因はこの基礎的仮定が取り外

されても猶依然として作用している。整合能力の相対的位置が依然生産函

数によっては与えられずして，実際の事態と均衡の事態との関係に依存し，

しかもこれと共に変化する限り，個別企業の費用画数，従って与えられた

需要曲線と供給曲線の体系との関係におけるそれの均衡位置が不確定であ

ることは依然、として真である」。

かかるカルドアの議論を通じて見られる特徴の一つは言うまでもなく，

個別企業の大きさを決め，従って企業均衡の安定性をきたさす唯一のもの

と考えられる企業者才能は本質的に動態的なる原因であり，静態均衡と両

立し得ぬとする点に見られるであろう。それ故にカルドアは完全競争的長

期静態均衡は概念矛盾と断じること上に見た通りである。併し乍ら一体こ

の均衡の許において企業及び企業者才能はどう考えられるのであるか。カ

ルドアはこのとき「経営の仕事は純粋の監督に縮減し，整合能力は自由財

となり個別企業の技術的に最適な大きさは無限大(即ち不確定)になるJ
註8

とL、う O これはーにカルドアに於て整合能力なるものはその供給が固定的

であると共にそれが分割不可能で「ただの一単位しかその仕事をなし得な
註 9

L 、」とせられるのに対し監督才能はこの特質を持たぬ一一それ自身は分

割不能としても供給の固定性を欠く一ーとされるところに基因するものと

解せられる。換言するならば整合才能が必要とされる限り，その供給の固

定性と不可分割性のためにいわゆる「比例性の法則JLow of Propor-

tionality-一同次生産画数の前提一ーは必ずや破られるのに対し分割可

能性がある限りこの法則は支配し得るとの見解によると観じうるであろ

う。それ故にカルドア理論に於てはすべての要素の完全なる分割可能性は

費用不変法則に等価で、あるのに対し，要素の分割不可能性は費用逓減の根

拠とされる如くで、ぁよ。

事実彼はある脚註に於て「大規模経済の凡ゆる事例は之を『分割不可能
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性』の項目の許で扱うのが方法論的には便利と思われる」とすらいうので
註II

あって，この観点からするならば整合能力の供給固定性と不可分割性は一

方において前者からする費用逓増性と他方において後者からする費用逓減

性との相殺の上に於て作用し遂に前者の力が後者の力を圧するところに前

記の状態を招来するというべきであるO 之に対して監督才能は仮令それは

それ自身としては不可分割的としても監督者と被監督者を同じ割合で倍増

してゆくことは可能という意味で分割不可能性を欠き，この点、で費用法則

の上に整合能力の如き作用をもたぬ。それと共に彼が完全競争仮定を外し

た時企業の大さの問題は生ぜぬとし乍らも尚企業均衡の不確定性が残存す

るというのも，整合才能の不可分割性からくる作用とその供給固定性から

くる作用とが，企業の大きさが事実正にそれ以外の他の事情から決定され

たるが為めに，逆にその相互の具体的位置をなお欠く点から来るものと見

得るであろう。この様に見ればカルドアの理論の第二の特徴は要素の分割

可能性の問題の処理にあると言うことが出来るO

第一の特徴一一整合能力としての企業者能力の動態性の強調ーーは一見

革新者 innovator としての企業者なるシュムベーター的企業者観を思わ
註12

し，それに極めて近いにしても尚それとは異るとしなければならない。シ

ュムベーターの場合には激しい資本主義の利潤獲得競争一一それは正に独

占的競争の世界のことであるーーの圧力により革新を強要せられる企業者

であるのに対し，カルドアの整合者としての企業者は不均衡状態の発生に

於てその不均衡を調整する限りに於て存在するもので，必ずしもシュム
註13

ベーターのし、う攻撃的・積極的性格を有するとは限らぬからである。併し

両者とも静態均衡と両立せぬ点に於ては同一であるが，カルドアの場合そ

れは単純に静態概念と動態概念との非両立性を意味するものに過ぎない。

この意味に於ては，カルドアにあって均衡への接近がその均衡を破るとせ

られるとき，彼のいう整合者としての企業はその目図する均衡を破壊せず

してその役割を果たし，均衡に於て，恰もシュムベーターの「企業家」が
註14

資本主義の窮極に於て「昇華J，ケインズの「金利生活者」が遂に安楽死
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註15

する様に，昇華し安楽死することができた筈で、ある。「調整が必要とされ

る限りに於て」のみ存在する整合能力はこの意味に於て必ずしも均衡破壊

的ではないのである。カルドアにおけるこの点への誤解が先ず修正されな

ければならない。従って又この誤解から生じたと見られる一連の結論が修

正せられなければならぬであろう。

就中カルドアの如くに考える限り，均衡に於ては最早企業なしとの矛盾

が生じ，総じて静態理論に於て企業なしとの困難が生じる。併しわれわれ

の考えるところでは，企業は計画のフロンティアで限定せられた計画主体

であり，その計画が静態論的性格のものか動態論的性格のものかは問う必

要がない。静態均衡の枠内に於ても，例えば生産要素の最適組合せ比率が

決定されている限り，それは単純に技術的生産画数から導来されたもので

なくーの経済決意の結果である以上，監督才能ではなくして正に整合才能

に基く計画が存するのであり，動態要因としての企業はないとしても，静

態論的企業は厳存するのである。しかもこの企業はその大さを確定してい

るであろう。それはカルドア的にいうならば この整合能力の供給固定性

と不可分割性が確定する大さの収束値としてであるO 蓋し既述の如く整合

能力による均衡への接近は必ずしもこの収束値を乱す必要はないであろう

からである。

とは言え若し之をマーシャル的自由競争の世界で考えるならば，カルド
註16

ア的な結果は決して生じないことに更めて注意しなければならぬ。それは

既に屡々述べた如くマーシャルの「自由競争」は「完全競争jならざるこ

とに基く。われわれはそこでの個別企業は無際限な市場を有せず，すべて

一つの good-will を有することを論じた。カルドアが完全競争仮定を落

す時個別企業の大きさの問題が消滅するとするのもこの意味でなければな

らぬ。この点，チェムパレンがカルドアの企業者を批判して次の如く述べ

ていることをも併せて引用し得るであろう。即ち彼は「企業者才能」が仮

令どの様に定義されようと，それは可変量である様思われるといい，この

意味で費用逓増は必ず「企業者才能」の固定性からくるとするカルドアの
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主張を認め難しとした上で， I若しある特定企業者が彼の遂行する一定の

職能を他の人々と分担することを欲しない為めに彼自身の企業内で企業者

能力を拡大することを欲しないならば，その場合彼の企業の大きさはこの
註17

職能を遂行する彼の能力により決定されるであろう」というのである。分

担を欲しない意志のみで費用逓増性には足るとするこの主張は，われわれ

により， good-willの存在に基く企業拡大の限界により補足されねばなら

ぬであろう O

併しカルドアには今一つの特徴ある論点があった。即ち彼における要素

の完全なる分割可能性についての主張がそれである。それは凡ゆる要素の

完全なる分割可能性は費用不変法則と等価であることを本体とし，大なり

小なりの要素の分割不可能性はその程度に応じむしろ費用逓減の原因とな

ることをし、う。併し何よりも問題となるのはこの「分割可能性」がカルド

アにおいては特定の意味を有することである。カルドアは分割不可能性が

それ丈けでも超過利潤の存在を許容しうることを論じる際， Iこの事の究

極の原因は分割不可能性なるものはもともとの資源自体ではなくして，そ

れが充用される様々の使途であること……その結果資源の投下が限界生産

力水準を均等化せしめるに足る程細かく配分され得ぬことにある」と述べ
註18

る。之に依って観れば分割可能性は専ら資源そのものでなく，その果す機

能に即して言われるものなることが明瞭である。果して然りとすれば，次

の疑問が生ぜざるを得ない。元来一要素が単純にその機能を果すことはな
ドーズ

L 、。諸要素相集まって一つの機能を営む。この単位がL、かなるものかは企
註19

業の規模に依存する。いわゆる専門化の度合いが異るに応じドーズの内容

も異るし，仮令同ーのものとしてもその生産力は異るであろう。カルドア
ド←ズ

の理論はこのとらるべき単位についてそれが何であるかの説明を全く欠

く。若し之を純粋競争の斉らす最適規模でのものにとり，之が彼のいう意

味で分割可能とすれば，凡ゆる要素についての完全なる分割可能性は即ち

均衡状況の普遍的成立を前提とするものとして費用不変法則が到る処妥当

するであろうことは明白であるが，之はチェムパレンもいう様にーの同義
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反復的定義にすぎないであろう。郎ちそれはチェムパレンの言葉を借りれ

ば， I分割可能性が実は大規模操業に依存する『専門化された機能』が小

規模にも用いうることを含む様定義されている〔のでありJ，すべてのも

のが『完全に分割可能』ならば，規模の経済は完全に欠如すると断定する
註20

ことは単なる自己反復に過ぎなし、」。即ちカルドアにおいては一方におい

て要素聞の比例性と他方において企業の大きさとの聞に存在する筈の栢関

関係が完全に否定されているのである。

カルドア自身はこの要素の「専門化」をただ結合生産の場合についての

みは表顕的に認める如くである。即ち彼はこの場合における副産物生産へ

の生産拡張を通じて不可分割性が多少とも克服されることを論じて， I併

し大抵の場合分割不可能な要素は又完全に非専門化しているのではないか

ら，かかる『生産の分散』は常に若干のコストを要する」ことを述べてい
註21

るからである。最適な要素組合せの分割が，単一生産物のときには，何故

に無条件に可能であるのかの説明をカルドアから聞くことはできないけれ

ども，思うにそれは生産物が単一なる限りすべてが完全に分割可能な要素

の最有利組合せのドーズを百倍にし，或は百分のーにすることは可能でな

ければならぬ，そのとき当然、生産物又百倍になり或は百分のーにならねば

ならぬとする単純なる断定に過ぎない様である。併しこのことが果して真

であり得るか否かは，かかる事実が現実に存し得ぬ以上，之を経験的に検

証することがで、きぬけれど亡2経験的諸事例は寧ろかかることのあり得べ

からざることを示す事例に富むであろう O 嘗てボールディング (Kenneth
註23

E. Boulding) が論じた様に，正方形の辺の長さを倍にすれば面積は四倍

になり，立方体の一辺の長さを倍にすればその体積は八倍されるのである。

又正方形の面積の倍の面積を有する矩形の辺の長さはもとの正方形の辺の

長さの倍ではなくして一倍半に過ぎない等，凡ゆるものが決して等比例的

に変化はなし得ぬ事例が数多いのである。かかる事例に照らして考えると

き，論理的には否定し得ぬかに思われるカルドアの断定も必ずしも之を真
註24

なるものとは認め難い様に思われる。

223一



独占的競争理論の研究

チェムパレンのこの点についての見解はより強く否定的である。彼は一

般的にカルドア的な理論を完全なる誤りと断定する。彼はこのことを長期

費用曲線が短期曲線の包絡線であることから説明しようとする。この包絡

線上の各点には夫々一つの短期曲線が対応しこの短期曲線は夫々に大き
註25

さ(総投資)を異にし，技術的性格を異にするプラントに対応する。そし

て彼によれば「完全な分割可能性」が達成されるのはこのプラントの変化

の可能性が連続的なる時であり，規模の経済が完全分割性により排除され

るのは「包絡線が水平線のとき，即ち凡ゆるプラント曲線が同ーの極少点
註26

をもっときのみ」である。然、るにこの包絡線たる長期曲線は，費用逓減を

来たさす二つの要因，専門化の進展とより技術的に有効なる生産方法に基

く経済が早晩統制の複雑化からくる非経済により圧倒されると見られる以

上，必ずやU字型曲線でなければならぬ。この曲線の形の決定に関し分割

可能性は何の役割をも果さない。蓋し費用逓減部分に関しては分割可能性

は却って要素の非専門化を来たさし非能率を招来するであろうからその説

明原理たり得ず，費用逓増部分に関しては分割可能性(諸要素の可変性)

あるに拘わらず費用逓増が見られるのでなければならないからである。長

期曲線をU字型たらしめるこれらの経済要因の存在は， I極少点における

〔要素聞の〕割合いに掛け算をすることは数学的に可能であるとの理由」
註27

で否定さるべきものではなし、。加之， I極少点における割合いがより小又

大なる総量で，これが連続的に可能だとして，再生される場合，それは包

絡線を水平線に化するどころか，逆の効果をもち，極少点以外の凡ゆる点

で包絡線より劣った(恐らくはその点からのプラント曲線にさえ劣った)
註28

結果を与えるものとなろう」とされるのである。

要するにチェムパレンに於て，問題は分割可能性が能率に与える効果い

かんの経済問題であり，その「中心的命題」は「比率と大さは画数的に相

関している」ということであった。従ってチェムパレン的にはカルドア的

理論はこの相関々係を暴力的に否定して，経済問題を数学に改変するもの

である，と言うこととなるであろう。われわれは要素比率と大さの聞の画
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数関係の存在を否定し得ないものと見る以上，このチェムパレンの主張の

一半は之を承認せざるを得ないが，併しカルドアのいう様に文字通りすべ

ての要素が完全に分割可能とする場合，何故に生産画数が同次菌数であっ

てはてらぬかの批判としては，このチェムパレンの主張も又充分納得のゆ

くものでないことも否定できないであろう O 結局チェムパレンはこの論理

的問題に答えるに現実の事象を以でしたのであり，この意味では何の解決

をも与えていないと言うべきだからである。

要するにこの問題は一方に於ては論理の問題として，一方に於ては経済

的事実の問題として，性格を異にするものが，伺ーの衣のもとに相争うも

のということができる。カルドア自身も不完全競争下では，猶不確定性を

表すとは言え，企業の大きさは確定するのである。この点に於ては問題は

何れにせよ，落着するかに見えるのである。併し実はこの同じ「分割性」

論争は費用法則の一面として今一つ別の側面を有せざるを得ない。それが

いわゆる「超過能力」の問題である。われわれは更に問題のこの側面をも

併せて論じなければならぬ。超過能力の問題はロビンソン以来，独占との

関係に於てその固有の問題とされているからである。節を分って之を論じ

るであろう。

第三節 いわゆる「超過能力」の問題

以上前節で論じた如く，チェムパレンはカルドアの結論を第一点，第二

点を含めてともに全面的に否定する。この両者の見解の相異が意見の対立

として現われるのが「超過能力」の問題であり，完全競争と独占的競争と

の関係の問題である。われわれはさきに参入を伴うケースにおける企業均

衡に関し，当該企業の個別需要曲線が勾配をもっ事実が無視され得ぬとす

れば，条件は二重となり，一つには限界収入と限界費用の均等，今一つに

は価格と平均費用の均等が必要とされ，ここに費用極小点と現実操業点と

の議離が生じることを述べた。これは明らかに完全競争と独占的競争との

差異に基くものであるが，この問題をカルドアは次の様に見る。
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「仮令生産者の誰もが彼自身の政策の間接的影響を考慮に加えぬとして

も，若し規模の経済が存在しているならば， ~潜在的競争』は個別需要曲

線と費用曲線とを相接せしめるには到らないであろう。他方若し規模の経

済が完全に存在しないならば，生産物差別化もそれだけでは完全競争の成

立を閉止しないであろう。それ放に需要曲線と費用曲線は， ~需要曲線』
註1

も又水平となったとき，必然、的に相接するに到るのみであろう」。

この時規模の経済の有無は彼に於て分割不可能性の有無なること言う迄

もない。ところでこのカルドアの主張について，第一段の主張，即ち完全

なる分割可能性が存しない場合には参入の可能性は必ずしも接触解を生ま

ずとする主張は個別需要曲線と個別費用曲線に関して言われるものであ

り，第二段の主張，即ち完全なる分割可能性が存する場合接触解が存在せ

ず一一実は引用文の示す様にカルドアはこの場合が個別需要の交斜弾力性

の有限なることと両立しうることを力点としたがーーとL、う主張はむしろ

産業需要曲線と費用曲線とに関して言われるものであることが注意せられ

なければならない。別言すれば第一段の議論に於て二つの曲線が栢接せず

して終るのは，参入により個別需要曲線が完全弾力的一一産業需要曲線は

勾配を有するままにーーとならざることによるのであり，更に仮令産業均

衡が成立して一物一価となったとしても，各個別企業のコスト事情は「制

度的独占」により異なりうるから，この価格が平均生産費に等しい必然性

はないことによるのであるのに対して，第二段の議論に於て二つの曲線が

相接しないのは産業需要曲線が事実勾配を有することに拠るのである。第

三段の帰結はこの二段の議論の綜合の上に導かれる。

この点はわれわれが当面問題としつつあるものが個別企業の位置である

ことに鑑みて特に重要である。第一段の議論は個別企業を中心とする均衡

に関する。第二段は一部集団均衡を中心とする議論を含む。第三段はこの

個別均衡と集団均衡の両立可能性は只個別需要曲線，産業需要曲線が双方

ともに水平となる時のみであろうことを言う。斯くてカルドアに於ける「超

過能力」は長期費用曲線の最低点を基準として，それからの乗離で測られ
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るもの 之が通説であるがーーーであり，彼においてはこの乗離の可能性

及び程度は何によるかの分析がなされたものと見得るであろう。彼のこれ
註2

についての結論を摘記すれば次の如くである。分割不可能性の存する場

合. I超過能力」は次の三者のいかんに基いて存在する。1.生産者の「近

視眼性」の程度。 2.制度的独占存在の程度。 3.需要の交斜弾力性の程度。

而してこの帰結の系として需要曲線と費用曲線との接触の必然性を説くチ

ェムパレンの理論は第三の弾力性がすべて等しい時にのみ成立する特殊の

ケースであり，この弾力性の同一なるべきことは超過能力に関する議論に

とって本質的ではないとせられる。言う意味はこうであるO 実はカルドア

自身は，われわれが第二段となづけた議論を，その形に於ては展開せず，

既に彼自身のことばで引用した形，即ち完全なる分割可能性が存する限り

仮令生産物異質化が存するとしても，その交斜弾力性が各企業にとり一様

ならば，専ら「自由なる経済力の作用の結果」として完全競争は必然、的に
註3

到来するという形に於て示した。けだしこの仮定の下に於ては新しい競争

者の参加を通じて各個々の企業は一様の影響を蒙り，遂に最早事実上自己

の需要曲線の勾配を意識し得ざる段階に持ち来たらされざるを得ないとす

るからである。需要曲線と費用曲線の接触は必然であるが，それは最早独

占的競争の事態でではなくして完全競争の事態においてである。

かかるカルドアの議論に対しでも又チェムパレンの側から幾多の反対が

あり得る。但しチェムパレン自身の主張にはその後若干の変遷が見られる。

最初チェムパレンはカルドアの理論に反対して次の如き立場をとった。既

述の如くチェムパレンはカルドアの完全分割可能性の含意を認めないので

あり，

「仮令規模の経済の欠除が完全分割可能性から当然結果することを仮りに

認めるとしても，若し需要曲線が水平にならなかったとすれば，馬鹿けナこ

結果がえられる。即ち企業の流入はただ無際限に継続するであろう(費用

不変のもとでは常に利潤があるのであろうから).そして最終的結果は無

限小的な小企業が無限数存在する形をとるであろう……他方仮令需要曲線
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が企業数の増大につれより弾力的に事実なったとしても，若し費用曲線が

依存U字型であるならば集団均衡を，完全弾力的需要曲線を斉らす程号数

の企業数と同一視すべき理由はないであろう。無限の分割可能性は費用曲

線の形状に全く無関係であり，企業の数もたしかに需要曲線の形に何の関
註4

係もない以上，どの道独占的競争が純粋競争に変換することはなL、」とい

う。

われわれはこのチェムパレンの主張の中に見られる企業数の増が需要弾

力性と無関係であるとする議論は誤りであろうことを既に指摘したが，他

方完全なる分割可能性が費用不変を必ず結果するか否かについては之を疑

問とした。彼の議論はこの意味で半ば誤り，半ば正しいであろう O

併しこの半は言呉りとせられる部分は，その一半が，彼の「対称仮定」に

存することに注意しなければならぬ。これある限りに於てカルドアの，又

われわれの，チェムパレン批判がより強いものであり得たて、あろう。併し

その後チェムパレンは，既に述べた如く，この「対称仮定」をも更にはそ

れによって規定せられる群の概念をすらも捨てたのである。従って上の批

判は現在のチェムパレンにはそのままの形においては当て飯らない。彼は

今やこの立場にたって，内容は稽異なりながら上の結論自体はより強く主

張する如くである。今や彼にとり当該生産物を生産するものは問題の企業

が唯一のものである。併しこの企業の長期費用曲線は旧来と同様の理由か

ら依然U字型のものなることが主張せられる。「能率は総体的資源の画数

である。しかもそれは効用が総体的供給量の画数であるのと同一の意味に

おいてである。資源が無限に分割可能との想定はこの函数関係を破るもの

であり，これは消費財が無限に分割可能との想定が効用逓減法則を破るの
註5

と変らなL、」。かかる事態のもとにおいては，多数の企業の存在一一純粋
註6

競争仮定の要件と彼はいうーーは不可能である。けだし多数化としては唯

一ケの企業の多数化が可能なるのみであるが，それは分割か，然らざれば

同一企業を何倍かすること以外にない。前者の場合にはコスト曲線のU字

型なることから純粋競争の接近とともにコスト上昇の矛盾に当面するが，
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特別に有利な生産条件を有せざる限り各企業は相互に排除しあって結局一

企業がのこりうる丈けである。他方夫々最適規模の企業の何倍増は結局需

要の増を前提とする他なくこれ又許されぬ。

斯くして残り得る唯一の企業はその特定生産物について固有の，従って

傾斜を有する需要曲線をもっているのである。今やチェムパレンの帰結は

明白であろう O 彼はいう， r需要側から何らの制約もないならば一一即ち

企業にとり完全弾力的な需要曲線があるならば，到る処で最能率的生産状

況が樹立される強い傾向があるであろう O 併し仮令有限な弾力性をもった

需要曲線の形で制約があるとしても，明らかに規模の経済が依然、として大
註7

企業を成立せしめる有力な力として作用する」。カルドアの分割可能性の

論理は費用側についても需要側についても否定せられたと言うことがで

き，彼の旧著における主張がより強い形で主張し直されたとみることがで

きる。併しそれは明らかにチェムパレンが今や集団均衡そのものを放棄し

たことに基くものである。そこには最早全体均衡と個別均衡の同時成立に

関する整合の論理を問題とすべき余地は存しない。従ってこの二つの均衡

の関係を主軸とするカルドアの批判が又その根拠を失っていることに注意

しなければならない。

これに伴ってチェムパレンの「接触解」自体に関する評価も当然変らざ
註8

るを得ない。今や彼は旧著に於てその主要なる部分を占めた「大数群」の

分析について， rw大数群』とL、う限定的ケースにおける生産物差別化とい
註9

う相対的に重要ならざるもの〔オリゴポリーJJなる表現を用いて之を「差

別化せられたオリゴポリー」の極く限られた特殊ケース一一併し之は又独

占的競争の一つの場合とされるーーに極限せしめるとともに， r然も通常

は『接触解』を生む更に一層限定的な想定のもとにJ論ぜられてきたこと

を反省するので、ぁZfそして今日独占的競争の理論について存在する誤解
が一つには rw接触(点uと言えば唯『グループ問題』のみが想起され，
事実それと同ーの広がりを有するものと看倣されてきた」ことに発するこ

とを嘆いていよ1仮令「対称仮定」一彼自身はむしろ「一様仮定」と呼
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ぶーーが用いられるとしても， Iそれは各個々の売手に対し一つの個別の

図表を描くことによって与えられるであろうより現実的な姿を単純化する
註12

のに主として役立つ一つの工夫に過ぎなしづものであり，それは今や彼に

とっては「若し今日それを今一度やりかえるとすれば何らかの種類の注意

深く定義された『代表企業』で代置されたで、あろう」仮定であるに過ぎぬ
註13

ものとなるのである。

この様にして接触解が対称仮定から，又グループの概念から解放されて

その性格を変えたのに照応して， I超過能力」なるものも又その性格を変

更するのである。今やチェムパレンに於て存在するのは個別企業の個別需

要曲線のみである。これについて仮令「接触解」があったとしても，それ

は在来の意味における「超過能力」の発生を意味しないであろう。之は本

来産業の観点から論ぜられたものであったからである。今やチェムパレン

は次の如くに主張する。

「消費者選好の一般体系は今や多様性に対する一般的欲求一一これは厚生

の理想を定義するに当り生産の能率と同位のものと認められねばならぬ

ーーの表現として個別企業に対する右下り需要曲線を具現しているJもの
註14

である以上，超過能力が独占的競争に必然とさるべきいわれはない。生産

の最能率点からの釆離は需要側の選好の故を以て合理化せられるのであ

る。独占的競争理論のもとに論ぜられるべき超過能力は，斯くして，費用

極少点から測らるべきではなくして その左方にあるところのある「接触

点」からの議離としてのみ測らるべきものとなるのである。この接触点が

この場合いかにして持ち来たらされるかは別として，この接触の成立点に

おし、てはチェムパレンにとり「超過能力」は最早存在しない。彼の超過能

力は在来の含意を全く有せず，別種のものとなったのである。

然らばチェムパレンに於てこの意味での超過能力はいかにして発生する

のであるか。之を知るためにはチェムパレンとハロッド (R.F. Harrod) 
註15

とのこの点に関する論争を見るのが便利である。ハロッドは不完全競争は

就中相対的に自由な参入が存するとき通常超過能力を生ぜ、しめるとの理論
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を否定し，更に不完全ではあるが併し参入の自由な競争の場合には収穫逓

増が均衡位置で成立している場合を除いては正常的にみて社会的最適以下
註16

の産出量の制限のないことを主張した。ハロッドは在来の通説であるカル

ドア理論が短期仮定にたつものであり，しかも，企業は常に限界費用と限

界収入の均等点で産出高を決め之に応じて価格を適当に決定しうるものと

仮定しているとして，これを誤りとする。固定設備も又作り出されなけれ

ばならず，企業者がその設備を設けようと決意するときには「その時点に
註11

於ける企業者の意図」が持ちこまれなければならない。予想、の不確実性は

別として，その時企業によって考慮されるものは「長期限界費用」と「長

期限界収入」でなければならない。ハロッドは後者を「それを算定しうる

彼の能力の限り，就中，潜在的競争を考慮して，彼がそのプラントの予定
註!8

命数中にうると希求しうる売上高」と定義するのであるが，彼によれば一

般に長期需要曲線は短期需要曲線よりも大なる弾力性を有するので，長期

限界収入曲線を考慮するならば企業者は短期収入曲線を以て考えるときよ

りもより大なる固定設備をもっべく計画するであろう。

かかる長期的配慮の強調からハロッドはこれらの場合における企業者の

計慮は次の内容を有するものであるとする。 1(1)自分に固有な有利点があ
註I9

ることを意識している範域を除き，単に正常利潤のみを生む価格を課そう

と計画する。 (2)かかる価格で売りうるところのものを生産するのに最低の

コストを与える規模で設備をもたうと計画する。 (3)設備を得て了った上で

は，仮令かかる政策によって斉らされる短期限界収入が限界コストより小
註却

であっても，その価格で販売をするJo 1若し代表企業者が〔右の如き配

慮、により〕動かされるとすれば，新しい競争者は正常には現われぬ。従っ

て超過能力は生じなL1これがハロツドの帰結である。但しハロツドは
この結論を導くに当ってオリゴポリー要因を含まなかったことを特に強調

し， 1不完全競争の本質は個々の企業の市場が個別的影響に従うことであ
註22

る」として議論はこれを以て足ることを言っている点を附記しよう。この

点がチェムパレンの一つの批判点となるからである。
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チェムパレンはこのハロッドの理論に関し，ハロッドの用いる諸概念を

不明瞭とし彼の真意が何処にあるかを知るに苦しむと言って，それを知る

ため「数時間を一一数日をさえも費やしたが，依然として確かでなしづと
註23

極めて冷淡な態度を示すのであるが，その批判を通じて彼はハロッドの長

期均衡点を長期，短期双方の逓減的費用曲線部分一一包絡線の逓降部分

一ーで生じるチェムパレン自身の均衡点に等しいと仮定してみる。(併し

之がノ、ロッドの言うものでないことは前記の説明から明白である。チェム

パレンも又それを知っているのであるが，彼はハロッドを誤解してその真

意を知り得なかったので，斯くの如き強引な仮定をおくのである)。この

均衡点はチェムパレンの dd曲線(他の企業は当該代表企業の均衡価格と

同ーの価格に従うとする時の販売曲線一一既述)による接触解を示す点で

ある。この点を通り，彼に於ては，より非弾力的な DD曲線が存在する。

これは他企業が問題の企業と常に同ーの価格をつけるとした時の販売曲線

であり，それは 1(1)何らかのオリゴポリー，又は， (2)価格競争をくじかし

め又は排除する他の力(利潤加算方式を含む)，又はこの双方」を含意す

るものであって，これらの力によってこそ需要曲線は非弾力化せしめられ
註2'

るものであった。

彼はこの M と DDの区別がハロッドに存しないことを一方では非難
註25

し，他方彼の ddが長期の曲線ではないとしつつも，ハロツドが短期需要

曲線を非弾力的ならしめるものについて認識を欠いて，その要因たるべき
註26

オリゴポリーを理論の外に置いたことを指弾する。かくして「オリゴポ

リ一等なしとせば，ハロツド氏の短期需要曲線は……ddカテゴリーに入
註27

るものでなければならぬ」とされる。斯くてオリゴポリーなき限り企業者

の調整は dd曲線に沿うてなされる他ないが，図から明らかな様に，dd 

曲線に関しては均衡は安定である。故にこの均衡点からの議離はただ DD

曲線に沿うてのみ，即ちオリゴポリー的要素の存在が認識される時にのみ

可能であるo 1要するに， (この議論で用いている)これら二つの曲線は極

めて硬直的に定義されている。ーはその語の通常の意味での『価格競争』
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の完全なる欠除を示すもの，他はその全般的存在を示すものである。これ

ら二つの極端の中間に位する行為は，それがどの様に説明されようと，今
註28

や知悉の理由により，図の Rにおけるもの以上の超過能力を生み出す」。

D' 

d' 

短期費用曲線

長期費用曲線

チェムパレンのハロツド批判は更に微細の点に及び，殊にハロッドの需

要が参入の効果を考慮した上で、考えられる点に需要と供給の混同がありと
註29

し，又ーと度び設備せられたものは短期的欠損の許に於ても正常規模で運
註30

営されるとするのは問題回避にすぎぬとの批判が下される。併しわれわれ

の只今の議論にとっては右の梗概を以て足る。さきに欲求の多様性を根拠

にして技術的最適点からの議離は必ずしも超過能力と見得ずとしたチェム

パレンは，ハロツドとの論争の過程に於て，独占的競争下に於てはオリゴ

ポリー要素の存在を侠って超過能力の必然的発生を明白にした。この意味

の超過能力は最早欲求の多様性体系を以ては合理化され得ぬものであり，

これは恐らく純粋に非能率性をもち来たさすものとして考えられなければ

ならぬであろう。尚チェムパレンはこれと類似の超過能力が利潤加算方式

による価格政策のもとに於て生じることをも述べていることが注意せられ

る。彼はこの価格政策のもとでは， Iある特定の種類の活動から生計を得

ょうとする多数の人々が正にあるために売手の殺到がまず見られる。その

結果各人の取引は減じ平均費用が高まる，それ故価格も又上る」現象が生

じるものと見，そこに利潤極大位置からの誰離，即ち超過能力の発生を認
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める。この点に於ても又チェムパレンとハロッドは真正面から衝突するも

のと言わなければならぬ。チェムパレンは上に言う如く利潤加算方式の価

格決定は寧ろ超過能力の発生因である。之に対しハロッドにあっては之は

逆に超過能力の発生を抑圧する因子である。けだしハロッドではこれは長

期的配慮，投資政策を含むものであり，それだけ需要曲線はより弾力的と
註32

なり超過能力発生の余地がない，又はより少ないであろうからである。

併し乍ら翻って考えるにカルドアについて先に引用した議論の部分は与

えられた産業需要曲線内部に於ける個別企業均衡の位置の問題を介在せし

め乍ら進められた点において二つの均衡 産業均衡と企業均衡の同時成立

の可能性を論じるものであったと見ることができる筈である。こう見得る

とするならば，カルドアは当該筒所に於て代表企業の言葉を用いてはいな

いけれども，その産業均衡は何らかの意味の代表企業概念を以て語られて

いた筈で、る O 之に対して個別需要曲線が云為される企業は事実具体的な諸

企業であったであろう O 今前者について均衡が成立したとせよ。その均衡

は接触解を以て成立するのではなく，マーシャル理論に見られる如くに需

要・供給のメカニズムに依って定まるであろう。この定められた社会需要

の充足には多数の個別企業が参加するのであり，既述の如く，一つの規模

の代表企業の背後には多数の個別企業の存在が前提とされている。ところ

でこの代表企業の均衡が，この企業についての技術的最有利点で成立して

いるとせよ。この想定はわれわれにとっては可能である。蓋しわれわれは

マーシャルの反対にも拘わらず，産業供給曲線はむしろ彼のいう「特定支

出曲線」に近いものであるとして，一つの企業大さの分布表としたからで

ある。然らば各個別企業がこの代表企業の技術的最適の規模を模倣し継承

することは，条件が許すならば，可能である。われわれはこれが，われわ

れの理論にとって有用とする分割可能性の意味であるとする。われわれは

斯くすることによって始めて，分配論の要請一一オイラーの定理ーーをみ

たす同次生産画数を，カルドアの如くアプリオリのものとしてでなく，均
正33

衡の本質を示す表現として導き出すことができるからである。
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カルドアが議論をこの形で示さなかったこと，そしてチェムパレン又こ

の意味で事を理解しなかったことが「長い，結論のない，しかも不必要に

辛らつな議議」を生んだと考えざるを得ない。完全分割可能性の問題，ひ

いて一次同次生産画数の問題は純粋の論理上の問題でもなく，又事実的観

測事例との照合の問題でもなし、。チェムパレンのこの問題についての主張

をわれわれが受容れないのも結局はこの見地に立つが故である。

併しこの問題をこの形で解決したとしても，カルドアとチェムパレンの

この問題に関する主張の差異が解消するのではない。カルドアに見られる

産業の立場とチェムパレンにおける個別企業の立場との差異は一層に顕著

である。われわれの解釈は産業的立場に立つものであり，その許に於ての

み可能なるものであった。この立場を欠くところのチェムパレンについて

は，従ってこの解釈は正しくは妥当しない。チェムパレン経済学にとって

この問題はこの限りに於て依然として「結論のなしづものと言われざるを

得ないであろう O われわれはこの点に再び「社会市場」の立場を放榔する

独占的競争理論の弱点をみるのであるO

カルドアの産業の立場は勿論ノ、ロッドによっても採られるところであ

るO 従ってカルドア及び、ハロツドに見られる主張をチェムパレンが個別需

要曲線のみを以て論じるのは，この限りに於て，不当である。この点は例

えば次の点において明白である。先掲の図について d線を以て規定され

る均衡 Rは Dに関しては不安定であり ，D'線を以て規定せられる均衡

R'は dに関して不安定である。然るに若し対称仮定をおく大数群のケー

スとして考えれば D 線又 D'線は市場需要曲線の意味をもっ。故にチェ

ムパレン的均衡は，通常の意味に於ての市場均衡には位しないのである。

二つの均衡の相互両立的位置を問題にするカルドア乃至ハロッドの理論に

見られる複雑性がチェムパレンに於ては専ら企業聞の相関に解消される，

というよりも前者における問題が無視されると言うべきである。このこと

のためにチェムパレンのハロッド理解は極めて不充分なものとならざるを

得なかった。彼がノ、ロッドのし、う均衡を自己の均衡 R と等置して論を進
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めたのもそれであるが，又このことの為めに彼はハロツドの費用曲線の，

又費用逓減の，特質を誤解したということができるであろう。 L寸意味は

こうである。ハロッドには明らかに代表企業の概念がある。彼が比較的自

由なる参入に際して超過能力なしというとき「代表企業者がこの動機によ
註36

って動かされるならば」と言う。彼は企業について論じたのではあるが結

論は斯くして代表企業の行動にかかるのであり，畢寛彼の理論も産業につ

いて言われたものと見るべきであるO この点は後段彼が自由ではあるが不

完全なる市場の社会的最適を「マーシャル・ピグーの説」に比較して論ず
註37

るところを見れば一層に明白である。但しその前段，参入に関する超過能

力の問題に関し代表企業自体に超過能力なしとせられる時の論点は正に

個別企業的なるものであった。しかもその論法を振返れば明白である様に，

彼はその際(長期)総平均費用をこえる超過利潤があるにしてもそれを敢

て断念し正常利潤を以て満足する企業者を問題としているのであって，

価格と平均費用との均等を条件とせずして均衡にある。之に対して後段の

議論に於て依然、語られる企業は本来の意味での代表企業として産業のビへ

イビヤーを示すものでなければならぬO そこでの均衡は事実価格と総費用
註3'

の均等を以て示されるのである。

この二つの場合における企業者の意味が充分明確に区別して論ぜられな

かったことは，ハロッドの不親切であると思われるけれども，産業的観点

を欠くチェムパレンが不幸にもこの両者を混同しその何れをも事実それ

が個別企業的なるものであり，その均衡が常に接触解であると解したのは

重大なる誤謬であったとしなければならぬであろう。われわれは完全に自

由な参入の存する場合を除きハロッドには価格と平均費用の均等をも含む
註39

意味で完全な接触解はなかったものと考える。事実，ハロツドがロビンソ

ン，チェムパレン的超過能力必然、論を疑問とするのは，実は『自由なる参
註40

入』が不完全競争で適当なる仮定であるかどうかにあったので、ある。そし

て彼は結局長期的配慮を導入してこの仮定を破ることにより自己の主張を

根拠づけ様としたのて‘あるO そしてその時ノ、ロツドの代表企業は通常の意
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味での利潤極大化原則には従っていないのであるO それにも拘わらず，チ

ェムパレンが之を自己の理論での解と対比しようとするところに彼をして

混乱せしめ，又誤まらしめた所以があるとし得るであろう。

併し乍ら他方ノ、ロツドは何故にーと度び前段で超過能力なしとした上で

更に後段に於て社会的最適産出量からの議離なきことを証明しなければな

らなかったので、あるか。社会的均衡を個別的均衡と別個に論じ，二者の両

立性を証明せんとしたとも考えられるけれども，ーと度び代表企業を以て

証明せられた事柄は社会的に論証せられたとみることができる。この意味

に於ては彼の後段の理論は不要であった。後段， 180頁の図はただ社会的
註41

需給の均等を論じるものとして解さるべきものであるであろう O そう解し

ない限り，チェムパレンがハロッドに加えた批判の一つ，ハロッドのいう
註42

長期需要曲線は長期平均費用曲線に他ならぬとする批判が，チェムパレン

とは別の根拠から有効なるものとなるであろう。というのはハロツドは利

潤加算方式の理論を述べるに当って，市場予想の確実なる限り均衡に於て

は長期需要曲線は長期費用曲線に接するであろうことを極めて一般的に言
謹43

っている。今その理論を認めるとするならば，特に今収穫不変法則に従う

長期費用曲線の場合を取り上げれば，長期需要曲線は，それがU字型のも

のでない限り，それに一致しているしかないからである。併し当該箇所の

ハロッドの論理は認め難いであろう。彼は長期需要曲線が短期需要曲線よ

りも平らであることの論理を用いてそのことから直ちに長期需要曲線は均

衡点の左方で長期費用幽線の上にはあり得ずとして，他方均衡点右方で長

期需要曲線は費用曲線の上にあり得ぬ事実一一これは正しいーーを併せ考

えて先の命題(超過能力なしとの)を出しているのである。併し乍らわれ

われからするならば均衡点に於て長期需要曲線は長期供給曲線と交わるで

あろう。それ故均衡点右方で需要曲線が費用曲線の上にはあり得ぬことと，

長期需要曲線が短期需要曲線よりも弾力的なることとから，直ちにハロツ

ド的結論を導くことはできないて、あろうからである。ハロツドはこの点を

誤った為めに，最終段階における図(180頁第3図一一本節の脚註38)に
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於て長期需要曲線を用い得ずして，ただ短期需要曲線のみを用い，これを

長期費用曲線と交斜させざるを得なかったものと考えられる。チェムパレ

ンはこの点を鋭く衝いて.I彼の第3図及びそれに付随する分析では短期

需要曲線以外には何もない。然るに他方長期曲線がその役割を果すのであ

るから彼が極小費用での均衡について展開するところは悉く崩壊する」と

註"
言葉鋭く迫っている。論拠とするところはわれわれと異るけれども，その

結論を等しくする。ハロッドの問題の図はむしろマーシヤル的な需要・供

給のメカニズムを示す産業論的図解とすべしとする理由はこれであるO 尚

こう解すればハロッドが特に彼の結論を収穫不変の場合に限定することも

不要となるであろう O 前段の結論に於ては彼は収穫法則について何の限定

をも附してL、ない。

果して然らばこの需給の交点に於て，その産業産出量に対応する代表企

業はハロツドの前段の示すが如き規模構造を有するであろう。即ちそこに

はハロツドにより前提せられた企業者行動原理の故に最早超過能力は存在

しないのである。併しその背後には具体的には多数の個別企業が存在する。

これらの具体的企業の中に，ハロツドの行動原理にもとり，又はチェムパ

レン的オリゴポリー要因の存在により，超過能力を来たすものがあるかも

知れない。併しそれらの超過能力が他方マイナスの超過能力をもつものの

存在により，作用的につり合い，その綜合結果が代表企業の費用構造によ

って示されるならば，われわれの場合それで足りるであろう。超過能力の

問題は社会的資源配分の問題として社会需要充足の機能を担う社会市場の

領域に於て之を論ずべきものであるからである。

然し乍らこの様に考える場合には企業者行動の様式のいかんが直接に超

過能力の問題に影響を有することが明白である。それは，例えば，ハロツ

ドの特定の価格決定政策は彼のいう長期需要曲線に特殊の内容を与えると

共に，その政策が投資政策をも含むものとして各時点において企業の規模

を決定しこの意味で長期費用曲線の形をも規制するであろうからである。

又例えばチェムパレンの企業が代表企業であったとするならば，われわれ
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のいう個別市場開の競争を許すとき，同様にして特定の内容を有する長期

曲線がえられるであろう O この両曲線の交点として需給一致の意味での均

衡が市場で成立したとしても，その均衡は内容を異にするものであり，ハ

ロッド的なるものの場合にはその代表企業に超過能力はなく，チェムパレ

ン的なるものの場合にはその代表企業に超過能力一一古典的意味における

ーーがある。但し恐らくチェムパレン的意味でのそれは存在しない。この

様にして超過能力の問題は一つにはそれをいかに定義するかの問題である

とともに，他方に於てそれは企業者の行動原理の問題，即ち限界収入，限

界費用にいかなる内容を含ましめるかの問題である。ハロッドが社会的に

最適な資源配分の歪曲はーに収穫逓増から結果するのみであり，独立な要
註45

因として独占的要素を認めない態度も それを次の如く条件依存的に考え

なければならないであろう。若し独占的要因が代表企業(われわれのいう

意味の)の行動原則の中に本来的に存在するものとするならば， この

点でチェムパレンと見解が別れたのであるが それに応じる長期需要

(販売)曲線があるであろうが，その時更にそこに見られる超過利潤を供

給曲線中に含ませるならば，チェムパレン的均衡は必然、的に成立するであ

ろう。かくして独占的要素はこの場合には古典的意味での超過能力の，又

社会的最適値議離の独立要因たり得るということができるであろう。

斯くの如く見来るならば， I超過能力」といわれる問題も，一つにはそ

れをいかなる内容のものとして定義するかの問題であったが，併し若し更

に独占的競争要因を考慮するとしても，その要素の存在の場所が代表企業

に関して認めらるべきものか否かにかかるとL、う意味に於て，それは個別

企業の問題であるよりはむしろ社会的市場の問題であった。チェムパレン

に於てはこの本来の意味での市場一一社会的市場の観点が欠けていたため

に，この問題について不必要な混乱が生じると言いうるであろう。
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能性がそれ故に考慮されねばならぬ」といっている (ibid.).

25. Chamberlin， Monopolistic Competition， p. 231， n. 2; Towards， p. 171， n.3 
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又われわれの附録第二論文をも参照せられたい

26. Chamberlin， Monopolistic Cornpetition， p. 234， n. 2; Towards， p. 174， n. 6. 

27. Chamberlin， Monopolistic Competition， p.247; Towards， p. 189. 

28. 一一一一一， Monopolistic Competition， p. 250; Towards， p. 193. 

第三節

1. Kaldor， Essays， p. 70. 

2. Ibid.， p. 75. 

3. Ibid.， p. 71 

4. Chamberlin， Monopolistic Competition， p. 199. 

5. ---， Towards， p. 45 (Monopolistic Competition Revisited). 

6. Cf. Chamberlin， Towards， pp.72ff. 

7. Chamberlin， Towards， p.51 

8.従来とも折角チェムパレンは群を分って大群と小群にしながら，彼が主とし

て論じたものが前者に留まり，後者についての議論が不足しているのみでな

く，二つの群をかけつなぐ論理を欠くとの非難が見られた(例えば， Martin 

Shubik， Strategy and Market Structure; Competition， Oligopoly， and the 

Theory of Games， N. Y.， 1959， p.27.はこの二群聞の移行の中途の吟味を

欠く点を以てチェムパレン理論の欠陥のーっとし，この為めに大群均衡の本

体又不明と論じている).今や群を放棄することにより，群の均衡としての

接触解の評価が変るのである.

9. Chamberlin， Towards， p. 33. 

10. Ibid.， n.6. 

11. Ibid.， p. 56. 

12. Ibid.， p. 302. 

13. Ibid.， p. 301. 

14. Ibid.， p. 57. 

15. R. F. Harrod， Economic Essays， London， 1952; Chamberlin， Towards， 

pp.280ff.， (Mr. Ha打。d'sRecantation) (これは本書に初めて収められた論

文のーって、ある.)

16. Harrod， op. cit.， p. 187 (Theory of Imperfect Competition Revised). 

17. Ibid.， p.148. 

18. Ibid.， p. 150. 

19. この正常利潤は彼のいう「標準利潤率」であろう.彼はこの利潤率を「その

企業自身にとり固定設備に投資するのに適切な誘因をなす最低の利潤率」と

定義している (Harrod，ibid.， p. 118， p. 125.). 

20. Ibid.， p. 151. 
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21. Ibid.， p. 152. 

22. Cf. ibid.， p. 151. 

23. Chamberlin， Towards， p.281. 

24. Ibid.， p.287. 

25. Cf. ibid.， p. 282. 

26. Cf. ibid.， p. 286. 

27. Ibid.， p.288. 

28. Ibid.， p. 290. 

29. Cf. ibid.， p. 288， p. 289. 

30. Cf. ibid.， p. 292. 

31. Ibid.， p. 59. 

32. Cf. Harrod， op. cit.， pp. 157ff.， esp. p. 162.又 Chamberlin，Towards， p. 

286， p.272.を参照のこと.

33. James M. Henderson and Richard E. Quandt， Microeconomic Theory， A 

Mathematical Approach， 1958， pp.62-67.は明白にかかる解釈にたつ.又

ヒックスが同次生産函数をただ極限においてのみ論じるのも同じ流れと解し

うるであろう.(J. R. Hichs， Value and Capital， Math Appendix， p.322.) 

34. Schumpeter， History， pp. 1039-1040.彼は結論的に次の如く言っている.

「若し一生産物がn種の用役を必要とするものとし，かっその中の一つが潤

滑剤的なるものとすれば…-生産物を同じ比率でますためには仮令すべての

他の用役が伺一割合いで増されねばならぬとしても，用いられる潤滑剤的な

るものの量が比例的に増されねばならぬということは，私にははっきりしな

L 、」と

35. これはチェムパレンの説明によって明白である. cf. Chamberlin， 

Monopolistic Competition， pp. 92-93. 

36.本稿231頁に引用したハロツドの言を参照

37. Cf. Harrod， op. cit.， p. 181. 

38. Harrod， ibid.， p. 180.の第三図をみよ.参考の為めそれを掲げれば次の如く

である.次頁上段の図をみよ.

39. Cf. Harrod， op. cit.， pp. 124-126， p. 162. 

40. Ibid.， p. 140 

41.ハロツドのL、う長期需要曲線は通常いわれる意味の市場需要曲線て、はないと

する理解も可能であるかも知れない.併し彼は特に断わらぬ限り予想、の確実

性を前提として居るとみられるので，この意味で之を市場需要と解する

42. Chamberlin， Towards， pp. 288-289.チェムパレンはここて、ハロツドの次の

ことば，即ち「彼が若しより高い価格を課するとする場合の彼の市場の有利
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---------長期平均費用曲線

性を考慮に加えた長期需要曲線J(Haηod， op. cit.， p. 161)をとり上げ，こ

の「潜在的競争」の考慮は「需要それ自身をこえる」ものとみるのである.

若しそれが個別需要曲線についてであれば，正にそうであろう.併し若しそ

れが市場需要曲線て、あればそれは彼にとり与件でなければならぬ.

43. Harrod， op. cit.， p. 162. 

44. Chamberlin， Towards， pp.282-283. 

45. Harrod， op. cit.， p. 182.彼は独占的要素は超過能力の「附加的要因」にす

ぎぬとするのである.
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第二章 企業相関論

われわれは以上，主として切り離された企業の均衡問題が独占的競争理

論との関連に於て含みうる諸問題を取り上げ之に論評を加えてきた。併し

言う迄もなく独占的競争理論は更に企業聞の相関の問題を含むのでなけれ

ばならない。それはトリファンにとり独占的競争理論の中心的課題とされ

たものである。唯不幸にしてトリファンにあってはその理論が主としてこ

の相関関係の分類問題に終始したのであった。その議論については既に之

をとり上げて批判を加えると共に，彼及びチェムパレンが採る個別企業中

心の理論構造を徹底的に批判したのである。われわれの価値論の立場から

いえば，この場合にも又われわれとしては在来主として論ぜられてきた形

における企業相関論，古くはクールノー (A.A. Cournot)，ベルトラン

(J oseph Bertrand)にはじまり，ボーレー (ArthurLyon Bowley)，エッヂ

ワース (F.Y. Edgeworth)，シュタッケルベルク (H.von Stackelberg)，チ

ェムパレン (E.H. Chamberlin)，プレムス (HansBrems)，フェルナー (W.

Fellner)，シン (TunThin)に到り，遂にはゲームの理論によるナツシュ
註1

(J. F. Nash)に及ぶ諸理論もそれ自体として興味をつなぐというよりは，

寧ろそれらの相関関係がどのように社会市場の枠の内で逆に規定せられる

かに関心をつなぐべき性質のものである。併しその相関の本質を知らずし

て後の問題を論じるのは一つの飛躍であろう。若干の考察を加える所以で

ある。

併し問題は極めて複雑多岐である。既にチェムパレンがこの問題の本質

を形成するオリゴポリーについてそれが一つの問題ではなくして複数の問

題であることを正しくも主張していることを述べた。それは多数の可能な

仮定のどれをとるかに応じて解を異にするのみでなく， i時のおくれ，摩
註2

擦，多様な不確実性を含んで，多種多様」でもある。この問題は到底簡単

なる方式のもとに統一的に論ずるには余りにも複雑であろう O ただ一定の
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基本的なる企業相関の側面が論じられるに留まるであろうが，それも凡て
註3

静態的な解に関するもののみである。それらの中で最も古典的でもあり基

本的でもあるのはクールノー，ベルトラン，エッヂワースである。

クールノーは周知の如く差別化せられていない生産物市場における二人

の売手を想定し，彼らはその数量を調整しつつ相競争するものとしたが，

その際夫々の売手は彼の行動のいかんに拘わらず，相手は彼の現在の生産

販売量をコンスタントに保っとの想定のもとに行動するものと仮定したの

であるO これはいわゆる「複占」におけるクルーノー的独立行動仮定であ

るO これについてクールノーは次の如く言う。「われわれは各売手は独立

的なりというが，この制約は後に見る様に極めて本質的なるものである。

というのは若し彼らが最大可能な所得を各人に対して得る様な合意に達す

るとすると，その結果は，消費者の関する限り，独占を論じた時得られた
註4

ものと全く異らぬものとなるであろうから」と O クールノー解の不可欠な

るものとして単にクールノー仮定と言われるのも，この為めである。

今クールノー的売手の当面する共通の市場需要函数を

ρ=ρ(ql +q2) 

とする。qiは iの生産(販売)高である。然らば第 i企業の利潤 mは(但

し生産費ゼロ)

πi=qit(ql+q2) (i=l， 2) 

で与えられるO 課題は之を前述のクールノー仮定に従って極大にすること

であり，之は次の連立微分方程式を解くことによって得られるであろう O

れりとπ
 

q
L
 

4
E
A
 一一

A
U
 一一
π一
合

q
o
τ
o
 

但し初期条件を

qi=q~ (i= 1， 2) 

で与える。 q~ は第 i 企業の今期の販売高である。この二式からパラメー

ター q'jの函数としての qi，即ち

qi=Ri(q'j) (i， j=l， 2， jキi)
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を得る。第 i企業のいわゆる「反作用函数Jreaction functionである。

この二方程式の解がクールノーの解を与える。この解が安定なるためには

夫々の勾配が負でその絶対値がーより小でなければならぬことが証明せら
註5

れている。

一般に第 i企業が自己の生産高 qjを変化せしめるとき，彼が jは一定

の法則 qj=qj(qj)， キjに従ってその生産高を変化せしめると予想するな
忌6

らば iの限界収入は

ρ+q;jJ' (1 +釦， ρ=与(q) 但し q="Lqj
¥ ~ ， dqjJ' Y -iJq" 

の形をとるであろうが，この舎はフリツシユに従って第 t企業の「推
帥'1'註7

測的変化JConjectural Variation と呼ばれている。これに従えばクール

ノー仮定は推測的変化の一変種として，之を i，j双方の推測的変化が零

なるものとみることができょう。そして更にこれの一亜種として推測的変

化のーが零であり，他方の企業が彼の競争者の反作用曲線の実際の勾配を

その推測的変化として行動するところの，いわゆる「積極 activeor alive 

政策」のケースをうることができるであろう。例えば今 iの推測的変化

はゼロなるに反し，jは彼自身の行動が iの産出高に及ぼす影響を iの反

作用函数からえられるものとして正しく予見しているとすれば，jの反作

用曲線は陰伏型を以て示せば

/出;¥ dC 
ρ(q)+qp'(q)(1+211)--i= 

¥ ~ ， dqjJ 拘1

であり， (但し Cは費用函数)

内

なる限り， これれlは推測的変化零なる場合に比してより大なる q釣1 を斉らす
註9

であろう。この jの生産量 qjの増に応じる iの産出量 qjの減一一一蓋し
ー.

竺ヨ<0ーーが相対的に少ならば，産出量 q は増大し，市場価格は下落す
dqj 

る。ここに一種の価格引下げの効果が見られるのであるが，若し j と共
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に iも又同ーの行動様式をとり，積極政策的に行動するならば，iの行動

は更に価格の下落を導きうるであろう。併し乍ら事態がここに留る必然、性

はない。 jが更に iのかかる反作用を正しく予見し，iがjの行動を正し

く予見するならば，j及び iについて先述したプロセスが続進し得る。ヒ

ックスも言う様に，かかる価格切下げが無限に進行するとは思われず，早

晩 i，j何れかは彼の推測の誤りを発見し，その反作用函数を変更し事

態は全面的に変化するもの一一ー恐らくはクールノーの排除した共謀に於て
註10

結着するものーーと考えられるであろう。

斯くの如き一般的立論の場でクールノー仮定を再吟味するとき，その仮

定に含まれる推測的変化が零なる特定値を与えられるとする想定は極めて

非合理的な，又は極めて保守的で非積極的なるものとして非難されるので
註11

ある。現に存在する企業聞の相関を敢て無視しその相関に即して行動す

れば当面存し得る利潤機会に敢えて無関心なるものとの意味である。確か

にクールノー仮定に含まれる斯くの如き企業者態度は之を現実の企業者の

一般的行動原理として観る場合にはとり得ぬところでなければならぬ。併

し乍らクールノー模型の意義はかかるところにはなくして，むしろ次の点

に存するとすべきものである O それはヒックス的な比較静学 Com司

parative staticsに於ける一時的均衡に関するものである。企業聞の相関

関係があるが放に各企業は競争相手が自己の活動に対しいかに反作用する

かを知らねばならぬ。その時その企業は他者の産出高を一応所与として，

又安定的なるものとして，自己の行動方針を定めようとするところにクー

ルノー仮定が存在し，この方針に基くときの両者の位置を示すところに
註12

クールノーのモデ‘ルの意義は存する。クールノー自身では，各生産者は時

間の上で他者に調整しながら均衡点近傍に到達するまでに五乃至十期の生

産期聞を要するとする動態プロセスが考えられていたかとも思われるとい
註13

う指摘もあるけれども，われわれは如上の意味に於てクールノー仮定を認

めるであろう。われわれはこの点に関して次のシュムベーターの言葉を引

用し得る。
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「彼(クールノー)の複占者が事実によって不断に背反される相互の行動

に関する一つの想定，即ち相手が提供量を調節し続けているのを観察せざ

るを得ないときに相手の提供量はコンスタントなるものと各人は考えると

の想定にたって行動すると仮定されているとするのは真でない。かかる想

定は何ら含まれていない。必要とされるのはただ，相手がどう反作用する

であろうかを見出すために各人はこの特定の方法を用いること，即ち彼は

相手の産出高を一時与えられたものとみ，彼自身の次の方策の指針と考え
註"

ること丈けである」。

併しこの解釈は逆に，一見一義に確定するかに思われるクールノー解が

決して最終的な一義解ならず，その一義性は決して均衡の最終的確定性を

意味しないことを明確にするものであることに注意しなければならぬであ

ろう。この均衡の不確定は依然として顕在的な企業栢関問題の本質として

クールノーの場合にも残存するのである。この均衡不確定性についてはわ

れわれはエッヂワースの理論を逸することができない。彼の主張はこの不

確定性を明白に打ち出すものということができるからである。但しエッヂ

ワースの理論は，クールノーモデ、ルが生産高調節者的モデ、ルを以て論じら
註15

れたのに反し，逆に直接に価格の不決定性を以て進められる。この点，ベ

ルトランがクールノー理論が数量を用いてなされていることに反対し，価

格変化を基礎にする解が求められねばならぬとしたことに通じるものであ

り，この意味に於てはエッヂワースとクールノーは逆の立場にある。この

対立が示す問題点は後回しにすれば，双方独占に関するエッヂワース解は

周知の二人・三財貨交換に見られる「契約曲線」を以て示されるものであ
註16

った。 i，j二個人の限界代替率の均等を以て定義せられる契約曲線上に於

て交換は停止するであろうが，交換終止点がこの契約曲線上の何処に来る

かを理論的に指定することは，何らかの補足仮定なき限り，不可能である。

ただ両交換当事者の初期点を通る無差別曲線により交換終止点のあり得ベ

き契約曲線上の領域が指定されうるのみである。この意味に於てエッヂ
註口

ワース解は「不確定」であると言われる。
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R 

c' B' A' O A B C 

註18

複占の場合についても又同様な事情が存する。エッヂワースはそれを上

の如き図を用いて説明する。但し仮定はこうである。市場は二企業聞に等

分に分割される。 RC，RC'が夫々の需要曲線， OB，OB'が各企業の極大

生産量，OPが独占又は共謀価格。最初価格はこの OPにあるとするoj 

が価格切下げにより iの市場を奪う O それは価格 OQに到ってやむ。蓋

し OQ価格に於て jはその可能なる供給量を売り尽くしているからであ

るO 他企業は残余の需要に対して価格を引上げうる。かくして価格は独占

又は共謀価格と限界費用に等しい価格(但し両者の費用構造同ーと仮定)

の聞の振動の形をとって調整せられる。併し明らかにこの議論の中には価

格調節に伴う時の遅れの作用が存在するとともに，その時の市場分割の恋

意性が存在する。加之，厳密に考えるならば，クールノー的モデ、ルに見ら

れる在庫なしの仮定は外されていなければならぬ。必要があるならば生産

高の一部を破棄する行為さえ存在し得るとしなければならなかったで、あろ

う。一般的に市場価格仮説を用いて論じる場合には存在する筈のかかる論

点一一そしてこれが価格仮定をもって論ずる場合の固有の困難を形成する

のであるが が，エッジワースに於ては暗黙裡に除外されていると見る

べきである。そしてこれらの点をも考慮しつつこのエッヂワースの立場は

いわゆる価格追随者，指導者の理論に発展する筈のものである。併し之は

更に後の展開に侠たねばならぬ。
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その移りゆきの過程においてシュタッケルベルクの理論が注目せられな
註I9

ければならない。われわれはここではシンによる要約一一若干の変更を加
註20

えつつ に従ってその概要を見るであろう O シュタッケルベルクの理論

は等利潤曲線を以てなされる。シンは多数のシュタッケルベルク模型の中

から価格を独立変数とする次のものを選んで論じる。今その利潤函数を次

で示す。

ππi(Pl， P2) (i， j=l， 2) 

之によるシュタッケルベルクの解は三様に分れる。指導均衡，追随均衡，

指導不均衡。ここに彼が価格追随者というのは専ら

坐!=osubject toムサ?
aρ ---J~-- -~ r J r)  

なる行動に従うもの(但し打は jの課する現行価格)であり，価格指導

者とは

坐i一生1ー生i坐l-I1
dPi dPi' dpj dPi ~ 

db; > d骨
ならしめるに当って，その推測的変化~を ~=o から求められる相手

dPi "-d，ぁ
方の反作用曲線の勾配に見出すものである。従って一方の iが追随者，

他方 jが指導者なる場合については，

付 ，P2)=m阻 S町 ctto設=0
に於て一つの均衡が成立し得るであろう O これが指導均衡である。 i，jと

もに価格追随者なる時に成立するものが追随均衡であるが，之がクール

ノー的ケース(但し既述の如く独立変数が qから ρへと交代している)

であることは明白であろう O 重ねて説くことを避ける。最も注目すべきも
註21

のはシュタッケルベルク不均衡ケースである。それは

nり一一
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l …但 s叩叫u由bげh比i怜恥…e民C aぁ πu 

/
t

、、

の両立不可能性に基くものである。即ちシュタッケルベルクによれば次の

場合がそれである。 π(1)を以て(1)による利潤を， π(11 )を以て(11 ) 

による利潤を示すとき

「(H)川(1)
π;( 1 ) >π;( II) 

ならば，この二条件は明らかに両立せず，ここに均衡は不確定となるであ

ろう。

併し乍らわれわれは次の点にもさらに注意しなければならぬであろう。

仮令その他の場合，即ち

「(I)川)
ll;(II) >π;(I ) 

(一般にはえ j とも追随者の立場をえらびクールノー的追随均衡が成立

する場合)乃至

「(I)〉仰)
πi ( 1 ) > lli ( 11 ) 

(一般には，i， jとも Iをえらび指導均衡が成立する場合)に於ても，企

業者は欲するならば常に他の形の反作用函数をえらぶことができるという

ことである。シュタッケルベルクにとっては，それ故に，強い企業相関の
註22

存する世界は総じて不均衡世界であった。

但しシュタッケルベルクによれば，かかる不均衡一ーというよりは「均

衡喪失的Jgleichgewichtslos世界は，多数の生産者が多数の他の生産者

と一様に競争するところの，彼のいう「多占的競争Jpolypolistische 

Konkurrenz (彼は之を不完全競争の限界ケースという)の場合自ずとー

の均衡に到達すると言われる。「蓋しこの市場での個々の供給者の活動は，

多数の競争者の上に多少とも一様に分散され各個が殆んどそれを感知しな

い程の作用しか及ぼさないから。この場合夫々の供給者は偲々の競争者に
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は従属的ではないに拘わらず，総体的市場状況に従属するのであり，完全

競争の場合に類似する。併し多占的競争においては無差別の法則も価格独
註23

立の法則も妥当しなL、」。われわれは落に一つの重要な示唆，総体分析の

必要性の示唆をうるのであるが，この点は更に後に論じるであろう O

本来的にはクールノーに含まれていた，そしてエッヂワース，ボーレー，

シュタッケルベルクにより一層明白に摘発されたこれらの均衡不確定性の

本質が， トリファンにより「多占におけるポーカー-ゲーム的要素」とい
註"

われたものであることは言う迄もなL、。最近フォン・ノイマン von

Neumann及びモルゲ、ンシュテルン O.Morgensternによって提唱せられ

た「ゲームの理論」はこの理論の側面にも大きい光を投げ与えた。この理

論によってこの種の不確定性は消滅したと言われるのである。われわれは

その要点をフォン・ノイマン モルゲンシュテルン及びナッシュ J.F. 

Nashの理論について見るであろう。(但しシュピークの要約によるとこ

ろが大きい)。この両者のちがし、は前者が共同的 Co-operative ゲーム，

後者が非共同的ゲームの理論形態をとるところにある。

シュピークによればフォン・ノイマンーモルゲンシュテルン解の本質は

「他のすべてに優越するが，互に優越はしない帰属の集合」であることに
註25

存する。ここに帰属とは，例えば二人ゲームについて，al を第一プレー

ヤーが共同的ゲームの終る後 sidepaymentを支払った上て、獲得する額，

a2を第二プレーヤーの同様の額とするとき

al +a2= V( {1， 2}) かつ al2:V( {i}) 

なる数集合 a=(al， a2)のことである。但し V({i} )は iプレーヤーが共

同しないで獲得し得る額，V( {1， 2})は第一，第二プレーヤーが共同して

獲得しうる結合利得額である。而して右の解は具体的には二人，非零和の

共力ゲームに関しては二人の利潤を尻町で示すとき，

max max町 (qi，qj) subject toπj(ql， q2) =Cj 

によって求められる。ここに Q は j企業の独占価格(エッヂワースの
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OP)とそれが事業を閉鎖する額(エッヂワースの OQ)との間にある数で

ある。二人非零和ゲームの場合この必要条件は

d1C; . ，d1C; 
d1Ci(ql， q2) =O=~ーdqi+ー:;:dqj。qi-'" ' dqj -"] 

であり ，jに関して同様な条件を考えれば，この二つからこの場合の解が

型E占 fl-(l
d (qi， qj) ~ 

註26

によって規定せられる曲線上にあることが判明する。然るに之はエッヂ

ワース的契約曲線であり，この限りに於てはフォン・ノイマンーモルゲ、ン

シュテルンのゲーム論的解は依然として均衡の確定性を欠くとしなければ

ならない。

併し乍らこの時若し Ci，Cjがコンシステントに確定するならば一一但

し Ci，Cjの総額は結合利潤の大さにより制限せられ，若し市場が厳密に

競争的ならば結局二者の計は結合利潤に等しし、。この時非零和ゲームは零

和ゲームに還元されると言えるものであるがー一一解はその曲線上で確定す

ること明白である。フォン ノイマンーモルゲンシュテルンにおいてはこ

れが純戦略の概念を混合戦略のそれに拡張することによって果される。こ

こに混合戦略とは純粋戦略が常に確率ーでとられるものであるのに対し

ある戦略を確率 X でとることをも一つの戦略とみるものである。この混

合戦略をもっゲームは厳密に確定すること，これがゲーム理論の基本定理
註27

である。即ちこの場合には利得表 pay-offmatrixには必然に鞍点が存在

し，ゲームは均衡解をもっO このことは取りも直さず，ゲーム論的にはエ

ツヂワース的契約曲線上に一点が確定することを意味するものであって，
註28

均衡の不確定性はこの意味において消滅するのである。

併し乍ら彼ら自らも註記する様I219二人ゲームにおける共同は残余のプ

レーヤーを残さず，競争関係における共同の作用の意義を抹殺するであろ

う。その意義が明瞭にされるためには砂くとも 3，一般には n人のゲー

ムが考えられなければならない。それとともに，既述の如く厳密に競争的
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な場合には結局非零和ゲームも零和ゲームに還元されるが故に独占的競争

を論じる場合には厳密には競争的でない (notstrictly competitive)場合，

即ち一組の賭についてあるプレーヤーが一方を他方より選好するとき他の

プレーヤーはその逆の選好をする場合に問題を限定する必要があるであろ
設30 註31

う。この問題を解明するところにナッシュの功績があると言い得る。彼は

この問題を解くに当り，おどし threatの役割を導入する。今や sidepay幽

mentは利潤の「公平な分割」を算定する競争者間の同意点を決定するた

めに，競争者のおどしを評定することによって決定せられることとなるO

但しここにおどしというのは，例えばフ。レーヤが jに対し，自己の

要求を受諾しなければ自分はある混合戦略を使用するとの宣言をいうもの

である。今j企業が iの利潤を引下げるが自己は πj(qi，qj)=Cjの利潤を

あげるとすれば，その行為は

max maxπj(qi， qj) subject toπj(qi， qj) =Cj 
qj qj 

に従う。この必要条件は

品骨;. ，d骨-
d7ri(qi， qj) =0=ーdqi+:'~'dqJ} - V - dq;""'1.' ' dqj 

註32

である。これは形はさきのエッヂワース的曲線と同一であるが，これは今
註33

や「最適おどし曲線又はマックスミン曲面」と言われるものである。この

最適解の集合の中から，最良のおどしとして

V=m砿 max(πi-7rj)
qi qj 

註34

なる値をもつものが選ばれる。これは明らかにマックス・ミン曲面上のー
註35

点である。但しここに π"π1は混合戦略の意味をもつべきものであるこ

とが更めて注意せられなければならなL、。

斯くて何れの場合に於てもゲーム論的観点からすれば，エッジワース，

シュタッケルベルク的均衡不確定性は最早存在しないものとなるのである

が，之により果して問題は解決されたとみ得るであろうか。われわれのみ
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るところでは不幸にして否であるO 第一に，確かにゲームの理論は個別企

業聞の相対的位置の均衡を定めるけれども，その確定原理はマスクミンの

原理であった。これは種々可能なる事態での戦略について，いわばその最

大安全水準を選びとることを本質とするものである。この安全水準の選択

に加えておどしの可能性を認め，最適のおどしを決定するナッシュについ

ても事情の異らないことはシュピークの解説する通りである。とするなら

ばこの場合の企業は極めて「保守的」な態度を採るものと言わねばならぬ。

しかも企業は相互に斯る態度をとるのである。換言するならば彼等は互に

他が斯る保守的な， しかも合理的なる戦略をとることを前提しあうのであ

る。こうした態度の上に帰結せられる均衡の確定性が，在来説かれ来った

独占的競争世界の均衡欠除性を救済し尽すものでないことは明白である。、

ゲームの理論によって説かれたところも結局はこの競争世界における企業

相関の一つのあり得べき企業者態度の説明であったというべきであろう。

併し更に第二には，ゲームの理論の説くところの均衡は経済学で通例説

かれる均衡とその内容を異にするものである。上来われわれの説き来った

如く経済学の課題は社会的に稀少なる資源の配分原理の解明にあり，経済

学は価値論として何よりも社会的市場の均衡を問題としなければならぬも

のであった。その均衡は稀少な社会資源配分のメカニズムを示すものとし

て，需要，供給の網の目の中に考えられるものであった。之に対してゲー

ムの理論による均衡はかかる意味を何ら有せず，唯この経済機構の中に投
註36

入せられた経済主体の態度確定を内容とするものに過ぎない。勿論この面

に於けるゲームの理論の価値は大であるけれども，それにも拘わらず，わ

れわれはこの二つの均衡内容の差異を強調しなければならない。ゲームの

理論は経済学に代替することはできないというべきである。 ドノレフマン

(Robert Dorfman)等は嘗て「競争相手は産業の残りのもの全体であった
註37

かも知れなし、」とし、う事実を指摘した。産業を擬人化せざる限り，現在の

ゲームの理論はこの問題側面の探求を放棄せざるを得ないであろう。之と

関連して第三には，事情斯くの如くであるからゲームの理論は市場分類論

-257ー



独占的競争理論の研究

の役割を全く有しなL、。それはただ与えられた市場構造内に於てプレー

ヤーとしての企業がし、かに自らの態度を， しかも前述の原理に従って，決

意するかを論ずるのみである。それはトリファンの企業論と同様に，否恐

らくそれ以上にーーというのはトリファンには尚全社会経済の一般均衡論

があり，市場分類論があったから一一企業中心の理論に終始する。トリフ

ァンについて論じた不満と批判がより強くゲームの理論に対して述べられ

ねばならぬであろう O

そして最後にわれわれはゲームの理論のもつ確率論的性格についても疑

問なしとしない。ゲームの理論に於てはその効用はすべて期待効用として

確率論的性格を与えられる。このことにより効用は測定可能量とせられる。

又ゲームの理論は必ずしも混合戦略のみを以て論ぜられるものではないに

しても，解の必然的存在は混合戦略の導入を以て始めて確立せられるが，

混合戦略は既述の如く純粋戦略の集合をーの確立分布の上に乗せたもので

ある。この事情は交渉ゲーム及び要求ゲームとしてのナッシュの理論につ

いても同様であって，そこには結合混合戦略として確率分布が前提とせら

れる。これらの確率はすべて各プレーヤーのもつ純主観的な確率分布であ

る外ないが，社会事象の解明に当りこの予想を含む主観的確率分布がーの

出発点を構成するにしても，より重要なのはこの主観的確率分布と客観的

確率分布との魁睡であるO この魁舗を通じて情報は一つにはより新しい視

野を拓き，又一つにはそれによって更改されてゆくであろう O ゲームの理

論ではかくの如き形での主観的確率分布一一例えばシャクルの「予想不適
註3B

中函数JSurprise functionの如きーが前提せられるのではなL、。そこに

前提せられるのは成果についての単なる主観的確率である。この確率が果

して大数法則に基く確率分布の形式に従うかどうかについても問題がある
註39

けれども，それにもまして次の如きプレムスの疑問が生ぜざるを得ない。

「若し他のプレーヤーが錯誤をするとどうなるのであろうか……すべての

『よ ~'J 戦略はどこまでも最適 (permanently optimal)であるのである
註岨

か」。ゲームの理論の含む確率が上の如きものである限り，この答は否で
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なければならぬO 各プレーヤーは危険又は不確実性を含む事態に対してそ
註41

の実際の値を附していると見られるからである。

要するにわれわれはこれらの理由によってゲームの理論の固有の価値は

之を認めつつも，強い企業相関の存する場面の経済学の理論としては之を

とり得ずとせざるを得ないのである。そしてこの点に関しては， ドルフマ

ン・サミュエルソン・ソローによる次のことばを聞くことができる。「断
註"

じてゲームの理論は複占理論の堅い殻を破るものではなし、」。

果して然りとすれば従来指摘されて来た複占乃至寡占における均衡の不
註43

決定性は依然未解決というべきものであろう O 併し之についてチェムパレ

ンはオリゴポリー(彼において之は単に数の小なることと同義なることに

注意せi?の存在が不確定性をもちこむとすれば、科学者として経済学者は
卒直にそれを認めるべきのみとの態度を持して， I唯一の擁護可能な態度

は『削りくずを落ちるに任せ』て，確定性とともに不確定性にも充分の意

義を与え，ある確定的な答を保証せんとする目的を以て問題を方式化する
註45

誘惑を細心に避けることだと思われる」と言う。それにも拘わらず彼には

彼自ら「多占の一つの正当な legitimate解」と呼ぶものの提案がある。

それは企業聞の相闘を認め，直接間接の効果を含ましめた上で「恰もーの
註46

合意があったかの如くにして」求められる解である。唯彼はこの場合をチ

ェスになぞらえて，この解を恰も共力ゲームの解の如く見ているかにも見

えるが，必ずしもそう解する必要はないであろう O われわれはむしろそれ

を事実市場における諸競争者間の圧力により，チェスの場合の如く明白に

提示された手に対応するのみでなく，諸企業聞の相対的位置が恰も合意の

あったとするときの如くに定まるものと解し得ると考える。その合意は決

して共謀の意味のそれではなく，又純粋競争に見られる「見えざる手」で

もないであろう。それは正に市場の圧力そのものである。シュムベーター

はこの種の均衡不確定性に関し，チェムパレンと同様，一般解の存せざる

ことを認めつつも次の如くに主張する。

「併し乍らわれわれは直ちに次の点を理解する。即ち複占者又は多占者が
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選ぶコースは一部には彼の人柄によるーーそして事実そうである限りわれ

われのなし得ることは唯可能な行動型を羅列し得るのみであるが一一併し

それは又一部には一般的な事業状況及び競争者に相対的な企業の位置，就

中又それの競争者の費用構造に依存するものであることである。そして之
註'1

は一つの逃れ道を拓くものである」。

チェムパレンのいう，恰も合意のあるかの如くに作用するカ，シュムペー

ターの強調する競争者に相対的な企業の位置が作用する限りに於て，強L、

企業相関の存する場面についてわれわれは何を言うことができるであろう

か。われわれは先の理由により再び需要，供給曲線に立ち帰らなければな

らない。われわれはチェムパレンがこの種の作用を大数の場合，対称仮定

を用いて解こうとしたことを想起しうるであろう。そこに用いられた三種

類の需要曲線 DDとddは，いわゆる「条件的需要曲線JContingent de-
註岨

mand curveと言われるものの一種である。彼の DDは

qj= F/JJj IP;=ゐ，q;=qj) 
詰，.

と書かれる。これは jの販売量が自己の附する価格と共に iがjと同一

の価格を附しかっ同ーの費用条件を有することに条件的に依存することを

示す。之に対し ddは

の=Fj(あ|あ=P;，q;=q;) 

で示されるであろう。 この場合の jの販売量は iの価格不変，従って又

その販売量不変を条件とする個別需要曲線なることを示す。彼はこれを用

いて， 企業間の相対的位置の圧力により，個別企業均衡が接触解の形で成

立することを証明した。

われわれもこれに倣うであろう。一般に条件的需要曲線を

q;=F;(ムIqj， あ)
註叩

と書く。買手は常に安い方から買うとせば，あくあのとき

q;=F;(ム)

ρ;>あのときは (M-ρ'!lj，qj) を通り新たなる需要曲線がひかるべきこと

を意味する。但し M は個人の初期の所得を示す。われわれは今之を市場
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註51

的概念と考えるのである。然、るとき同質複占を想定するならば，市場需要

を

Q=Q(ρ) 

とするとき，各企業の当面する条件的需要曲線は

Q(t) 
qi=F，必Iqj， ぁ=ρ)=マム

一般に n人の多占市場については

qi=皇p)
z n 

である。今 iの費用函数をC;=Ci (qi) とせば.iの均衡は既述の如く，

d(tqi) _dCi 

dqi dqi 

で成立する。若し費用構造も同ーとせばこの市場に於てはすべてが同一価

格で同一量を生産，販売することは明白であるが，費用構造が同一でなけ

れば，彼らの聞に最適価格の差異を生じる。併し同質市場として無差別法

則が成立すべしとする以上，彼らのうち価格より低き企業に他のものは追

随せざるを得ないであろう。需要事情同一なる限り最低価格はその限界費

用最も低きものにより申し出られるであろうが，それは純粋競争における

如き限界生産者のそれではない。当該需要を充足する企業の内で最も低い

限界費用である。併しそこには要するに「最適価格最低なるものによる他

価格の優越支配」の現象が見られるであろう。いわゆる価格指導者は同質
註52

市場については斯くして生成されると思われる。

勿論この場合にも他者がこの自生的価格指導者に敢て挑戦するかも知れ

ず，又或は自己の個別需要曲線の弾力性を誤解することによって価格指導

者的立場にたつ者があり得るであろうが，これらはシュムベーターのいう

「気質」の問題であり，ホイスのいう「心理学的領域に属する」問卓三、あ

ると言うべきであろう O 企業間の相対的位置の関する限り，同質的多占市

場も斯くの如くにして帰趨すべき確定的均衡とその確定原理を有するとし
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なければならぬ。

異質的市場に関しては問題はやや異らざるを得なL、。そこでは積極的な

価格政策が，一定限度内に於てではあるが，可能だからである。併し乍ら

ホイスはここに「成熟したオリゴポリー」なる概念を導入する。ホイスの

いうこの概念は要するに， I過去から得られた経験によって始めてそうな

るのであるが，複占者(ホイスは一応問題を競争者二人に限って論じてい

る)が価格競争は『ひき合わぬ』とL、う経験をもつようならざるを得ぬ」
註54

に到った状態ということができる。これはチェムパレンがチェスの例を引

いて論じる「価格引下げ、をせぬと決定するのに同様の(むしろ通例の)叡
註55

智を以て行為する事業家」の世界と見得るが，唯ホイスの場合は，チェム

パレンがこの叡智を本来あるべき合理性の如く解する倶れがあったのに対

し，之を明白に過去の経験の場として市場力作用の結果であるとする点に

注意すべきである。ともあれ かかる世界に於ては， I過去の価格競争か
言56

ら結果した価格関係が準定着」されることとなるであろう。それは各企業

の条件的需要曲線，われわれのいう good-will の定着性にささえられた

安定な各企業間の価格の相対的比率，われわれのいう価格の Konstella-

tion を定めるものである。この価格のコンステラチオンを決定する原理

はマーシャルのいう自由競争の原理，他より高くは売り得ないとし、う原理

でなければならぬと思われる。そしてこの場合，価格比率が一定なる限り，

これに於て主導性をもっ者はホイスの言う如く，再びその利潤極大価格(最

適価格)が最低なるものであり， I彼がそのより低い最適価格を貫徹する

限り他者には，同質多占の場合と同様，彼の本来の価格を与えられた関係
註57

において価格指導者の価格にあわす以外の可能性はなL、」と言い得る。こ

こに価格の無差別法則は否定せられるが， good-willにより規定せられる

一定の価格のコンステラチオンを以て仮定する多占的市場の均衡とその確

定原理があるということができるであろう。

勿論この異質的オリゴポリーにおける均衡は，そこにおける条件的需要

曲線と費用曲線の，暫定的なるにもせよ，一定性と，更に何よりも経験的
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に確定されたとする準定着的価格比率を前提とする。この諸条件は実際に

は次々に破られ得るであろう O 殊に後者のものは，条件的需要曲線が本来

推測的変化を含む主観的かつ意識的なるものであり得る点と相侯って，経

験的に修正せられてゆく性質をもつであろう O しかもこの準定着的価格関

係の確立には価格競争のみならず，多様なる非価格競争が参加し得るので

ある。にも拘わらず，われわれはこれらのプロセスが結局において成熟せ

るオリゴポリーに導くであろうことを信じうると考える。この間の推移に

於てこそ，われわれは先に指摘した意味におけるクールノー仮定を援用し

得るであろう。即ち暫定的に次期における行動指針を求める手立てとして，

クールノー仮定を採用しつつ，われわれは過渡期における多占市場の均衡

の確定性をも保証することができるであろう。シュムベーターの指摘する

クールノー仮定の正しい意義はここに於て明白である。かくしてわれわれ

はホイスの結論を引用しよう，それはわれわれ自身の結論でもあり得るで

あろうから。「需要の突然のシフト，完全に新しい与件の配置は多占者を，

過去から集めた経験をもっては統御し得ぬ事態に当面さす……新しく立て

られた問題の克服に対しては新しい経験が作られねばならない。かかる不

安定な状況においては新たに価格競争が，仮令一時的にせよ，始まること

は免れ得なし、。経済事象の多様性の課する斯る制約にも拘わらず，成熟せ
註58

るオリゴポリーへの傾向は典型的な進展とみられねばならなし、」。

われわれは斯くして，その含みうる多様なる不確実性をのり越えて存在

し得る，同質的並に異質的な多占市場にみらるべき安定な確定的均衡の存

在を証明し得た。その均衡は形式的には，暫定的に固定的価格比率を

主t
==mii ρiμ 

とすれば次の如くなるであろう O

カミら

( a ~ ". a ~ " . ." ¥ dC dF; 
qi+ρーFi(Ti，mj;t;lq) +mjt~:Fi (þi， mj;T;lqj)卜J ーニ=0t ¥apt -t ¥1"" ''''JtYI I '1.}J I ''''Jt ð.あ/拘 ~ρi
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Pi 

イ
二
訊
一
切
明

日
出
動
一
切

川町一

Z
訊
一
伽

このとき，

dCi dFi 円

坐dι二:
dFi ，_ dFi 
dPi I mJ' d.あ

である。併し Fiが条件的需要函数であることに鑑み，mjiの大小L、かん

pj=mjiPi=mji 

によりケースが分れる。 mji=l なる時が同質市場であり，之に於て更に

推測的変化零なら通例の限界収入と限界費用の均等関係をうるであろう o

mji> 1なる場合には，特に i，j二人のみの市場について考えれば iは全

市場需要 Q=Q(ム，Pj) を超えざる限りに於て，即ち qiSQ(Pi，Pj) 

に於て，その利潤極大化生産量を生産し得る如きものであろう o mjiく1

なる場合に於ては

qi=Q.α(qj) 

が制約条件として Fiに課せられるであろう。但し α(qj)はjがその利潤

極大価格を附するとき iに残される市場の割合を示す係数である。勿論

刈)三宣言!li

でなければならぬ。

jについて同様なる関係が求め得られる。即ち

笠i~_k' 
ム dQjd.ρF A1 

m一空Eム土~
。ρ~ mji dρi 

必[~_k' 
盈L坐L 勺
dF;， dF; 
mj，a.五十事;

ぁ一主L-
mji 

このときもし
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イ
ニ
訊
一
切
明

訊
一
品
川
切

侃一

Z
担
Mm

cjg ~_T;' 
<__ dqj O白あ ι 1 
-
oF;， oF; 
m啄十面;

ならば iはjに対し価格指導者の地位に立つであろう。一般に iが自主

的に定める価格を ρ?の如く示せば，右の関係は

M守?
である。

月くmj;Pi

なら jが指導者的地位に立つ。同様にして，

mj;Piくρ?

又は

ヰ-t'j<Pi
なら夫々 j又は iが追随者の立場に立つであろう o i， jが多数なる場合に

註59

はこの論理を反復繰返すことによって最終的結果に到達し得るであろう。

之によって見れば明瞭な様に，われわれの場合中心的役割を果すものは

単純に条件的需要函数，費用函数そのものであるよりは，暫定的にもせよ

与えられる固定的価格比 mjiである。この mjiが与えられている限りに於

て諸企業はその条件的需要函数，即ち個別需要函数と費用構造を通じ，互

に一定の釣り合いを保つものと見ることができるo mji は先述の如くクー

ルノー的ノξラメーター及びチェムパレン的ノξラメーターの駆使による価格

競争のみでなく非価格競争全般を通じて決定される複雑な内容を有するの

みならず，時間の経過の上で一面暫定的に与えられながら他面決定される

動態的性格を本来有するものである。併し乍ら，それにも拘わらず，市場

全体の均衡が成立する限り ，mji も又われわれのいう good-willの相対的
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関係としてある一定の分布をもたねばならない。そのとき企業相関の関数

は

月三pj=mjiti

の関係を含みながら確定しているとするのがわれわれの主張である。

個別市場も又社会市場の競争関係に立ち得るとし，その時の個別市場は

定義的に同質市場と見られるべきではあるが，内容的には異質市場であり

得ることを論じたが，この社会的市場競争に現われる個別市場 社会的

需要のサブ・クラスを充足する市場としてのーーは上の如き関係に於て暫

定的にもせよ確定した市場であったのである。われわれは更に社会的市場

自体の均衡，mjiの分布の確定の問題を論じなければならぬ。
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血早一一一第 市場均衡論

第一節 社会的市場の均衡

われわれはわれわれの市場分類で(1)に属する市場，就中小分けて、⑤乃至

③の市場での企業間の均衡の問題を論じ来ったのであるが，それらは未だ

猶個別市場一一社会市場の構成要素として 小分類による社会市場を含み

うるがーーにあるものとしてそれを論じた。之をーと度び本来の社会市場

裡に於て考察するとするならば，この競争関係に入りうるものがもともと

個別市場であった点に省みるならば明らかなように，それはただ「代表企

業」を用いてのみ論じうるものである。われわれは今特定の社会的市場を

想定しよう O それはわれわれの ESの一定値，恐らくは一定の値域につい

て確定せられる市場であり，之を A 市場と名づけよう O そしてこの A

市場を形成する各個別市場では既述の原理に従って暫定的にもせよ与えら

れた企業間の相対的位置の分布に従って個別的企業均衡が確定するものと

しよう。この企業分布の確定に対応し一つの代表企業が概念せられる。

今この A市場に属する多数のなかのある二つの個別市場を a，bとし
註 1

かっこの市場を代表する企業をも a，bと呼ぶことにする。然らばこの a，

b二企業はその個別市場に関する限りは勾配をもっ需要曲線に当面するも

のとして独占者の地位にあり，当該市場の内部に対しクールノー的パラ

メーター及びチェムパレン的ノξラメーターを駆使するものである。併し乍

らa，bは同時に他面共通の A市場に属しこの市場内に於ては社会的競

争にさらされ得る。われわれは之を更に二つに分った。ーはこの個別市場

聞の交斜弾力性が無限大なるものであり，ーはそれが有限なるものであっ

た。前者の場合については，ESの含む一定の値域内に於て a，b二市場の

生産物は社会的に異質で、あり乍ら，a， b二企業の間にはわれわれのいう

意味での積極的相関は事実上存在せず，一ーその相関は個別市場内部に於
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て存在する一一この二者はわれわれのL寸社会的完全競争市場にある。但

しこの場合 a，b二市場生産物は事実，社会的需要の分化に応じるものと

して，この社会選好の差異に基く相対価格の差別化を厳密に保持している

であろう O 言う意味はこうである。社会購買力は，a， b二市場で先述の

如くにして定まる価格をパラメーターとして，この二市場開に分割せられ

るであろうが，この需要充足に際し，a， b二企業は互に他市場価格を所

与としての行動をとるのみであり，そこに成立する価格は社会選好の相対

的相異を反映するものであって，その価格差は二企業の価格政策の結果に

基くものではないのである。かくてこの市場 (A) に於ては最早価格無差

別法則は成立せず，再び一定の(社会選好に対応する)価格コンステラチ
註2

オンの法則が成立するのでなければならぬ。

この事情はさきに見た異質オリゴポリーに於ける個別企業間の価格均衡

の姿に極めて類似的である。併しその場合における固定的価格比は企業聞

の競争により過去の経験が教える一つの知恵であったのに対し，今や社会

市場における価格比は企業聞の競争を離れて考えられた諸財の社会的な相

対的稀少性の表示の意味をもつものである。この相異の故にわれわれは仮

令 a，b二市場が A市場内で均衡に達したとしても，夫々の市場内におけ

る諸企業は猶相対的な差別的利潤を享受するものと考える。蓋しここに

a， b二市場の均衡価格は，Aの市場需要曲線に対応する a，b二つの相対

的な条件的需要曲線 但し仮定により a，b聞は独立故これは通例の

マーシヤル的曲線である と夫々の供給曲線とから定まるのであり，そ

の価格はその均衡量を正に提供するに過不足のない個別市場自身の供給価

格であるが，それは代表企業について考えられたものであるからである。

併し乍らわれわれはこの事を通じて逆に次の事実をも知り得るであろ

う。右の如くにして A市場内における a，b二市場の相対的位置又は規模

が決定せられるとすれば，例えば a市場における総体的需要曲線は社会
註3

支出の流れの方向に応じて転位するであろう O 従ってその市場内における

企業大さの分布が又変化し，仮令そこにおける m(企業間価格比)の配
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置が国定化されていたとしても，企業聞における価格指導者，追随者の関
註4

係が又変化するであろう。加之，必ずやこの m の配置自身もこの一般的

市場状況の変化に応じて変更されるであろう。そして之に即応して新たに

a市場内における価格聞のコンステラチオンが結果すると考えられる。 b

市場についても同様な事情が存するであろう。下位の市場均衡が上位の均

衡によって制約せられると言うのも斯る意味においてであった。

今 a，b二市場聞に積極的なる競争関係なしとの仮定を外それわれわ

れは今やチェムパレン的独立競争が個別市場聞に顕在する異質的オリゴポ

リーの世界に立ち入ることとなる。併し互に措抗するものは個別企業者で

はなくして代表企業者である。しかもこの代表企業は仮定により積極的に

クールノー的並にチェムパレン的ノξラメーターを用いるのである。併し乍

ら一体この相異は何処において現われるのであるか。われわれはそれを見

るために，クールノー的パラメーターが純粋に使用せられる社会市場独占

の場合を先ず考えよう。ここに於ては明らかに A 市場の需要曲線はその

まま a企業の販売曲線である。従って a市場生産物の価格は正確に唯一

つ丈け A 市場の需要曲線上にクールノーの点として決定されるであろ

う。併し乍ら今若し A市場に b企業がこれ又数量政策を用いうる準独占

者として存在するものとすれば，最早 A市場の需要曲線が a，b夫々の販

売曲線であるとの仮定は成立し得ないのである。今や a，b二企業の当面

する販売曲線は夫々の独占的数量決定政策を織り込んだ条件的個別需要曲

線でなければならなし、。但し a，bは仮定により社会市場でも独占的行動

をとり得るのであるから，bのクールノー点も又 A の需要曲線上にある

が，それは a のそれとは位置を異にしたものでなければならぬ。この様

に考えるならばクールノー的行動をとり得る代表企業の数だけのクール
註5

ノ一点が A の市場需要曲線上に点在しうることが明白である。

これらのクールノー点の相対的位置関係は一つには A なるカテゴリー

の社会需要内において a，b市場生産物に附せられる社会的稀少性の度合

によると共に，一つには既に実現せられている競争の度合い，並びに a，
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b企業の当面する個別需要曲線の傾斜のいかんによるであろう O ともあれ

斯くの如くにして a市場生産物と b市場生産物とは A の市場内に於て

矢更り一つの相対的(独占)価格比を有しつつ均衡するに到ると見得るの

である。異質的オリゴポリー内の個別企業相関論として之と類同の問題を

論じた場合，問題とせられたるものは専ら個別市場から導かれる個別販売

曲線であった。従ってその際の個別企業がクールノー的ノfラメーターを用

いたとしても，それのクールノー点は高々個別市場曲線上に存し得るに過

ぎなし、。之に反して今や a市場生産物の価格は社会的市場曲線によって

決定せられるのであるO

この差異はわれわれにとって重要である。それは唯単にわれわれのいう

三重均衡の要請に基くのみではない。それとともに一方の均衡が定義的に

客観性を附して考えられる社会的市場需要曲線に関するものであるのに対

し，他方は元来主観的な性格をもっと考えられる個別需要曲線に関するも

のであることがそれである。勿論前者のものも実際に之を測定するに当っ

ては主観性が入らざるを得ず 後者のものも事実計測をし得る限りに於て

は客観性を有するであろうが，ここでいう客観性，主観性はこの意味のも

のではない。いう意味はただ前者が個別企業者の支配外にあるのに対し，

後者がその支配下にあるということである。この差あるが故に前者は後者

に対し拘束的意味合いをもつのである。事実若し a市場が A 市場内に於

て定められるクールノー的独占利潤の余地を完全には享受していないとす

れば，a市場内の各企業はこの余地に応じてその相対的位置を改善し得る

であろう。而してその改善の方法は再び個別企業による二つのパラメー

ターの使用によるであろう。併し若し各個別企業が一一一仮令条件的需要曲

線を用い多少とも個別市場需要の大きを勘案しながらにせよ一一決定した

数量及び価格(これは個々の価格ではなく，代表企業の供給価格として集

約的に示されるものである)が，。市場が他市場との相関に於て有する市

場規模を超えるものであるとすれば，各企業は結局その圧力により数量及

び価格を修正せざるを得ない。
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換言するならば，一個別市場の相対的位置は社会的需要曲線上における

当該市場のクールノー点の位置し、かんによって指示されうる。このクール

ノー点が社会的需要曲線の非弾力的部分に位置する程，その潜在的独占力

は強いと見得る。即ちそれだけその個別市場内の諸企業の行動領域は広い

であろう。反之クールノ一点、が社会的需要曲線の弾力的部分に位する個別

市場程，その潜在的独占力は弱化し，その市場内の諸企業の行動領域又狭

陸化すると見得るのである。この両極端に於て純粋な社会市場独占とその

欠如の形における自由競争形態があり，前者に近き程社会市場の競争の度
註6

合いが独占的となり，後者に近き程その度合いが非独占的となる。一般に

潜在的独占力が価格と限界生産費との差 CP-MC) で測られる意味もか
註7

かる点に注目せるものと思われる。われわれとしては，併しこの事自体

よりは，A市場の均衡における a，b二市場価格の一定のコンステラチオ

ンの成立と，それに伴う個別企業者の活動領域の制約，併し残された活動

領域の存在にも拘わらず市場内部において成立し得ベき各企業者の相対的

位置の確定が当面の問題であり，当面の一つの帰結である。

われわれは上の議論を恰も a，b二市場が完全に排他的であり，一つの

市場生産物の充足する需要部分を b市場生産物が同時に充足することは

ないかの如くにして論じた。ーに論理を明白ならしめんが為めであった。

無論実際には a，b二つの一一一般に多数の市場生産物が一定の社会的需

要を同時に充足し得るのである。この点を考慮に入れる時，先掲の主張は

どの様な変容を蒙らねばならぬであろうか。今の場合には需要曲線上の一

つのクールノー点に対応して一般には複数の個別市場がある。このクール

ノー点の推移に応じてある市場生産物が脱落するならば一一例えば牛肉需

要なる同ーの社会需要に於てへレーと並肉の場合の如く一一この脱落点を

識別することにより前述の理論をその侭に適用することができる。若し出

現，脱落が複数のものについて同時に生じ又は最後までかかる現象が見ら

れぬとすれば(これは ESを一価に又は極めて小さい値域にとれば生じう

るであろう)，このことは二市場が社会的機能遂行の上で事実上無差別の
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機能を果すものとして存在することを意味するものであり，従ってかかる

二つの市場をこの議論の次元で論じることの不要なることを示すであろ

う。それらはむしろ個別市場内の二つの企業の問題として論ぜられるべき

ものである。若し出現は同時であるが脱落が同時でない，又この逆，の場

合には，多少の修正を要するであろうが，その修正一一例えばその両端聞

の平均弾力性をとる等のーーを以てわれわれの議論をこの場合にも又適用

することが可能である。一般的な形での理論の理解は斯る形におけるもの

であると思われる。

併しその間にあって a，b両市場の相対的位置が固定している必然性は

ない。ここに市場聞におけるチェムパレン的ノξラメーターの作用が考えら

れなければならぬ。この作用によって個別市場の限界収入曲線の形状乃至

位置が変化する限りに於て，その市場のクールノー点が転位せしめられる。

それに伴ってその市場の潜在的独占力が変化するであろう。但しわれわれ

は仮定により社会的需要の分化に応じる社会的異質財市場を論じつつあ

り，各個別市場は定義的に独占体であるから，このパラメーターの作用に

よるクールノー点の転位の限界はかなりに狭いものと見得るであろう。併

しそれと共にわれわれは次のことにも注意すべきである。われわれは先に

参入の問題を一般的に論じたが，今の場合この参入の問題は必ずしも新規

企業設立の問題である必要はない。寧ろ既存の企業による結合生産現象に
註8

基く他市場への侵入の問題がより重要である。現実における参入の形はか

かる形態をとる方が通例であろうが，今の場合はこの可能性が一層に強い

であろう。個別市場は独占的であるとは言い条，それは主として社会的需

要分化に由来するものであり，傾斜のある需要曲線を表明するものに過ぎ

なかった。そこには必ずしも強い制度的意味における独占が存在するので

はない。この制度的独占欠除の程度に応じて他市場内の既存の企業，殊に

大企業は，結合生産の方式を通じて当該市場に参加し得るのである。この

効果がマイナスのチェムパレン的パラメータ一作用をもつことは明白であ

る。この点に於ても又チェムパレン的ノfラメーターの作用には可成り狭い
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限界が存すると言い得る。

この様に見れば個別市場開におけるチェムパレン的パラメーターの作用

は，大なる曙好の変化(社会的選好函数の構造変化)乃至大なる所得分配

の変化なき限り，それ程大きL、関心をひくべきものではなし、。仮令それが

考慮されねばならぬにしても，各市場の相対的位置が，その作用を侠って

社会需要曲線上に確定せられるところの，クールノー点の相対的位置によ

って決定せられる点に変りはない。同じく価格のコンステラチオンが終局

的には確定するにしても，之をさきに見たこれらのパラメーターが事実上

存在せぬ場合に対比してみれば，そこには明白な一つの差異が認められる。

さきの場合には，これらのパラメーター不作用の故に，価格の差別化は財

貨の社会的稀少性に厳密に比例し得たのであるが，今や最終的な価格コン

ステラチオンにおける各財貨問の価格差は，前者のそれとの聞に議離があ

るとL、う意味に於て，即ち充全な社会需要充足が見られぬとL、う意味に於

て，かつ又 a，b二市場の社会的市場における分け前が既述の如く若干の

偶然的要因に基くものである点においても又，当該諸財貨の社会的稀少性

にその根拠を有しないものと言い得るのである。このことは社会的資源配

分問題に関しても一つの明白な意義を有する。一般にクールノー点が資源

配分の最適点ならざることは周知であるが，この原則が今の場合にも又妥

当するであろうからである。併し財の異質性にも拘わらずクールノー点を

伴わぬ均衡が可能で、あった。これらの点に鑑みればチェムパレンが個別企

業的観点から財の異質性ある限り，資源配分の最適点からの議離はなく，

超過能力はないとした主張も，財の異質性があれば必ずや最適な資源配分

は乱されるとの主張も，上のわれわれの主張に照らして修正されねばなら

ぬであろうことは明らかである。

以上のわれわれの議論はすべて代表企業を以て進められるものであっ

た。しかもこの代表企業は夫々に社会的に異質なる欲求を充足しうる個別

市場を代表するものであるとするならば，理論的には極めて困難な一つの

問題が生じる。それはこれらの相異る，従って又異る価格を支配する諸財
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をどの様にして共通単位に還元し，どの様にしてその量に対応する価格を

指定しうるのであるか，より一般的には如何にしてこの場合社会市場の供

給曲線，需要曲線は確定されうるのであるかの問題である。これは完全同

質財の場合には存在しないものであるけれども，多少とも異質な財が綜合

的に扱われる限り厳密には常に処理されていなければならぬ問題であっ

た。それは総じて群を構成せんとする時必ず解決を要求して現われる指数

論の問題を含むのである。

われわれは之にいかに処すべきであろうか。ヒツクスによる「合成財」
註9

単位を以てする方法は一番有用なる処法であるが，今の場合一見之は適用

することができない様に見られる。この理論の前提は相対価格不変の仮定

であるが，われわれの場合にはこの相対価格は未だ決定せらるべき未知数

であり，之を敢て用いることは明らかな循環論法に陥ると見えるからであ

る。併しわれわれの場合，社会市場を構成する個別市場は一応確定したも

のとしていることが想起されねばならぬ。勿論最終均衡は社会市場内にお

ける各個別市場の相対的位置の確定と共にでなければ成立しなL、。にも拘

わらずわれわれは個別市場はーの準独占者としての代表企業により支配さ

れているとの想定にたっている。即ちそこには個別市場としての観点から

は定まった価格乃至価格コンステラチオンが決定されている。これらの価

格を用いることによってわれわれは諸財をーの合成財単位に形成すること

ができるであろう。上に述べた如く之は最終均衡の立場からは更に変化し

得るのであるが，ーと度びこの合成財単位を用い，かつ代表の概念を用い

て需要曲線を描いた上は，この数量単位変化を考えて，最早確定的数量を

示さぬものとして之を解し得るであろう。

社会需要曲線の数量軸について上に述べた如き解釈をとるとすれば，そ

の合成単位の変化に伴い数量軸のスケイルは絶対的な意味をもたない。仮

令この意味をもたすeとしても，かかる需要曲線の有用性は失われることは
註10

ないけれども，その使用法が限定せられることも又否み得ないところであ

る。今若し数量軸単位を実質所得一単位を以て購買し得る量として測るな
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らば，われわれは上の意味での不確定性を回避することができる筈である。

勿論価格コンステラチオンの変化に伴い，実質所得一単位の買いうる具体

的な諸財の構成と数量は異るのみでなく，それに応じ既述の如く各個別市

場の規模が又変化するのであるが この事実こそわれわれの必要とすると

ころである。われわれは数量軸の意味をかく変更することによって，却っ

てこのことを有意義に明白ならしめ得ると考える。これに応じ当然社会的

供給曲線の価格も之に応ずるものに変更せられねばならなし、。それはこの

数量により測られる市場の規模をステディに維持するに足る供給価格とし

て，個別市場の代表企業の供給曲線から合成せらるべきものである。

われわれはこの様にして今の場合に於ける数量軸に対して特定の意味を

与えることにより，その軸が含みうる浮遊性を排除するであろう。この時

各個別市場を代表する企業は，既述の如く，この需要曲線上に一定のクー

ルノー点を占めることにより相互の相対的地位を確定するが，そのクルー

ノ一点の含む数量座標は今や上の特定の意味における市場の規模を代表す

るものである。そしてその点の含む供給価格は，既に充足せられたる社会

需要部分を含めての市場規模を社会的に維持するに足るものを示すであろ

う。この産業供給価格と個別市場代表企業の供給価格との差は産業に相対

的なる当該市場の単位当りの準地代を示し産業価格と個別市場代表企業

の限界費用との差はそれの単位当りの準独占利潤を示すであろう。この市

場の自由競争的均衡は市場需要曲線と市場供給曲線の交点によっごて与えら

れるであろうが，その時明らかに各個別市場の代表企業は夫々の相対的地

位と費用構造に応じ尚種々なる産業的レントと準独占利潤を享有し得ると

思われる。併し第 G 個別市場自体については，既述の如き他市場からの

主として結合生産を通じる自由な参入のある限り，正に均衡と呼ばるべき

事態に於てはその市場内部にはもはや平均費用をこえる超過利潤残存の余

地はないであろう O 即ちその市場に関しては，チェムパレンのいう接触解

が均衡条件として要請されると見得る。その時もしその産業規模の限界を

担うものが a企業のみであれば，一一換言すれば a企業が産業的代表企
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業と考えられ得るならばーーその場合の a企業は産業と相対的には何ら

の差別的なる利潤を有しない。併し若しこの産業的代表企業が事実複数の

企業を含むとするならば，その個別代表企業は対産業的には尚差額利潤を

もつことが可能である。併しそれらは個別的には同時に，各自の個別市場

的販売曲線との関係に於ては接触解を保っているであろう。

この一見矛盾的な均衡が可能であるのは，結局次の事情によるのである。

一本の社会的需要曲線の一点を通り，その産業規模に対応的な産業的代表

企業に対する販売曲線がひかれ得る。この販売曲線なるものは当該代表企

業が所与の生産能力を与えられているとの条件一一ーその意味で短期的なる
註11

もの一一ーに一致して考えられる(短期)市場需要曲線である。併しこの市

場需要曲線に就いて，それの充足に参加する個別代表企業夫々の，個別市

場的販売曲線が存在するのである。われわれが接触解をいうのはこの個別

市場についてであり，産業に相対的な利潤はこれらの個別代表企業の均衡

位置が産業的代表企業のとるそれに対してL、かなる関係に立つかによって

示されるものである。そしてこの二つの均衡位置の関係を定める原因が主

として個別代表企業の，即ち問題とせられる個別市場の，費用構造による

であろうことは，個別企業論について論じたところと異らないのである。

併し問題の産業的代表企業自身が均衡に於て猶クールノー的超過利潤を

有するかどうかは，当該社会市場が他の同列に考えられる社会市場に対し

てどの程度閉じているかの度合いに依存する。若し上に述べた如くにこの

市場均衡が需給両曲線の交点の形に於て成立し得るのであれば，明らかに

この市場に関して産業代表企業はクールノー的ノξラメーターを，砂くとも
註12

その市場均衡点近傍に於ては，用いないのである。

この均衡の形に於ては産業代表企業は最後には最早超過利潤を有しな

い。併し若し当該社会市場が他の社会市場に対し多少ともに閉じていると

するならば，産業代表企業は自己の市場に対し最後まで多少とものクール

ノー的パラメーター，チェムパレン的ノξラメーターを用いつつ，その均衡

を達成するであろう。この場合，言うまでもなく産業代表企業自身も最後
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に於て猶超過利潤を享有しつつあるであろう。

これらの諸点が社会資源配分の問題に対して有し得る含意も，既にわれ

われが個別市場論として説いた所と同様であろう。われわれがこの様にし

て若干重複を承知しつつも，敢て社会市場の均衡を論じるのは，勿論一つ

にはそれに固有の問題，就中個別市場自身の相対的位置の決定論が個別市

場内部における個別企業者の相対的位置決定の理論と決定的にその様相を

異にする点等，があることによるのではあるが，又一つにはこのことによ

り社会資源配分論としての価値論が決して平板的な理論としては構成し得

ざること，われわれのいう二重均衡の積重ね方式による階層的かつ一般的

均衡理論でなければならぬことを強調する為めのものである。事実われわ

れはわれわれのいう社会市場均衡論を個別市場との相関に於て論じつつ，

これが更に他の社会市場との相関を以て論ぜられる他ないことを示した。

この理論はこの社会市場の相闘が今一度社会経済機構全体の枠組みの中で

考察さるべきことを要求するであろう。それは，われわれの考えるところ

によれば，単なる一般均衡論的方法論の提案乃至部分均衡論の一般均衡論

への屈服ではなし、。それは部分均衡論を素材とする一般均衡体系の構成を

要求するものに他ならないのである。この形での理論構成こそマーシヤル

本来の形であると思う。われわれは再びここにシュムベーターの権威を借

りるであろう O シュムベーターはむしろ端的にマーシャルは「一般均衡体
註I3

系の建設者」の一人とする方が公正であるとL寸。

彼はその証拠として「原理」の数学附録 XIV及び XXIでのマーシヤ
註14

ルの主張を掲げ，更にショーヴが「マーシヤル追憶」に於て引用したマー

シヤル自身の次の言葉を引用する。「私の全生涯は，私の脚註 XXIにつ

いて出来うる限りのことを現実的な形で提出することに捧げられてきた

今後もそうする積りである士

われわれはシュムベーターによるこのマーシヤル解釈に従うものであ

る。併しシュムベーターも言う様にマーシャル自身に関して言えば，事実

本文に於ては部分分析は「マーシヤルに於て部分分析の巨匠を見，それ以
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外のものを見ない人々に若干の口実Jを与える程明白なるものがあり，数
註16

学附録の発言亦「明析ではあるが萌芽的」であるものにすぎなかった。わ

れわれはここに於てこのマーシャルの不足を補いつつ，然もマーシャルの

真意に即して部分均衡論の精神を保った上で一般均衡論的に，但し階層的

に之を再構成する一つの試みを為すであろう。但しさきに指摘した様に

マーシャルの静態論は本来多分に動態論に対する用意を周到に含意するも

のであったが，われわれは論を一応純粋に静態論的均衡論の枠内に限定す

るであろう。次下述べるところはわれわれが上来述べ来った均衡論の要約

の意味をも持つものとなるであろう O

ここに於てわれわれはさきに社会市場の均衡を論ずる場合の一つの困難

を指摘しそれをグラフ的に表示する場合の数量軸の単位に特殊のものを

選んだことを想起しなければならない。われわれはこの単位を数量軸の浮

動性回避のために一つにはえらんだのではあるが，その意味は更に次の点

にもあったのである。こうすることによって，社会市場の規模は事実社会

的実質所得の市場分割を示すものとなり得るのであり，ここにいわゆる価

格分析と所得分析の一つの懸け橋を見出し得るであろう点がそれである。

在来この二つの分析は通例ミクロ的分析の立場とマクロ的分析の立場との

対応の形に於て，充分互に融和しないままに今日に到っているとし火、得る

であろう。ケインズ経済学の出現以来，この問題はいわゆる aggregation

or disaggregationの問題として多くの議論と多くの試みをよんだこと周

知の所である。併し乍ら不幸にして今日未だにこの問題は充分の解決を得

ているとはL、し、難いであろう O しかもその多くは抽象的モデル運行の操作

的側面に関わる所大なる議論であった。究極的にこの問題に解決を与える

鍵は勿論 operationalな観点からする首尾一貫性でなければならぬことは

否定の余地がなL、。併しわれわれは今この問題に立ち入る遣を持たなL、。

ここでは唯，われわれの提唱する形に於て，この二つの理論が不可解にも

有する一見深遠なるギャップが解消される道のあり得べき方向を極めて大

綱的に論じ得るに過ぎなL、。

-282-



第3部市場均衡の理論

社会的市場における数量単位をわれわれは，既述の如く，実質所得一単

位の買い得る異質財集合の数量とするべき事を提案した。即ち今 S個の

産業からなる経済社会を想定し，その中の第 S 産業を考えれば，この産

業一一社会的市場は定義により α(s)個の個別市場から成る。この個別市

場生産物 qaの価格をんとすれば，第 S産業の販売高巴は

YS= 'E， P~a= エ~
a(s) a(s) 

である。一般物価水準を Pとすることによりわれわれは

K 
P 

を求めうるであろうが，之を第 S産業の規模を測る単位とするのである。

然らばこの産業の社会需要函数は，国民所得を Y(但し当然 Y='E，Y.)と

することにより

手=Y，;(Ps.れ (但し PSサ 1.P2. ι)  ) 

i. e. Ys=p. Ys(Ps• y) 

と書き得るであろう O 但し各 ρsは第 S産業生産物の産業価格であり，第

S産業の一般的状況を示す指標となるものである。之に対してわれわれは

産業供給曲線を次の形で措定する。

手=え(Ps• 恥

i. e. Xs=p.Xs(PS' sつ

但しここに W は貨幣賃金であり，

W=W(N) 

とする。 N は総労働雇用量であり，各産業の労働雇用量を nsとするとき

N='E，ns 

である。われわれは簡単のため生産要素は労働のみとの単純化仮定をおく
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ものとする。第 S産業における労働雇用 nsはその雇用に基く限界価値生

産力が賃金に等しいところまで進むであろうから，われわれは更に次の条

件を加える。

oXS_ UT  
ons 

I. e 弘金，W) 空
ons P 

今この第 S 市場はその需給両曲線の交点によって均衡を決定するとす

れば，均衡条件は，

Ys=Xs 

である。但し国民所得 Y が一定なる限り，何れかの一市場は独立でなL、ο

同様にして総労働雇用量 N を所与とすれば，ある一産業の労働雇用量は

独立でないことに注意すべきである。全部で Sケの市場からなる産業均

衡体系は従って次の如くにして示されるであろう O

(A) 

S 

Y= ~ YS 

Ys=p. YsCPs， y) 

Xs=p.XsCPs，切っ

Ys=Xs 

δ早CPs，恥 W
ons P 

S 

N= ~ns 

(s=1，2，…， S) 

Cs= 1， 2，…， S) 

Cs= 1， 2，…， S) 

Cs= 1， 2，…， S) 

この体系に於て，われわれは社会経済体系全体からの制約の形において，

Y，N，Pと W は所与のものとして課せられる，従って之はこの体系に関

しパラメーターであるとする。然らば上に述べた如くにして，この体系に

おける有効な条件式は総計 4Sである。他方これに含まれる未知数は YS'

Xs， PS' nsの計 4Sである。ワルラス流には之により体系(A)は確定すると
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之によって解かれる解は勿論各産業の相対規模(予)の確定であり，又

雇用の喧こおける各産業の寄与率会)の決定であるが，これらはすべて

Y，N， 1与をパラメーターとして解かれるに過ぎない。他方五は Sに属
する各 G の価格Paをパラメーターにして暫定的に確定していることも又

注意すべきである。これらの点が通例の産業均衡論に於ては必ずしも明白

になされていない。それが今や明白であるが，この産業均衡に関する安定
註18

条件は通常説かれるマーシャルのそれである。その条件は周知の如く，均

衡点の左方近傍に於て需要価格が供給価格より大なることとして規定され
註19

るものである。そして供給曲線が右上りの場合にはこの条件はヒツクス安

定条件論と同ーのものとなるにしても，供給曲線右下りの場合に於てはこ

の二つの安定条件論が矛盾するに到るであろうことも最早周知の事柄であ

る。今日一般にヒックス的安定条件論が，いわゆるサミュエルソン，ラン

ゲ等による動態的安定条件論と共に支配的であり，マーシャルの安定条件
註20

論はヒックスにより，寧ろ独占の安定条件論として相応しいとの評価を受

けたまま，放置された形に近い。それにも拘わらずわれわれがここに敢て

マーシヤル的な安定条件論を保持しようとするのは次の如き理由によるの

である。その第ーはヒックスの指摘するところに近いのであるが，一般に

産業を論ずる場合に当っては，その産業的代表企業と難も先ず一定額の生

"21 
産費用を予想してそれに応ずる生産高を考えるのではない。逆にある予想

せられた規模の産出高に対する生産コストが算定せられると見るべきであ

る。産業需要価格も又ある産出高に応じるものとじて把握せられると考え

られる。この点は恰も独占者が価格をでなく需要表の位置と勾配を前提と

して，先ず数量を確定し価格を之に追随せしめる形に類似するものがある。

これが果してヒツクスのいうところであるか否かは不明であるけれども，

われわれはかかる考慮から，砂くとも産業論に関する限り，その安定の条

件論は価格をではなく，数量を独立変数にするマーシャル的条件論をとる

べきものと考えるのであるO

-285一



独占的競争理論の研究

併し之と同時にわれわれは次の事情をも考慮しつつあるのである。問題

は供給曲線右下り，即ち収穫逓増法則の作用する場面について存在した。

この収穫逓増法則の作用とは一体何であったのて、あるか。われわれは個別

企業についてはその費用逓減のケースについて若干論ずるところがあった

が，今問題とすべきものは社会的産業に関する収穫法則である。われわれ

は既に幾度か産業供給曲線が夫々の産出高規模各自について考えらるべき

代表企業の正常供給価格の，企業能率の順に応じる，配列であることを主

張して来た。この配列は他面，その代表企業が常に一つの具体的企業の大

さ分布を含むものとして， I企業の大いさ分布」の曲線でもあったのであ

る。かかる内容をもっ産業供給曲線が収穫逓増法則に従うということは，

産業規模の拡大に対応してこの企業の大いさ分布自身が変化し，之によっ

てこれら諸企業が総じて規模拡大に伴う経済をそれによる非経済よりもよ

り多く享有し，従って代表企業自体が規模の経済を享受することを意味す

るであろう。そしてこの新しい企業の大いさ分布に対応する代表企業の正

常生産費が，もとの規模に対するそれよりも小なることが収穫逓増の意味

するところでなければならぬ。斯く産業規模の拡大，即ち産業需要の増大

による収穫逓増も，その新たなる需要状況に対しその産業内の企業の大さ

の分布が更めて確定する時の新旧二つの価格一一それは企業分布に対応的

な個別企業価格の確定的価格コンステラチオンを伴っている一ーの相対的

関係を示すものに過ぎない。換言するならばわれわれの言う産業供給曲線

の本質に鑑みるならば，仮令それが収穫逓増法則に従うものでありその事

態が近代製造工業にとりより一般的であるにしても，そのこと自体何の困

難をも有するものではなし、。われわれは既に個別企業乃至個別市場が一つ

の需要状況に対応し，その費用構造が仮令費用逓減的なりとしても尚且主

として Good-will との関係に於てその大きさを確定しその相対的地位
註22

を一応確定し得るものであることを説いた。この確定ある限り，各産出高

に対応的なる産業代表企業の供給価格も又確定するということ，これが収

穫法則のいかんに拘わらず，われわれの産業供給曲線の意味するところで
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あるO 収穫逓増法則はただこの企業の大きさ分布が価格の低落を伴って確

定することを意味するのみである。

われわれはこのことを短期需要曲線の推移に伴う企業の大きさ分布確定
註23

点の軌跡の形において理解することもできるであろう O かかる理解の形は

われわれが短期需要曲線の推移に応じる産業的クールノー点の軌跡として

長期需要曲線を解釈したのと形の上で相対応するものであるが，この様に

理解することによって逓降的産業供給曲線の性格はより明確であるかも知

れない。伺れにせよ，われわれの産業供給曲線がかかるものである以上，

産業的観点から之を見る場合安定条件は正にマーシャル的なるものでなけ

ればならない。蓋しヒックス的には安定であるが マーシヤル的には不安

定なるケース一一均衡点近傍の左方で需要価格が供給価格より小なる場合

をとれば，決して産業規模，即ち企業の大きさ分布は確定せず，ヒッ

クス的に安定なる価格は事実企業の大きさ分布を決定するのには無力であ

るからである。

次上の如き理由からわれわれは産業均衡論に関する安定条件論はヒック

ス的なるものでなく，正にマーシャル的なるものでなければならぬとする

のである。かかる主張に照らせば，逆にヒックス的な，価格を中心に論じ

る安定条件論の占めるべき位置も自らに明白であろう O それは価格を与件

的に見て受身的に数量を之に調節するもの，この意味に於て純粋競争的な

個別企業者に関する安定条件であろう O 二つの安定条件論が帰結を同じく

する場合にあってはこの区別は特に問題とならぬけれども，二者互に矛盾

する場合を考えるならばこの区別は上の如く明白なるべきであり，この区

別は表面特に之を問題とせぬ場合にも猶留意すべきものである。この二つ

の安定条件論は，ヒックスの言う如く，単にある特殊の場合に撞着を示す

のみのものでありーはより独占的事態の分析に適当なるものであるという

よりは，二者の差は一方の産業論的立場と他方の個別企業論の形式的拡張

の立場との明白なる差であると解すべきであろう O
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第二節 全体的均衡体系の試み

扱てわれわれはこの社会市場均衡論(A)を一方ではそれの上位均衡に，他

方ではそれらの下位均衡に関聯づけ得るのでなければならぬ。先ず上位均

衡との関聯から論じるであろう。

ここに社会市場均衡に対して上位の均衡は勿論社会経済体系自身の均衡
註1

でなければならぬ。この均衡は周知の如くケインズ経済学の出現以来，い

わゆる所得均衡論として確立せられ，この分野は独立の経済理論の分野を

形成しつつある。その細部の点に関する精微化も数多くなされ，細部の点

についての批判も又種々あり得るであろう。併しわれわれは今その事に立

ち入ろうとするものではない。ここでは当面の問題に関し，上来独占的競

争理論を批判し社会市場的観点に立つ価値論を再構成せんとするに当って

は，上に論じた如くその均衡体系はその上位均衡に於て初めて規定せらる

べき諸要因をパラメーターとして含みつつ均衡を確定し得るに過ぎないか

ら，その確定のために上位均衡体系を補足する必要があるのみである。こ

の意味に於てわれわれはその細部を一切無視しわれわれに必要なる限り

に於てマクロ的な所得決定論を援用するであろう。

既述の如く社会市場均衡に於て取り残された上位均衡的要因は Y，N， 

事であり，価値論を所得論に結びつける一番の要因は明白に国民所得 Y

であった。しかも終始マーシャルによりながら，静学の枠内で考察を進め

てきたので，ここでもその流れにそう。然らばその要点は次掲の(B)となる。

それにおいて第一式は名目的な需給一致と見うる。第二式はマクロ生産関

数，第三式は限界生産力説を示すが，これより労働需要関数を導出しうる

であろう。第四式は労働供給関数，最後の式はケンブリッヂ貨幣数量式で

あり ，M は貨幣供給量，kがマーシヤルの hである。これらにより Y， 

Z 爪 P，事が決定せられるとするo

今やわれわれは，前後二段に分って論じてきた体系(A)，(B)を連立せしめ

ることにしよう O
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Y=PX 

X=X(N) 

dX W 
dN P 

N=N(研つ

M=kY 

第3部 市場均衡の理論

この方程式体系中の Y=PX は次の形に於て(A)の第一方程式に連結する

ことに注意しよう。後者のものは均衡に於て

Y=:EYs=r.PYs(Ps， Y) =r.PXs(Ps， Y) =Pl;Xs(Ps， Y) 

であるが，他方

Y=PX(N) 

であり， この Yは同ーの Y故

X (N) = :EXs (PS， Y) =:E ys (Ps， Y) 

が成立する筈である。

この上方均衡への結びつきとともに(A)は下方均衡への結びつきを保たね

ばならぬo YS はもともと第 S産業に属する a(s) ケの個別市場生産物を

前提として始めて正確な意味をもち得るものであったからである。われわ

れは今特定の第 S 産業をとり上げ， この個別市場開の均衡を要約して方

程式化しようとするのであるが， これは先に論じた如く複雑な様相を呈し

得るので， ここで、は簡単のため次の如くに仮定する。 a(s) ケの個別市場

は第 S 産業需要曲線上に夫々独自のクールノー点をもち得る。換言すれ

ば各個別市場は社会需要曲線のある部分を準独占的に支配し得るものと仮

定する。然、らば第 a個別市場の実質的需要曲線を

~= ~(P~， PS， Y) (a=l， 2，…， a (s)) 

但し P~= Cp!， P;，…， pa~)) 

として示すとき， 各Pfは夫々社会的需要曲線上に存在するものである。

之に対立するものとしては個別市場供給曲線を考えるべきであろうが，併

し既述の如くこの個別市場は夫々準独占体として作用するとかんがえられ
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るので，均衡は需給の一致を以ては成立せず，限界収入と限界費用の均等

を以て成立する。従ってわれわれは寧ろ直接に費用函数を用いるのが便宜

である。われわれはそれを

C~=C~(q~) (a=1， 2，…， a (s) ) 

とするであろう O 然らば均衡は

車自立-ι;
aq~ dts (a=1， 2，…， a (s)) 

に於て成立する。他方第α個別市場に於ける労働雇用量nfは，再び労働

はその限界生産力が実質賃銀に等しいところまで雇用されるであろうか

ら，

車豆孟よ w
an~ p 

(α=1，2，…， a (s)) 

によって決定されると見得る。

併しこのとき上位均衡たる社会市場からの制約として，第 S 産業は下

の如き条件により拘束されるものと見なければならぬ。即ち

K=Z)yi-P: 

ns= I: n~ 
aea(s) 

によりr.及び n~ は一定の条件に服する。上位均衡から民及び院が

決定されている限り， r.， n~ に関する条件のうち夫々一つは独立でない。

併しそれと同時にr.は第 α個別市場内に存在する多数の個別企業の生

産高により規定せられる一面を有することをも忘却すべきではない。即ち

第 a市場には i(a)ケの個別企業が存在するとするならば，それらの生産

物を q~ とし，その個別的価格を民とするとき.r.はこれらのものと

P~~= 幻滅=r.
zεa 

の関係を保つのでなければならないであろう O この場合に於ては第 a個
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別市場の生産物 q~ は，定義的に同質とは言え，依然多数の異質財から合

成されていること，既述の如くであり，この点を明示せんとすれば， Y:
は，むしろ之を

Y:=片究(P~， PS， y) 

の如くに示さるべきものであり，之に応じ

P~q~= r. piA~= ~=必ず?

であるから，費用函数も又

c:=c:(支)
の如くに示さるべきものである。併しわれわれはすべての α が共通に論

ぜられねばならぬ点を考慮して，各 αの規模はその共通の価格指標Rで

測られるとするであろう。

これらのことに留意して第 S 産業内の個別市場均衡は次の連立方程式

体系によって決定せられるとみることができる。

(c) 

YS= r. ~ 

ns= r. n~ 
αεa(s) 

~=p;. y: (P~ ， PS， y) 

qa-E -
Pff 

c~=c~(q~) 

空2ゴ-ι:
ðq~ dq~ 

ð~_UT 
ðn~ 口

(a=l， 2，…， a (s)) 

(a=l， 2，…， a (s)) 

(a=l， 2，…， a(s)) 

(a=l， 2，…， a (s)) 

(a=l， 2，…， a (s) ) 

方程式は合計 5a(s)+2 あり，之に対し未知数は~， n~ ， p~ ， C~， q~ の計
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5a(s) ケである。併しさきに指摘した如く， 1: Y';， 1:n~ に関する条件式中

夫々一宛は独立でないから，ここにワルラス的には体系(c)は確定するもの

と言うべきである。

右の論理は Sを全産業 (s=1，2，…， S)に渉らせても変化のないことは

明らかである。それ故に各産業についてその内部に於ける個別市場は，夫

々その上位均衡の課する制約に従いながら，体系(c)が示す均衡の状態に達

しうるものと見ることができるであろう。 (A)，(C)二つの均衡を結合する紐

帯が YS及び nsにあることは言うを侯たぬで、あろう。 (A)を(C)の形で全面

的に拡散するとき(A)がその上位均衡により課せられていた制約がそこにも

又作用するであろうことも明白でなければならなし、。ここにこれらの個別

市場均衡が上位均衡の成立をまって始めて決定せらるべき諸変数をパラ

メーター的に含んでのみ，決定せられることに更めて注意しなければなら

ぬであろう O

われわれはこの個別市場に関する均衡がその内部に含まれる諸企業の均

衡といかなる関係に於て結ぼれるかを追求しなければならぬ。われわれは

これをさきにのベた成熟せるオリゴポリーの形態において論ずるであろ

うo そこには過去の経験から教えられた企業価格聞の一定の比率mz=2
があるであろう。但し i，jは第 G個別市場に属する任意の三企業である。

これが特にーなる場合にのみ個別市場は価格無差別の形をとるのである。

但しその場合にも猶諸企業聞の費用構造が同一ならざる限り差別的利潤の

成立は可能であった。しかもこの mjiは当該市場の一般的市場状況 そ

れは P:によって示されるであろうーーと夫々の企業のもつ good-willの

相対的状況一一われわれはその相対的分布は与えられたものとの単純化仮

定のもとに之を A なる指標で示すであろうーーとにより若干の変動があ

り得るものとした。この関係をわれわれは

mji=mji(P~， A) 

で示そう。このとき例えば iが価格指導者的立場にたつとしその価格

をρzで示せば第 j企業の価格あは
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あ=mj;Pj

の形で決定せられる。この価格指導者的立場にたつ企業は

笠i-~;~ f笠il
dqj j~'~'(~) ldqj J 

なる費用構造を有する iであり，この i企業自身は

δ(pjqj) _dCj 

iJqi dqi 

によってその価格及び数量を決定する。之に対しその他の企業は夫々の販

売曲線 t;fJi，但し

qj=qバρi，Pj， P;， PS， y) 
註2

但し Pj=(Pl， P2， .・九…， ρ閉)

によりその数量を，その費用函数

。=向(の)

からその費用を決定するであろう。之を要するにこの場合における個別企

業均衡は下の如き体系により決定せられる。但し上位均衡により決定せら

るべき諸要因は再びパラメーターである。

(D) 

~=.~ρ;fJi 
zεa 

n~= .~ni 
leo 

qi=qi(Pi， Pj， P~， Ps， y) 

Ci=Ci(qi) 

区阻止一笠i
iJqi dqi 

mj;Pi=あ

当金L=W
dni 

(i=1， 2，…， m) 

Ci=l， 2，…， m) 

Ci=l， 2，…， m) 

(f=1， 2，…， i，…， m) 

(i=1， 2，…， m) 

方程式の数は計 5m+2であるのに対し，未知数は qi，ni，ム，tj， Ciの計
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5mに過ぎないが，この場合にも又最初の二つの制約式によりの， mの夫

々ー宛の条件式が独立でなく，従って方程式の数は未知数の数に等しく，

体系はワルラス的に確定するであろう。

この理論は i，jをすべての G に渉らせて拡張し得ること明白である。

その時各個別市場に属する諸企業の相関的均衡が見られるであろうが，わ

れわれは特に問題をこの形態に限って眺める場合，それがヒックス的な一

般均衡論とは著しくその性格を異にするものであることが一目判然として

いる。何よりもヒックスは市場の需給均衡を以て成立する均衡を論じたの

であるが，われわれは今や夫々独占的競争にさらされる企業を単位とする

場合の一般均衡を論じねばならない。ところで、その場合われわれはマーシ

ヤルが主張する「他よりも高くは価格をつけ得ぬ」との条件を必ずしも一

物一価にとらず，あるいは選好の差に応じ，あるいは一般的市場状況その

他，特には過去の経験から教えられるところに応じ，一定の価格比に対応

する以上の価格をつけ得ぬことの意に拡張して解釈をしここに mjiなる

係数を導入したO 之に伴い各個別企業は均衡に於て猶一般には差別的利潤

を有し，更に個別市場との関係に於ても相対的な利潤を享有することを指

摘した。一般に純粋競争仮定をおくときには見られぬ階層的な均衡の形で

あると言わねばならぬ。今一つの特殊のケースを考えてみよう。個別企業

jの利潤 π1は一方に於て価格あとその平均費用との差額

ゐーら
YJ め

からなるが，このとき若しすべての i，jが個別市場の正常価格 その

市場需要をステディに均衡に維持すると考えられる代表価格 で販売し

得る場合(従って mji=lなる特殊ケース)を想定すれば，あと個別市場

価格民 (i，jは第 a市場に属するとして)との差額からくるものとの双方

よりなるであろうから，

πj= (あ一手+尻島)qj=叫qj-Cj)
、宝
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である。これが通常説かれる形であることが分るであろう。

他方個別市場 aを通じての利潤 πaは

πa=~-C~ 

であるが，~と ρ必・の関係 ((D)第一式)によれば之は更に

=r.qd>i-C~ 

でなければならぬ。之が若し G 市場に属するすべての個別企業の利潤の

合計に一致すべきものとするならば，

1ra= r. πj=P~Lqj-r.Cj=LqiPiーに
}Ea 

の関係が成立していなければならない。ここに於て更に，費用は費用と，

収入は収入と見合うべしとの条件を置くならば，

r.Cj=C~ 

p~r.qj= r.P;qi 

が連立すべきであり，殊に後者から

."a 豆盆i
1's 'r.qj 

なる関係が要請せらるべきことを知るのである。即ち若し上の如き形にお

いて利潤分配の整合的関係が市場と企業の聞に存在しなければならぬとす

るならば，われわれの個別市場価格は企業取引高(自己の価格で測った)

と取引量の比でなければならぬのである。但しこの関係の確定はわれわれ

の場合にはこの様に上記の極めて特殊な場合に関する市場の利潤余地の個

別企業間への配分を通じてなされるものに過ぎないのである。

われわれは一般に均衡における正の利潤残存の可能性を認めクールノー

的数量決定企業の存在を認める以上，通常の需給均等を以て論ぜ、られるヒ

ツクス的安定条件論がこの場合そのままの形で用い得ないことは最早明白

である。われわれは次にこの問題を探らねばならぬO 嘗てレーダーは独占
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的競争の一般均衡論的安定条件を論じるにはヒックス的超過需要函数でな
註3

く純利潤函数を用いるべきことを述べた。われわれも之に従うことができ

るであろう。既に上に於て極めて特殊なる仮定をたでれば，われわれの場

合が一般に論ぜられる形に換言されることを言い，jの利潤函数がπ戸悦-
2)@の形をとるであろうことを指摘した。このとき利潤極大は
8π; .fl dC 
ど立=p~-~=o
8の dqj

を必要条件とするが，之は通例の価格と限界費用の均等である。この特殊

ケースについτは更に論ずる必要はない。併し之と相似た事情がわれわれ

自身のモデルに於ても価格追随者的立場にたつ企業者 jについて存在す

ることに注意すべきである。 jは iの定める価格について

mjiTi=あ

の形で自己の価格を定めるが，その限りに於てあは彼にとって与件であ

るに過ぎない。従って彼の自主的利潤極大点は恰も純粋競争の場合と同様

dC h=EZ (但しあ=附)

に於て成立するのであるO

さてかかる点を考慮しつつ一般に jの利潤函数とそのうごきを考える。

但し個別市場価格と個別企業価格との差に基く差別利潤は当該市場全体と

しては mjiの調整を通じて零であり，各個別企業はこの利潤に対してはか
誌4

くして与えられた mjiを以て満足するものと仮定する。従って利潤函数は

π:j=PIJj-Cj(釣)=mj;P;fJj-Cj(qj) 

であり，利潤極大条件は既述の通りであるが，われわれは今価格指導者た

る iの限界収益函数を約(丸 qi)，一般に jの限界費用函数を φ-;(の)とす

る。即ち

引ρif!i)
三半旦iム=ψi(Pi，qi) 
oqi 
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又価格追随者 jの限界収入は既述の如く mj;Pj=あであるが，之を

伊うゆ'j)

として形式的に整備しよう。但し

ρj-ρj (ql， q2，…， qm， {mjj}) 

{mj) = (mll， m12，…， mlm) 

である。然らば利潤に関する限りの均衡条件は

(叫円(qj)
伊うゆ'j)=合(qj)

である。

そこでヒックスに倣い，超過利潤函数を上夫々の両辺の差として次の如

く定義する，

{:帥叫2必ψ仙z豹劃r円…)ト司司一寸叫φ令州州zバ川(匂q
伊約1バ(あ)一位偽j(q釣j)=Ejあ万=Epあ'j(qj)

但し qj={ql， q2，…， qm} 

ρρj(qj) 

勿論均衡は

Eρi=EPj=O 

であり，例えば第 i企業の安定は

空主!./凸
dqi 、 v

によって定義されるであろう。このときヒックスに従い，条件論は完全安

定の場合と不完全安定の場合とに分たれるが，われわれは先ず後者の場合

から論じる。

均衡点近傍における qiの微少なる変化に伴う均衡体系の反応は，他の

すべての j がそれに応じて再び新し~、均衡を保つ如く調整を完了したこ

とを前提とすれば，次の形に於て之を示し得る。

-297ー



主主iーで些逮idqt 
dqi i dqt dqi 

d主i-"o'壁益生f-()
dqi i dqt dqi ~ 
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警=0は言う迄もなく jに関する前記の条例示すものである。之より註5

dE‘ --を求めれば，
dqi 

dEPi_F 
dqi Fii 

である。但しここに

F=(芭盈ι盈ヰ}
¥δ(q;， qj) } 

(i， j=l， 2，…， m) 

なる行列式であり ，Fiif土その第 u要素の含む余因子である。然らばこの

ときの不完全安定条件は

まくO
なることと同一である。完全安定条件はヒツクスにおけると同様の論理に

より明らかに，F の主座小行列式が交互にその符合を変えることと同一
註6

である。

このわれわれの安定条件論は形式に於てヒックスのそれと類同的である

が，その内容に於ては全く異る。ヒックスに於ては純粋競争仮定に基く企

業者を前提とする市場の相関に関する安定の条件論であったのに対し，わ

れわれのものは独占的競争仮定のもとでクールノー的ノfラメーターを使用

する独占競争的企業行動を含んだ企業の全般的相関に関する安定の条件論

である。 トリファンは既述の如く企業中心の一般均衡論的方法を採用した

のではあるが，彼にはかかる形での安定条件の考察が欠けている。われわ

れの試みはこの欠陥を補わんとするものであるが，繰り返し述べた如くわ

れわれがここに論じた世界は トリファンの場合の如くにそれ以上の構造
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を有せずして全社会経済に同一視されるのではなくして，更に之がその上

位均衡との関連において，種々なる構造的規定に服しつつあるものである。

われわれはこの点に於てトリファンを離れたので、ある。ここではかかる構

造的規制に従属した場合の企業聞の一般均衡論的栢関の場を特に抽出し

て，その安定性をヒックスの手法に従って吟味したので、ある。

掠て再びさきの方程式群(D)に立戻る。その第一式は

y;= 'LTtJi 
IEa 

であったが，他方(c)群第一式により

Ys= 'L y; 
αεs 

(A)群第一式により

y= 'L p. Ys(Ps，れ='LYs=PX
Aεs 

であるから，結局

x=よ=HF(争)
なる関係が総体均衡に於ては成立するであろう O これが個別企業生産量を

国民生産高に結びつける方式となる。他方又同じ関係から

Ys(Ps， }ハ
1= 'L~ゴー='Lds

Ys(Ps， }ハ K
但し ds=ょす一 or Y 

を得る。ここに dsは第 S産業の社会総生産物に対して占める相対的比重

を示すものであり ，'Ldsは従って産業分布の姿を示すであろう。仮令同一

量の社会資源が雇用されるにしても，それの各産業への流れの様相 ('Lds)

の差異により，それから得られる生産物の構成並に数量が異るのみでなく，

それにより実質生産物の大さが異ることは寧ろ常識の教えるところである
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カl，われわれの上の方式はこの点を明示して X 乃至 Y を論じ得しめる

ものである。ケインズはその所得論を展開するに当り，諸産業の相対的大
註7

さを所与としたが，それは一つの暫定仮定でなければならなL、。産業分散

の形は上の如くにして， 之を考察のうちに加え得るからである。尚同ーの

関係が雇用の面から

1=工会='Ld;

の形に於て考察可能であることも明白である。

われわれは今や(A)，(B)， (C)， (D)を全体的に綜合し得る立場にある。之は

簡単に既述の体系を列挙して次の如きものとして示されるであろう。

Y=PX 

X=X(N) 

dX W 
dN P 

N=N(ltつ

M=kY 

Y= 'L Ys 
seS 

N= 'Lns 
sεS 

五=p.Ys(Ps， y) 

Xs=p.Xs(Ps， ltつ

Ys=Xs 

dXS_ UT  
dns 口

Ys= 'L r. 

(s=1， 2，…， S) 

(s=1，2，…， S) 

(s=1， 2，…， S) 

(s=1， 2，…， S) 
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ns= ~n~ 
aEs 

Y';=p;-Y~(P~ ， PS' y) 

qa-E -
Ps 

C~=C~(q~) 

空豆一笠;
ðq~ dq~ 

dY';でW
an:H 

yi=ZMz 
sεa 

n~= ~ni ，Ea 

qi=qi(Pi， Pj， P~ ， Ps， y) 

Ci=C;(qi) 

車担ι笠i
dq; dqi 

mj;T;=tj 

包担ヰ-UT
dn; 

結 び

(a=1， 2，…， a (s)) 

(α=1，2，…， a (s) ) 

(a=1， 2，…， a (s)) 

(α=1，2，…， a (s) ) 

(a=1， 2，…， a (s)) 

(i=1，…， m) 

(i=1， …， m) 

(i=1，…， m) 

(i=1，…， m) 

(i=l， …， m) 

われわれは勿論各ブ、ロックの制約条件式に順次前後のブロックの関係式

を代入することにより，何れかのブ、ロックを中心にして全社会経済の構造

を把握する構想が可能であろうことを予想し得る。併しその何れの段階の

ブロックが特に有用であるかを一般的に指定することはできないであろう

しその時にも猶われわれが示した如き二重構造，むしろ多重構造的理解

がその根底にはなければならぬ。極く単純に各ブロックを積み重ねて全社
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会経済機構の構成を示す形式を選ぶ所以である。われわれは序章に於て提

起した経済価値論の議題は，斯くの如き階層的な理論の構成によってのみ

充全に果され得るものと考える。

唯われわれは最初に注意をした如く，本来独占的競争の世界一一そして

之がマーシヤルが念頭に置いたものだと考えるのであるがーーはチェムパ

レンにより特に明快に解明された如く，決して価格的関係を通じてのみ相

互に規定しあい，競争し合うものではなく，寧ろ彼のし、う非価格的競争の

関係を通じての相関こそが重視されねばならぬ世界である。そしてそれの

存在が仮令静態論的均衡論の境界を正に破る如き性格を有し動態分析を用

L 、ずしては結局は解明不可能なるものであるにしても，われわれは均衡の

理論の枠内ででき得る限りは之をも考慮に加えて論を展開すべきであった

が，経済理論の現状も未だその理論化の完成に至らず，われわれも又僅か

にその一部を個別企業の均衡に関して触れうるに留まった。これらの諸側

面を積極的に一般均衡論的方法を用いて考慮した経済構造の理論と，その

必然の系としてのその水準での動態理論の展開は今日未解決の問題として
註8

その必要が痛感されるところである。不幸これらの問題が本稿に於ても論

ぜ得られなかったことは残念である。

併しそれにも拘わず，われわれは価値論の現状を整理し，価値論本来の

使命に鑑み，それはいかなる方向に於て再構成さるべきかを明らかにし，

その一つの試みを示した。それは社会価値論と個別価格論との綜合の形を

とり，マクロ的所得分析とミクロ的価格分析を懸け渡すことによりその綜

合化一ーその失々にそれぞれの分野と位置を確保せしめつつーーを可能に

する如き形をとるものであった。序章に於て示した経済価値論の課題は，

現実接近をねらう独占競争理論の貢献を含みつつ，この理論の守護神であ

るマーシャルの精神に則って一方では産業的立場を確保しつつ，他方では

産業間の相関の形における一般均衡論体系への発展を目図しつつ一一これ
註9

はともにマーシヤルの真髄であったーわれわれの如き方向をもってエラボ

レートさるべきものであると言わなければならない。
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第3章脚註

第 1節

1.この個別市場は事実一企業のみからなるフェルナーの「一企業群」であって

もよL¥ 

2.アルントは之を Prinzipder Preisgleichheitと呼んでいる (Arndt，op. cit.). 

3.第二部第一章第二節で論じた所を参照のこと

4. Cf. Heuss， op. cit.， S. 169. 

5. Cf. Helmut Arndt， Anpassung und Gleichgewicht am Markt， Jahrb. f. N. 

o. u. S.， Bd. 170， Hft. 6， SS.441-442. 
6. Cf. ibid.， S.447. 

IP-MC¥ 
7.いわゆるラーナーの独占度はそれである l一一ーニ).A. P. Lerner，“The C ¥ P } 
cept 01 Monopoly and the Measurement 01 Monopoly R脚 er，"Review 01 

Economic Studies， Vol. 1， 1933-1934.若し， MCを競争価格(但し数量の函

数)として考えれば独占価格と競争価格の差を以て独占度を測る一般的方式

が可能となろう.

8.一企業一生産物なるチェムパレン仮定のもとではこの種の問題が排除される

と言わなければならない.いかなる場合に結合生産が有利とされるかの一般

的理論については，拙稿「生産函数の構造J，広島大学「政経論叢J，第四巻

第四号(昭和30)参照.

9. J. R. Hicks， Value and Capital， pp.33-34. 

10.以上の分析自体が之を示すであろうが，更には Arndt，op. cit.， S. 444.参照.

11. Cf. Arndt， op. cit.， SS.437ff. 

12. この市場参加者が夫々に個別市場については独占者であることから，産業代

表企業が，市場需要曲線の全範域にわたり常に自由競争者的態度に終始する

ことは考えられぬ.われわれはさきに潜在的独占度を需要弾力性に関わらし

めて説いたが，その独占度に応じて，われわれの論じつつある社会市場には

可成り著しい価格差別化が行われている.問題を均衡点近傍に限定する所以

である.

13. Schumpeter， History， p. 836. 

14. Marshall， Principles， pp.853-854， pp.855-856.; esp. p.856. 

15. Memorials of Alfred Marshall， ed. by A. C. Pigou， p.417; Refered from 

Schumpeter， op. cit.， p. 836. 

16. Schumpeter， ibid. 

17.特にワルラス的にというのは，最近 LinearProgrammingの進展に伴い，

単に未知数と方程式の数の一致することだけでは，経済的に有意味なる解は
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保証され得ぬことが強調されるに到ったからである.通常は勿論有意味なる

解が得られるものとの前提をおくのである.Dorfman， Samuelson and 

Solow， op. cit.， Chap. 13， esp. pp. 375ff.を参照のこと.

18.但しわれわれは，われわれの函数形を既述の形にとったので，マーシャル条

件を形式通りには用い得ない.その逆函数を用いるべきであるが，之は一義

に存在することを仮定するのでなければならない.

19. Cf. Marshal1， Principles， p. 345. 

20. Hicks， op. cit.， p. 62， n. 1; pp. 83-85. 

21. Cf. Marshal1， Principles， p.457， n. 1. 

22. ここに一応というのは，それがその上位市場の均衡をまって確定すべき一部

のものをパラメーターとするが故である

23. Cf. J. H. Wo!f，‘'The Representative Firm，" Economic Joumal， June 

1954， p. 348. 

第2節

1. J. M. Keynes， The General Theory of Employment， Interest and Money， 

Lond.， 1936. 

2. ゆ}， P2，…，ム，・・，Pmlはこの価格の配列の中でρ，は欠けていることを示す

ものとする.

3. M. W. Reder，“Monopolistic Competition and the Stability Conditions，" 

Review of Economic Studies， Vol. 8， 1941， pp.121ff. 

4. Lρ~qj= .L mji/JI/j なる工mρ
1ε Jea 

勿論これのみでは条件不足でありこの分布は決定し得ない.それは他の事情

をまってのみ確定するにすぎないけれども.

5.塑!-並Ld些i
dq， -dq，守q，'

迎 i=並i-d;i並i=m;;坐I-d;坐ietc. 
dq， dq， -"dq， "'l'dq， -"dq， 

である.但し mii=l;又 δは Kronecker'sdeltaとする

6. Hicks， op. cit.， Math. Appendix; Jacob L Mosak， General Equilibrium 

Theory in Intemational Trade， Bloomington， 1944.参照.

7. J. M. Keynes， The General Theory， Chap. 18. 

8. Chamberlin， Towards， p. 11. ["疑いもなく，独占的競争を以てする一般均衡

モデ、ルの展開の仕事は今後なさるべきものであるJ. これが静態論的モデ、ル

に関する限りにおいて，われわれは一つの試みを与えた.残されたるものは

その動態化である

9. Schumpeter， History， p. 975 & p. 836. 
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第 1附録論文

企業者行動理論について

1 問題提起

経済学における有意味なる命題はーに極大(小)原理と安定条件とから

導出せられるものであることは， Samuelson の権威をもって断定せられ

ている様に，数学的思考方法をとる経済学の基本の立場である。企業理論

もこの経済学の枢要な構成部分としてその例外ではない。しかも企業理論

においては，その主体たる企業者は「純粋」に利潤極大化の動機のもとに

行動するものであることが仮定されているのである。換言するならば，企

業者の極大にしようとするものは貨幣利潤であり，これが極大化の原理こ

そ企業者行動の合理性であることが，従来の企業理論における一般的な

presumptionであった。

この presumptionは近代価値論がより現実的，かつより一般的な理論

たろうとして展開したいわゆる「不完全競争理論」においても，又価値論

動学化の過程においても，殆んど揺るぎなきものであるかに扱われてきた。

例えば「不完全競争理論」の創始者と言われる]. Robinson， H. M. 

Chamberlin共に，不完全競争仮定のもとにおける企業者行動の動機が本

質的には豪も自由競争仮定のもとにおけるそれと異るものでないことを特

( 1 ) P. A. Samuelson， F.仰 ndationsof the EωnomicA仰か'sis，Cambridge， 1948， p. 5， 

etc. 

(2) 厳密には Robinsonの imperfectcompetitionの概念と Chamberlinの

monopolistic competitionの概念とは一致しないと言われる.特に Chamberlinは

この差異を強調する.併しここではこの両者を含めて「不完全競争」と呼ぶ.

Joan Robinson， The Eo側 O問問。iflmperfect Competitio叩， London， 1933， E. H. 

Chamberlin， The Theory of Monopolistic Competition， 6th ed.， Cambridge， 1948を

参照のこと.
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に強調しているしこの二人の開拓者たちの方法論が特殊均衡論のそれで

あったことを鋭く批判する R.Triffin もこの行動動機に対しては何らの

非難をも加えていない。一般均衡論的立場にたつ経済動学理論においても

事情が異ることのないことは].R. Hicks， P. A. Samuelson等々の著作に

おいて明白である。

この様な presumptionがし、かなる思想史的淵源から生じてきたかは，

それ自身として重要なるテーマであり，経済学説史ないしは経済学方法論

の究明すべき課題であるけれども，それが夫の有名な homooeco仰 m仰 s

の仮定と無縁でないことは明白であろう。このいわば真空中における (in

vacuno)経済主体の行動原理を主張とする経済理論が勢い強い現実遊離の

非難を浴びるに到ったのも又当然であった。このことは特に伝統的価値論

の現実化を狙いとする「不完全競争」理論にとっては致命的とも言うべき

制約を課すものでなければならなかったのであって，現実における経済合

理性はし、かなる形のものであるのかという自己批判は当然、「不完全競争」

理論の分野から発生すべき運命にあったけれども，この反省の成果は畢寛

E. S. Masonによって次の如くに約言された， I多占の理論が制度派経済

学への入場券であるとは，まさに適切な言葉である」と。即ち経済主体に

関するこの様な純粋合理性仮定に対する批判は，結局は，それを基盤とす

る純粋経済学体系そのものに対する批判を形成するのである。併しながら

不幸にしてかかる超越的批判は，その現段階をもってしては，均衡論者一

般を納得せしめるには到っていなし、。それが均衡論者の偏見に基因するも

のであるか否かは別として，この傾向が「ある暖昧な『制度的』ないしは

『経験的』傾向への逃避」と目されていることは事実である。われわれが

(3) R. Triffin， Monopolistic Competition and General Equilibrium Theoη， Cam-

bridge， 1941. 
(4) E. S. Mason，“Price and Production Policies of Large-sca1e Enterprise"， 
American Economic Review， March 1939， Proceeding， XXIX， pp. 64-65. H. S.エ

リス編，都留重人訳監修 「現代経済学の展望」ー理論篇II，B. F.へイリー 価

値と分配， p.30より引用.
(5) Triffin，ゆ.cit.， p. 17. 
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ここで，右の如き純粋経済学体系そのものの方法論的批判・克服を試みる

のはその任でもないしその処でもない。唯しかし理論の現実接近化を

問題としてその方向へ一歩を踏み出した「不完全競争」理論が，自己自身

の方法(均衡論)的枠組みの内部において，在来仮定されて来た純粋な経

済合理性の仮定に対してなさうとする附加的修正の試み一ーその一つが実

に「安全性動機Jsecurity motiveへの認識であるーーは，均衡理論自身

としても決してこれを看過し得るものではなく，寧ろ積極的にこれを自己

の体系内に摂取しなければならないものであろう O 勘くともこれに対して

眼を掩うことはできない。本稿においてわれわれは企業者行動の理論に関

し， I不完全競争」理論的立場から提案せられている企業者行動の合理性

についてのーの附加的修正要素としての「安全性動機」の問題を稽一般的

な形において考察し，この動機 若しこれが是認されるとするならぽ

ーーの導入によって，在来の貨幣的利潤極大化に基礎をおく企業者理論は

どの様な変容を受けるかの一端を尋ねてみ度い。但しその為めには，予め

この問題について過去に提出せられた見解の若干を概観しておくのが便利

である。

2 r安全性動機」に関する在来の所説
Rothschild -Machlup-Boulding 

われわれは前節において極めて概観的な形において自らの問題に方向を

与えた。併しながら果して一体「安全性動機」の問題は「不完全競争」理

論に特有のものであって，完全市場を前提とする伝統的競争理論にとって

は，無関係な，従って後者の理論体系にとっては顧慮する必要のない要因

なのであるか。換言するならば， I安全性動機」なるものは市場の不完全

化に伴うものであって，ーと度び市場が(仮定的に)完全になるや否や，

消滅すべきものなのであるか。われわれはこの問題に関心を集中すること

によって，一つには「安全性動機」と言われるものの本質が何であるかを

見定めることができるとともに，一つには「安全性動機」と言われるもの
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の， I利潤動機J(利潤極大化のそれ)と対比した場合における，ウエイト

ないしは地位を定めることができるであろう。

ところで「不完全競争」理論の含む問題分野は実に多岐であるけれども，

この方面における最近の最大の理論的貢献の一つは明らかに多占 (oligopo-

ly)の理論的展開であった。多占問題の困難は Rothschildの指摘する様

に， I企業が市場〔構造〕要因そのものを変化せしめる力をもった積極的

動因となる」ところに存する。このことの結果として多占の問題は解の不

確定を含む。例えば多占者AはA自身の行動の結果として敵対者Bについ

て予想する反応一一この予想は可能的には無限であろうーーに自己の行動

を基づけねばならぬ。それのみではない。 Bの反応につLてのAの予想が

正しいものであるか否かについても別個の考慮が必要である。この様な錯

綜の上に解は如何にして確定し得るのであるか。「安全性動機」の提案は

この様な多占理論の困難に対処する一つの考案として Rothschildによっ

てなされたのであったが，併しこの動機は如何にしてこの要請に答えよう

とするのであるか。 Rothschild の基本の立場は彼自身の次の言葉が最も

端的にこれを示すであろう。 I~多占的戦争の原理』とも言うべきものにつ

いて手引書を書くことは，価格理論のこの分野で新しい方法を開拓する上

において極めて重要な一つの試みと言い得るであろう……」。かくて多占

の問題は勢力と地位との獲得闘争に関する理論と見られ，それを支配する

原理は，われわれが標語的に闘争極少の原理とも名づけることのできるも

のとして，提出されている。即ち「こうした闘争には多大の費用がかかる

ので大抵の多占者はこれを極少にしておかうと努力するであろう O 彼らの

正常的な欲求はできるだけ安全な地位に自らを保身しようとすることであ

(6) K. W. Rothschild，“Price Theory and Oligopoly，" Economic fiωrnal， 1947， 

reprinted in Reading宮 inPrice The01ツ ed.by A. E. A.， London， 1953， pp. 

440-464. (以下 Rothschildについての引用頁はすべて Readingsのそれである)

p.446. 

(7) Rothschild， ibid.， p.450. 
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る……Jo I……この安全性動機に対しては，今まで斯くも長い間利潤極

大動機が占めて来たのと同じ地歩の誇りを与えるべきである」。

ここに Rothschildによる「安全性動機」の導入がある。併し以上から

察知せられる様に，彼にあってはこの安全性は専ら多占市場における各企

業者の特異なる対市場態度にかかわるものである。市場が完全であれば，

定義によって，多占的要素は存在しない。市場の均衡は各経済主体の意志

的支配の外にある力によってのみ決定せられる。かかる場合においては「彼

単独では自己の地位を安全に守る様なことを何一つ為し得ぬ程に圧倒的な

力」として市場の状況が作用するために， I安全性の問題は起り得なL、」

から， IC短期〕利潤極大化が価格の動きを説明するのに正当な一般法則と

なる」。

これに拠ってみれば Rothschild の言う「安全性」は，“strugglefor 

position"あるいは“strategy" そのものの別名に過ぎないかの如くであ

る。若しそうであるならば，この「安全性」なるものは恐らく伝統的価値

論が経済的要因と考え来ったもの以外の 一切の要因を包括的に表示する

漠然たる一般的名辞に堕する危険を多分に有するものと言わなければなら

ない。一般に純粋経済学と言われるものの目標は最少数の仮定から論理必

然、的な一般的帰結を求めようとすることにある。この最少数の仮定の含む

ものが，この科学の意味する経済的なるものの範囲であり，この場合に経

済学が一つの問題を解き得たと言う時のその意味は，この経済的なるもの

の枠内で一一逆言すればこの枠外のものを与件としてこの与件にまで一一

因果の関係を満足に跡付け得たということである。ある問題が(例えば多

占問題の如く)不確定とL、う場合にもその意味は如上の線に沿うてこれを

解釈しなければならなL、。 Rothschild の如くに，在来の与件なるものを

「安全性」という，漠然たる便宜的呼び名をもって一括表示して之を経済

(8) Rothschild， ibid.， p.453 

(9) Rothschild， ibid.， p. 452. 

(10) Rothschild， ibid.， p. 451. 
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学内部に持ち込み，これにより問題の不確定性が解決されたかに誇ること

は問題の解決ではなくて，寧ろ問題の回避であるであろう。現実の具体的

事例においても多占者の行動が決定不能なることを純粋経済学としても主

張しようとしているのではないであろう。事実現実においては多占者の行

動は各種の考慮を払うことによって，常に(主観的には最良の形において)

確定されているのである。若し然うでなければ，現実の行動者は行動者た

り得ないからである。併しこの現実に照らして，純粋経済学的な経済的要

因以外のものを残浮一括的に「安全性」に取り纏め，問題の解の確定性を

説くことは，砂くともこの「安全性」と「経済的なるもの」との間の必然、

的因果の関係が明らかにされ， r安全性」そのものの経済学的決定の論理
が提出されるのでなければ，純粋経済学者を納得さすことはでき得べくも

ないのであるが，不幸にして Rothschildにはかかる試みが以下述べる様

に完全に欠けていると見なければならないのである。

確かに Rothschildにおいても「安全性動機」と「利潤動機」との関係

らしきものを論じた箇所はある。併しそれは唯単にこの二つの動機が時に

平行的なることがあり，時に背反的なることがあると言うに尚まり，この

二つの問題に相互依存の関係があり得るか否か，若しありとすればそれは

如何なるものであるかの点は無視されている。これは恐らく一つには「安

全性」の問題一一対戦略欲求の問題を彼が価値論における「不規則性」の

要因とみることに基因することであると思われるけれども，それにしても，

「この『不規則性』の若干をより首尾よく，しかもより一層体系的に取り

入れるJとL、う彼の本来の目的は，膏言葉の上のことに断ったかの観があ

ることは否めなし、。事実彼が「安全性動機」を実際に価格論に組入れるに

当って彼は，この動機の作用を多占者が課し得る価格の上限，下限の決定

要因と見， rこれらの限界と，又その産業で彼が引続き地歩を保ってゆく
のに不可欠だと彼の考える極少値との範囲内で，多占者は彼に極大の利潤

(11) Rothschild. ibid.， p. 441. 
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を保証するであろう価格を申し出でるべく努力するであろう」と言う。そ

の結果として彼の与える価格決定方式は「コスト+利潤」の方式 (l、わゆ

る full-costprinciple) である。コストに加算さるべき利潤は，彼によれ

ば， I多占者の地位の強さによって主として決定」せられるのであり，こ

の方式こそ「多占をまじえた独占的競争……とL、う市場状況の完全に論理

的なる帰結」であると断定されるのである。併しながらこの際，何故にこ

の「安全性動機」なるものは右の様な(ある巾を定めるという)作用様式

をとるのであるか，その合理的形式はいかなるものであるのか，又この時

何故，そして又如何にして「利潤動機」の作用形式は full-cost方式たら

ざるを得なし、かについての，論理的追求は決して徹底的ではない。第一点

について彼の説くところは次の如きものである。「つけられる価格は im-

personal な市場力の機械的結果でもなく，又不断に変化してゆく四囲の

情勢への不可避的適応でもなくして，戦略的政策の表明である」ことから，

この場合には硬直的価格維持政策が採られる傾向があり， I価格は競争者

からの報復を喚起する程に低くあってもならず，新しい参入者を喚びおこ

す程に高くあってもならないのであり，消費者のひいき good-will を維

持すると思われる範囲内になければならなL、」。併しそこには何ら正しい

戦略の決定とその workingについて説かれたるものがない。他方第二点

についても，これと軌をーにして，膏「彼が永続的に存在し続けることを

可能にししかもそうするだけの価値あらしめるためには，彼は砂くとも

その予想の費用を回収するだけの価格を目標にしなければならぬであろ

う」と説かれるに尚まる。明らかに限界原理は必ずしも長期的欠損を含む

ものではない。唯これだけのことからは“full-costprinciple" は到底確

(1司 Rothschild，ibid.， p. 454. 

(13) Rothschild， ibid.， p. 454. 

(14) Rothschild， ibid.， p. 455. 

(15) Rothschild， i・bid.，pp. 453-454. 

(16) Rothschild， ibid.， p. 454. 
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立され得ない。併しこうは言っても，以上の如き Rothschild理論を通じ

て，二つのことに注意することができる。第一は「安全性動機」の作用の

仕方が「利潤動機」の作用の方式と全く異るということであり，第二は「利

潤動機」の作用の仕方自体が，恐らく「安全性動機」存在のために，限界

原理から逸れてくるということである。

以上企業論理に「安全性動機」を持ち込み，伝統的「利潤動機」の作用

に重大なる限界を認めようとする見解の代表的なるもののーっとして

Rothschild のそれを概観した。併しこれが安全性についての唯一の見地

であろうか。本来安全性に対立する概念は危険性のそれでなければならな

L 、。この危険性の存在を直ちに多占的要素の存在に基因するそれに等置し

てゆくことはーの飛躍ではないであろうか。それに先だってより根本的に

は，動機理論における予想の確実性の欠除一般，即ち不確実性一般の存在

を許容する場合に伴う危険要素が認識されなければならない様に思われる

のである。事実 Rothschild自身も「不確実性の問題，従って安全性欲求

を生ぜ、しめる正にその要因」と述べている様に，彼においてもこの不確実

性こそ安全性欲求の原因であったのである。とは言え，彼の場合にはこの

不確実性は余りにも多く多占要素との関係において語られる為に，より一

般的な，又より基本的な不確実性への分析が隠蔽される結果になっている。

この意味における不確実性一般に対する忌避としての「安全性」欲求は，

必ずしも多占市場に特有のものではなく，予想の確実性を欠如した動態的

市場には常に必ず存在すべき筈のものである。いわゆる主観的不確実およ

び危険の問題であり， Tintner， Alchian等が積極的に「利潤動機」を否定

するものとして説くところである。即ち彼らによれば，予見が不確実なる

(17) Rothschild. ibid.， p. 451. 

(18) Gerhard Tintner，“The Theory of Choice under Subjective Risk and Uncertain-

ty，" Econometrica， Vol. IX (1941)， pp. 298-304. Armen A. Alchian，“Uncertainty， 

Evolution， and Economic Theory，" Journal 01 Political Economy， Vol. LVIII 

(1950)， pp. 211-21， etc. 
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場合には， I利潤極大化」の行動原則は特定化し得ベき行動の指標として

は無意味である。かくてここでは「安全性動機」は「利潤動機」に対し併

存的にこれを補足するのではなく，逆にこれを呑吐するのである。こうし

た Rothschildよりも更に一層徹底した議論に対し， Machlupは賛意を表

しない。彼は「利潤極大化」ということを柳か解釈し直すことによって，

仮令不確実性を許容するとしても「産出高および価格調整者としての企業

に関する理論に対しては何らの害をも与えぬ」理論を樹立し得るとする。

如何にしてであるか。 Machlup の極大は今や「可能潜在的成果の最適分

布を伴う行動の選択」と解せられるのであり，今や極大にされるべきもの

は単に貨幣的利潤のみではなく，非金銭的なものを含むものとなる。かく

て「利潤極大と L、ぅ公準は損失の危険をも包含するものであって，事業運

営者の最も典型的な反応を説明するのには充分である」とされるのであ

る。即ちこの場合には仮令「安全性動機」の存在することを認めても，理

論は本質的には何ら影響せられない。「安全性動機」が特別の考慮を要求

するのは唯多占市場においてのみである。けだし Ipolypolist (one of the 

“many sellers" の意一加註〕に利潤極大を約束するその同じ政策が同時

に彼に極大の安全性を与えるO ……完全独占にあっては売手は絶対に安全

である。……併し不完全独占者はそんな恵まれた状、況にはなし、」からであ

るが，併しこの動機を分離的に扱うか，或いは(例えば危険要素への顧慮

を長期利潤極大化なる動機中に含ましめて)一ケの動機で論ずるかは， I晴

好又は思考慣習の問題」であって， I同じ事実の集合を函長化する多数の，

種々なるモデル」の違いに過ぎないとい 42:)この様にして「安全性動機」

の作用領域は再び多占市場に限定せられるのである。併しこの Machlup

(1司 Fritz Machlup， The Econo倒的01Sellers' Comμtition， Baltimore， 1952. 

(刈 Machlup，0，ρ. cit.， p. 54. 

(21) Machlup， ~ρ. cit.， p. 53. 

(22) Machlup， Op. cit.， p. 425. 
(23) Machlup， 0.ρcit.リ p.427.
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の所説に対しここに一つの疑問がある。即ち Machlupが多占市場に関し

て問題とする「安全性」は予想の不確実に関連するそれではなく(彼が

Sellers' Competitionの前半で問題としたのはまさにこれであった)，寧ろ

市場における地歩の喪失に関連するものであるかに思われることである。

と言うのは，右に引用した p.425の句に直ぐ続いて彼は次の様に言って

いるからである， r彼〔不完全独占者〕は実際自己の安全性を求めなけれ
ばならないのであって，彼の金融的地位並に市場における地位を保全する

為めにはより豊潤な利潤の機会を断念しなければならぬかも知れなL、」。

若しこのことが上の如くに解釈され得るならば， Machlup はその書の前

半と後半とにおいて同じ「安全性」なる名辞のもとで全く相異る二つのも

のを問題としつつ，ーを他にすり代えていると言うべきである。「安全性」

が市場における地歩保全の欲求であれば，それは定義的に多占市場に固有

である。われわれとしては Machlupが前半で問題とした対不確実性処理

欲求にこそ注目し，更に一応の視野を自由市場に限定しよう。この時「安

全性動機」が「利潤動機」と準独立 quasi-independentならずとする彼

の論拠は要するに利潤極大はそのまま平行的に安全性を与えるということ

にあると思われる。併しながら一体彼の言う貨幣的なるものと非金銭的な

るものとは如何にして同一次元に持ち来たらされるのであろうか。彼の言

う「可能潜在的成果の最適分布」は Tintner，Alchianの概念を借用した

ものの如くであり，それは結局は不確実性を確率論的に処理しようとする

一つの方法であると言うべきであろう O 若しそうであるとするならば，彼

が近代の確率論的に「確実性等価」を採用する不確実性理論に対して一般

的に与える非難， rこうした遺り方は問題点を定義的になくし，或いはそ

れを解決済みと決定することによって，困難を回避するものである」とい

う非難は，その侭の形においてではないにしても，実質的には又彼自身に

(24) Machlup， 0，ρcit.， p. 425. 

(25) Machlup， 0.ρcit.， p. 51. 

-314 



企業者行動理論について

対しでも妥当するであろう。仮令一歩を譲ってこの点に眼を掩うにしても，

非金銭的なるものを含んでの最適なるもの (optimum)の選択をもって貨

幣利潤の極大 (maximum)の選択と解することと，貨幣利潤の極大がそれ

と平行に (taripassu)安全性の極大を与えるということとは，論理的に言

って，同じ内容のことではない。前者の場合には極大にさるべき対象が既

に安全性に対する欲求を或る意味に於て含んでいるのに対して，後者の場

合には安全性は極大化の対象外にあって，しかも貨幣的利潤極大化の点に

於て極大にされているのである。われわれは蕗に Machlupにおけるーの，

見逃すことのできない混乱を見出す様に思う O 要するに Machlupの，砂

くとも自由市場に関する， r安全性動機」の重要性否定の論拠は，一つに

はその不確実性把握の仕方が本質的に経済的(社会的)不確実性の性格を

逸していると考えられる点に於て，一つには問題の二つの動機の平行性の

論証に不備なるものがある点において，必ずしも納得的とは言い得ないの

であるO

斯くその証明において不充分だとは言え， Machlup が自由市場につい

ても「利潤動機」との併存を認める「安全性動機」は，併し乍ら，これを

確率論的分布の選択として理解する以外に道はないのであろうか。これを

流動性選好にかかわらしめて把え，進んで企業理論に編み込もうとする試

みが実は Bouldingによってなされている。この Bouldingの見解は企業

理論における「安全性動機」の導入を，伝統的価値論と資本理論との交渉

の場でなさうとするーの試みとして，特に注目に値すると思われるので，

梢詳細にこれを跡付け，以てわれわれ自身の立場を見定める手だてとしよ

う。

Boulding は企業理論に関し何よりも在来分析の対象となってきた企業

なるものが，所得勘定以外の何ものをも有せず，貸借対照表も，資本の問

題も，従って更には動態の側面をも有しないことに重大なる不満を表明す

る。そこで彼は「企業理論の中心的分析概念として貸借対照表を導入し，

伊崎 K. E. Boulding， A Reconstruction 01 Eco担omics，N. Y.， 1950. 



独占的競争理論の研究

(2フ)

資産選好，就中選好資産比率によって測られるそれ，を導入」することに

よってこの問題に対処しようとするのである。これが Bouldingの根本的

立脚点である。この結果「古い『利潤極大化』の理論はこのより一般的な

選好理論の一つの特殊のケースとなる，それは唯当該個人に対する市場が

完全である場合にのみ妥当するものである。併し乍ら資産選好理論が『利

用』極大に関する一般理論と懸け離れたものでないことを理解しなければ

ならぬ」と言う。これによってみれば Bouldingが新たに提唱する「資産

選好理論」は在来の利潤極大に代えて，一種の利用分析の理論を置こうと

するものと言い得るものであり，この点では Paretoの企業論の一定の型

に従はうとするものである。併し「資産選好」なる新しい概念を包む利用

は勿論通例の意味での利用であることはできない。 Boulding は広義の利

用を「有機体が均衡にない任意のある位置において，極大に達していない

ある数量であるに過ぎな L、」ものと解するのである O ごこに於て

Bouldingの「利用」は単に極大にさるべき量 (maximand)の別名である

かの惑があり，この点 Rothschildの「安全性」と内容においてさしたる

差異のないものとなる如くにも思われる。併し Bouldingは， Rothschild 

と異り，この「利用」の具体的表示を「流動性」という経済的なるものの

うちに見ょうとする。但し彼はこの流動性を「一般的選好画数」の形で捉

え， しかもこの際時に無差別曲線分析に対してなされる反対論，即ち選好

(利用)画数が選好の状況をもって価格に独立と仮定することに対する反

対論を正当なるものと認めて，価格を選好画数の変数の中に導き入れるの

(27) Boulding， op. cit.， p. viii. 

(2司 Boulding，op. cit.， p. ix. 

(29) Paretoには独占者の行動を ophelimiteの極大をもって説かんとする代替的な

試みがある。 V.Pareto， Manuel d'Economie Politique， 2e edition， Paris， 1927， pp. 

594-595およびpp.616-617.

(3的 Boulding，op. cit.， p. 36. 

(31) Boulding， op. cit.， p. 83.彼の掲げる理由は二つ，ーは資産の貨幣価値は評価係

数に依存することであり，二は予想は価格の絶対水準に依存するものであるとい

うことである。
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である。従って選好画数は例えば次の如きものとして示される。

U='P(m， ql， q2，…， qn， tl， t2，…，九 (2.1)

但し m は貨幣の量，qi (i=1， 2，…， n)は第 i資産の量， ρzはその価

格である。この時彼のいう「選好資産比率JRi， Rmは夫々定義的に

R;=--.P..盆，'-- R_=一一竺--
! m+'LtflJ ' "m-m+写Pflj (2.2) 

である。後者の m+'Ltfljの値を前者に代入すれば

ぁー竺Ri-
qjRm 

これを(2.1)に代入することによって

U= U(m， ql， q2，…， qn， Rm， Rl， R2，…， Rn) (2.3) 

なる「一般的選好画数」を得る。但し'Ll号+Rm=1故，一箇の Rは他に

従属的である。 Boulding は更にこれを拡張して「選好比率自体が価格の

画数であると仮定し得る」とする。従って例えば

Ri=F;(ρ1，ρ2，…，九，m， ql， q2，…， qn) 

となる。

この「一般的選好画数」について予め三つのことに注意しておくべきで

ある。第ーはそこに含まれている資産の意味である。 Boulding の言う資

産は貸借対照表に掲げられる諸項目に他ならないが，分析の目的上この貸

(2.4) 

借対照表は会計学的貸借対照表よりも若干広義であり，その含む項目は「当

該企業の市場での地位に関する一定の勘定とそれの潜在的資源についての

一定の勘定」をも含まなければならない。かくて「貸借対照表と企業との

関係は恰も『状態』と身体との関係の如きもの1であって，貸借対照表は
当該企業の資産状態と構造とを詳細に記述するものとなるのである。こう

(32) Boulding， Op. cit.， p. 89. 

(33) Boulding， Op. cit.， p. 58. 

(34) Boulding， Op. cit.， p. 28. 

阿 Boulding，oρ.αt.，p. 27. 
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した考察により企業の資産状態は露わになるにしても，これはすべて

stockの概念であり，これに対し通常の利用画数における変数は flowで

ある。これが注意すべき第二点である。 Makower，Marschakも言う様に

「収益 yieldは flowsであり，資産は stocksである。収益は消費せられ

るが交換されることはなく，他方資産は交換はせられるが消費されること

はなし、」。それにも拘わらず Bouldingは敢て flowsによる企業分析を捨

てて，専ら stocksによる資産構造分析をとる。この為め消費の概念は通

説とは異ったものとならざるを得ず，資産の利用と資産の消費とが峻別せ

られる。後者は資産の破壊であり，経済活動の究極目標でも望ましいもの

でもなく，実に忌避さるべきものなるが故に，消費の原理は謂わば消費極

少の原理として表式化されると言う。即ち「ある一定の欲望を充足する種

々のタイプの資産の中から，価値単位で測って最も遅い率で消費されるも

のを，われわれは選び採ろうとするだろう」。

この特異なる選好画数は従来の利用画数との関係について確かに一つの

問題を残すものであろうが，在来一般的には選好画数を欠除していた企業

理論について導入さるべき画数の形としては，恐らく最も適当なる構成で

ある様に思われる。併し乍ら一体 Bouldingにおいて，資産選好比率九

の最適なる値は如何にして定められるのであるか，又この画数との関係に

おいて最少消費率は如何にして決定せられるのであるか。われわれは必ず

しも彼の説明に首肯し得なL、。 Bouldingは先に掲げた「一般的選好画数」

を導出するに当って， I選好資産比率」を利用画数に代入すると L、う形式

をとった。明らかに選好比率は価格の代用物に過ぎない。事実若し Ri，

R聞が定義的に(2.2)式によって与えられるものであるとするならば，価

格がパラメータであるとする場合，Ri， Rmは m，qjが最適に選らばれれ

(36) Helen Makower and Jacob Marschak，“Assets， Prices and Monetary Theory，" 

Ec仰 omica，N. S.， Vol. V (1938)， pp.261-288， reprinted in Readings in Price 

The01ッ， ed. by A. E. A.， Lond.， 1953， pp. 283-310.その p.284.

(37) Boulding， Op. cit.， p. 137. 
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ば効果的に最適になるべきものであって m，qjと相並んで「選好」せら

れる当の目的ではあり得ない。然、るに Bouldingにあってはこの比率がま

さに「選好」資産比率として述べられ，求めらるべきものであるかの感を

与える。尤も事実 Bouldingは時に Ri，Rmをもってパラメータと見ょう

ともしている。併し事実若し Ri，R聞がパラメータであったとするなら

ば， (2.2)式からのと m とはこのパラメータ Ri，R憎のl画数として解か

れる筈であり， (2.3)式の如く m，qj と並んで変数となるよりは，m， qj 

に対する制約条件として作用すべきものであろう。ところが他方

Bouldingは次の段階においては， (2.3)式の如く Ri，Rmを資産数量およ

び価格の函数であることを認めるのであって この時には「未知数各一

〔凡ないし RmJ について一つの方程式〔それが(2.4)である〕を附加す

る」ことによって，容易にこれを処理し体系を完結せしめ得ると言うので

ある。併し一体定義式(2.2)から得られる Riと(2.4)式によって求められ

る Ri とは如何なる関係にあり得るであろうか。 (2.4)の画数の独立変数

はすべて(2.2)式右辺に見られるものである。同じ Riが全く同じ諸量に

関し，一方では恒等式を充たし乍ら他方では又別の画数関係を満足するこ

とが如何にして可能であるか。このことは明らかに Riが Bouldingの体

系においては決してパラメータではあり得ず，事実解かるべき未知数でな

ければならぬことを示すであろう O

併しながら若し事実 Ri，R聞が解かるべき未知数であり， (2.4)は(2.2)

の一般化であるとするならば，そして Ri，R聞が(2.3)に(2.4)を附加して

解かれるものであるならば，Ri， R聞が利用画数(2.1)の中に入る余地はな

かった筈で、あるOけだし Ri，Rmは(2.1)の価格を(2.2)ーーその一般化(2.

仰) Boulding， op. cit.， pp. 56-57. 

(39) Boulding，op. cit.， pp.57-58. 

仰) Boulding も「選好資産比率の方法は一般化された無差別画数の方法と異った

基本的前提を含むものではない・…・それは単に，そこに含まれている画数の可な

り窓意的な単純化を示すに過ぎなL、」とL、う。 Boulding，O，ρ.cit.， p. 91. 
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4)ーーによって表示することによって始めて(2.1)中に導入されて， (2.3) 

となったものだからである。故に(2.3)に対して，未知数 Ri夫々に一つ

の(2.4)式を添加することによって体系の完結を望むことはできない。 (2.

4)式の画数関係 Fiは， Bouldingにあっては，与件的に与えらるべきも

のではなく，寧ろ選好画数(2.1)を通じて求めらるべきものではなかった

か。 m，qi， tjと Riの関係 Fiを附加的条件として天降り的に導入するこ

とは実は体系を完結せしめるものではなく，却って彼自身の真意を破るも

のであったと言わなければならぬであろう。

他方最少消費率決定の問題はどうであろうか。問題を生産に限定しよう。

Bouldingは生産の現象をもって，資産理論的に次の様に理解する， I生産

というものは一般的には，一又はそれ以上の種類の資産を，他の種類の資

産を破壊することによって，同時的に作り出すことを意味する……破壊，

即ち消費せられる資産が，生産せられる資産の『コスト』を形成するので

ある}と。従って彼においては企業論における消費はまさにコストであり，

これが極少原理に従うべきことは当然であるが この極少化の一般的方式

そのものは，限界利得(利用)と限界コスト(非利用)との均等として説

かれる。ところでこの場合におけるコスト(非利用)が資産の喪失と共に，

それの再獲得(生産)のための非利用をも同時に含むものであるとするな

らば，利用も又資産使用の利益と共にそれの保有の利益をも含むものでな

ければならないと考えられる。この様にして消費率決定の原理は夫々二重

の性格を有する利得と犠牲との限界における均等であろう。ところで一般

に企業の生産コストを論ずるに当っては資本設備部分のそれと運転資本部

分のそれとを区別し得る。前者のカテゴリーに属する資本の費用が可変費

たり得ることは既に指摘されているところであるが，費用を資産の消費(破

壊)とみる Bouldingの観点はこうした費用部分については文字通りに適

切であると言わなければならない。併し本来の運転資本部分については，

(41) Boulding， Op. cit.， p. 30. 

(42) Boulding， Op. cit.， p. 145. 
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若し生産要素の在庫を認めずとすれば，前記一般方式における利用併に非

利用の二重的性格は消滅するであろう。生産諸要素についてその在庫を認

める場合において始めて，それらは再びその二重的性格を回復し，一般原

理は文字通りに妥当することとなるであろう O 然るに Bouldingは企業の

総コスト画数を論ずるに当っては，コスト面における資産の変換を専ら貨

幣ストックを通ずるものと見，生産要素在庫の存在を捨象している如くで

ある。

Bouldingが若しその言うが如くに在来の「極大原則」に代えて， r資産

選好理論Jをもってし， r経済学の再建」を企てるのであれば，当然生産

物の在庫政策とともに，生産諸要素についての在庫政策をも理論の中に組

み入れるべきではなかったか。彼が生産物については，在来の理論が「生

産せられた財がすべて売られるものであるとする限定的な仮定」に立つこ

とを指摘し在庫の重要性を論ずる事実に照合し，彼が何処においても生

産要素の在庫に触れるところがないことは著しい片手落ちだと言う他はな

いであろう。この在庫を認めることによって，彼の結論にも若干の修正を

要すると思われるが，先す'われわれは彼の仮定にたって，その結論をみて

おかなければならない。

以上の如くにして Boulding的に企業のコストが何らかの形における資

産の消費であるとするならば，そのコスト画数の決定は(勿論生産画数を

その技術的制約条件とした上で)消費極少の条件に合致したものとしてな

されている筈でる。そこで彼は生産の機会曲線を「当該企業が生産によっ

てそれに移り得る貨幣と財貨との凡ゆる組合わせ」を示すものとして与

え，それの勾配を以てその財の限界費用と考える。従って Bouldingの言

う生産の機会曲線とは総費用画数に他ならない。そこで生産物価格を与え

る画数一一交換の径路ーーが与えられれば，市場が完全であるとする限り，

(43) Boulding， Op. cit.， p. 95. 

(44) Boulding， op. cit.， p. 101. 

(45) Boulding， Op. cit.， p. 96. 

321 



独占的競争理論の研究

生産の均衡はこの交換径路の勾配が機会曲線の勾配と等しいところで定ま

る。この時仮定によって交換径路は直線であり，均衡産出量は上記二つの

曲線の勾配に依存するのみであるから， r無差別曲線即ち選好体系に関し
われわれの樹てる仮定とは独立」であると言う o Bouldingが，既述の様

に，古い「利潤極大」理論の妥当領域を完全市場において見出しているの

もこの意味においてである。併し若し市場が不完全であれば，交換径路は

曲線を描く，即ち製品価格は砂くとも販売数量の画数となり，この場合に

はこれらの径路の包絡線の勾配が選好画数の勾配と等しく，かつ機会曲線

の勾配と等しいところで生産の均衡は成立する。故にこの時には均衡産出

量は選好画数に関して設ける仮定と独立であることはできない。ところで

この条件は，包絡線の勾配は限界収益，機会曲線の勾配は限界費用でこれ

らが均衡では等しいことを示すから，不完全市場に関する周知の限界条件

を充たしているけれども，この条件は包絡線と機会曲線の凡ゆる対応点に

おL、て成立しているものであるから，均衡決定条件としては充分でないと

される。これが一義の解を与え得る為めには，既述の仮定， r生産された

財はすべて売られる，即ちその会計期間中に在庫に変化がなし、」との仮定

が存在する場合のみであり，これが旧来の「利潤極大」理論が妥当する場

合である。斯くて Bouldingは蕗に旧来の理論の限界を認めて「初歩的分

析の説く『限界費用は限界収益に等しし、』とL、う条件が確定解を生むのは，

ただ全産出高が販売されるに違いないとする限定条件があるのによる。こ

のことは実に資産選好が課する限定の一つの特殊ケースを示すものであっ

て，こうした限定を凡て除去するや，利潤極大理論はナンセンスなものと

なる」と結論する。この様にして Boulding においても又， Rothschild， 

Machlupの場合と同様， r安全性動機」の限定的作用は唯単に動態理論と

いうのではなく，更に狭く不完全競争市場に極限されることになるのであ

(46) Boulding， Opαt.， p. 97 

(47) Boulding， Op. cit.， pp. 98←99. 

(48) Boulding， Op. cit.， p. 101. 
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る。

以上の如き Bouldingの理論に対してわれわれは既に若干の疑義を提出

して来たが，企業行動の合理性に関するこの結論的序述の中にも又疑問が

ある様に思う。 Boulding の機会画数(総費用画数)が生産画数を制約条

件とする貨幣と生産物との限界代替率であるにしても，その貨幣額が実は

生産コストであることの把握が，出発点におけるコストの資産理論的規定

にも拘わらず，徹底的でなく，単に非資産的要素に関する貨幣的費用のみ

が結局は問題とされているに過ぎない為めに，費用の側に真に資産選好理

論が取り入れられていない。その結果機会曲線の勾配としての，貨幣と生

産物との聞の，限界代替率と，一般的選好画数(無差別曲線)の勾配とし

ての限界代替率とが恰も独立であるかに扱われる結果となったのである。

コスト画数が生産物生産に伴う資産消費率を示すものとして，資産として

の生産要素の利用と非利用とを考慮、して確定さるべきものであるならば，

貨幣と生産物との聞の選好資産比率が変れば当然貨幣と生産要素，従って

又生産物と生産要素との聞の選好資産比率が変化している筈であり，この

時総費用画数，即ち機会画数は同一位置に尚ることはできない筈である。

ところが Bouldingがさきの結論を導くに当っては，常に同ーの機会曲線

を問題とした上で，旧来の「利潤極大」理論の，完全競争市場下での，全

面的妥当性を許容するのである。併し乍ら，若し上記の如くに選好資産比

率の変化が必然に機会画数をシフトせしめるものとするならば，この

Boulding の結論もその侭では到底認め得ないことは明白である。この限

りにおいては彼の不完全市場に関する結論も又修正を要するであろう。

Rothschild により唱道せられた企業の「安全性動機」の問題は，斬新

ではあったにしても，その論述が極めて大まかであり，殊に経済理論を軍

事的戦略をもって論じようとする試みは「より豊富な用語嚢とより大きい

類推の基」にはなっても，それ以上の何ものでもないとの非難を

Machlupより受けなければならなかった。併し当の Machlupの論ずると

(49) Machlup， The E.ωnomics 01 Sellers' Competiお仰 p.428. 
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ころも，主として，何らかの意味において確率論的思考方法を前提とする

点において満足すべきものではなし、。革新的にこの論点を経済理論に組み

入れようとする Bouldingの理論は，その意図において注目すべきではあ

るけれども，猶旦種々の疑を残すものである。併しこうした概観と批判を

通じ，われわれ自身の立脚すべき論地は十分整備されたと思う。節を更め

てわれわれ自身の信ずるところについて，若干述べてみ度い。

3 若干の積極的展開

一般に限界原理を中心とする経済分析において最も基本的で，且最も有

用なる用具の一つは無差別画数である。目下の課題である「安全性動機」

の分析に就いても，その出発点はこれに関する無差別画数，換言すればそ

の母体たる Bouldingの言う「一般的選好画数」にこれを求めることがで

きょう。特に今の場合には， I安全性動機」を認めるか否かが，この画数

を認め得るか否かにかかっている。然るに前節で、見た様に， Bouldingの

「一般的選好画数」導出の論理は幾多の点で非論理的である。故にわれわ

れは先づ何よりも，われわれ自身の「一般的選好画数」を定立する必要が

ある。われわれはそれを次の如くに考えるであろう。

「安全性」欲求の最も一般的，基本的性格は不確実性への忌避であるこ

とは，既にわれわれが見たところである。われわれの最も注目する

Bouldingは， Machlup等と異り，これを選好資産比率の形において捉え

ようとしたので、あるが，その時彼が考えていたものは普遍的な形における

流動性(liquidity)であった。然るにこの流動性なる概念が経済学におい

て始めて有効に使用せられた Keynes の場合，その本来の意味は「一期

間ある資産を自由に処分し得ることから得られる潜在的な便益，または安
(回)

全性Jであり， Keynesはその大小を流動性打歩で測ったので、あった。そ

して凡ゆる資産は，それが資産である限り，すべて何がしかの程度の流動

(50) ]. M. Keynes， The General Theoη01 Employment， Interest and M側 y，1936， p. 

226. 
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性を有する。ところでこの定義から直ちに分る様に， Keynes的流動性は

資産の保有が斉らし得る或る種の積極的寄与を言うものである。然るにわ

れわれが今問題にしようとし，又 Bouldingがもともと問題にしようとし

たものは，資産保有が有し得る積極的な便益性というよりは，寧ろ資産保

有が持つことのあり得ベき危険性である。思うに，一方において一資産を

有することが当該所有者(企業)の資産構成上の安全度に対して何がしか

の積極的貢献を有することと，他方それと同時にその保有が可能潜在的に

もつかも知れない損失の危険，将来の不確実性の故にそれに基いてその資

産が胎むかも知れない潜在的危険性とは，これを夫々別個のものとして認

識すべきものであろうと考えられる。この二つのものの関係は，恰も，投

薬が人体に対して有する関係に類比することが可能で予ある。投薬が患者に

対し当面の病気の治癒に関して有し得る積極的効果は一つのことであり，

その投薬がその患者に対して有することのある可き副作用の危険は又別の

事柄である。勿論投薬に際しては医師はこの二つの積極，消極の両効果を

勘案すべきであるけれども，この二つを併せて考えなければならないとい

うことが既に，この二つのものの独立性を証明するものと言わなければな

らない。資産保有ということも，正にこれと同様であり，それは積極，消

極，二面の効果を有するものと推断することができるのであるO そこでわ

れわれは， Boulding と異り，彼が資産の流動性とみるものを上記の消極

的(可能的)貢献としこれを潜在的危険性と呼ぶことにしよう。これに

対し資産保有の斉らし得る積極的貢献一一これをこそ本来の流動性と名づ

け得るであろうーーをば，紛らわしさを避けて資産保有の安全性と呼ぶで

あろう。そうするならば問題の企業に関する一般的資産選好画数はこの

二つの要素双方から合成せられると言うべきである。

ところで右の潜在的危険性そのものは各資産夫々についてその資産の性

質によって異なると同時に，問題としている企業者の将来に対する予想の

状態の如何に依存するものであるが，一定の時点(計画時点)においてこ

刷 Keynes，do， p. 240. 
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の予想の状態は所与と見らるべきものであるから，この関係は正に(2.4)

式の如きものによって与えられるであろう。併しこれは決して選好画数か

ら導カ通れるものではなく，選好画数と相並んでその関係は経済主体にとっ

て与件であり .Rj 自体の値は一つの未知数である。そして一般的選好画

数そのものは，この消極的貢献を内に含んで. (2.3)式の如きものとして

規定されるとするべきであるO 但し安全性の問題が本来不確実性に基因す

るものとして能動的であり，在庫の問題がもともと動態のものであること

に鑑み. (2.3). (2.4)はこれを夫々次の如くに書き更めておくべきであろ

う。

U= U(Q1r. Q2r.…. Qnτ• Qmτ• Q，口 .Q1τ+1.…， 

Qnτ+1. Q刑τ+1.Q.口+1.R 1• R 2• …. Rn. Rm. RJ 
Rj=R/Jhr. P2r.…，九τ，ρ1τ+1.P2τ+1. 

…九τ+1.iτ， ir+l， Qlr，…. Q.口+1)

Ci=l. 2.…. n. m. c) 
ここに Qjは第 i資産の量であるが，特に Q聞は貨幣の高.Qcは純貸

出し，純借入れを示す証券保有高とし，添字 T.T+1は相連続する二期間

である(経済的地平線 economichorizonを拡大して任意の v期間を問題

とするとしても，論理に変更はないので，ここで、は簡単のため T.T十1を

以て表示を行う。併し場合により τ，τ+1は任意 v期に亘る計画期間中

の任意の相隣る二期間と考うべきである)。更に iは利子率，尚 τ期が今

期であるならば. T十1期の経済諸量は言う迄もなくすべて予想値である。

右の一般的選好関係における大文字 Qiτは，さきに Bouldingについて

注意した様に，各財貨の資産としての保有高である。そこでこの Qjτ に対

応する各期の flowsを b で示すことにする。然らば定義的に

qjr=Qir-Qiτ-1 

であるが， qjr は明らかに二つの部分からなる。生産物については，産出

量と販売量，生産要素については投入量と購入量とがそれである。故に今

投入量を負の産出高，販売量を負の購入高と規定しておけば，生産物，生
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産要素何れに対しでも

qiτ=qir' +qir" 

である。但し qdは産出量(その負量，投入高)， qir"は販売量(その負

量，購入量)である。然、るに既にわれわれは Q町に関しては U画数のも

とで夫々選好度を有するものと規定したのであるから，qiτ も又厳密には

当然、次の如き選好度の変化を伴うものと考えなければならない。即ち

Qiτ-1は T期を今期とすれば与件であるから，Qiτ1を基準としてみれば，

U を使宜 U(QinQiτ+1， Ri)と略記する時，

U=U(Qiτー1+qinQ町一1+qir+qiτ+1，

Ri(Qirー1+qir，Qirー1+q町+qiτ+1))

である。qiτは Qiτを変化せしめる限りにおいて Uの変化を伴うのである。

qiτをqiτ，+qir"におき代えることによって，Uは更に qir'， qir"の画数と

もなり得る。この様にしてわれわれは flowsも又， stocksについて選好

画数を仮定する限り，選好性を担うものと見るであろう。このときの画数

を

U=U(Qir-1， qir' ， qiτぺqiτ+1'，qiτ+1ぺr;(Qiト 1，qir'， qiτぺqiτ+1'，

q町+1ぺρ打， ρ町+1)) 

と表わし得る。

扱てここにおいてこの一般的選好画数について若干の予備的概念を得て

おく。この画数において Uは資産保有量 Qiτ の増加画数であると共に，

潜在的危険性 Riの減少画数と考えられる。そこで今便宜一資産 Qτ につ

いてのみ考え，U = constantとおけば

ðU.~ . dU 
;:;; dQ;r+ ~;'dR;=O 
ðQjr~""Jr ' ðRt~'J 

dU 

.2L一一匹k.....o
・dQjr dU ~ v 

d}も

である。今更に i，j二資産を考え，Rが Qの!画数でもあることを勘案す
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れば，次の如き資産聞の擬似限界代替率を定義し得る。

dU . dU dRi . dU dR， 
一一+一一一~'+一一ニユ

dQir dQiτ dRi dQiτ dRi dQiτ 
dQjr dU..L dU dRi..L dU dR 一一十一一」十一一一」
dQir ' dRi dQiτdlもdQiτ

然るにこの分母子が共に正である範囲が第 i，j資産が夫々積極的資産で

ある範囲であるから，われわれが経済学的に問題とすべき限界代替率は負

のものである。これと全く同様にして，任意数の資産が存在する一般的場

合における擬似資産限界代替率を

dU . _dU dRb 
一一+~一一一...

dQir_dQiτ ;;dRk dQiτ 
dQir -(iU~U dR" 
Jr :::. + ~ 
dQ町 ;;dRkdQiτ 

として定義し得るであろう。ここに hは 1，2，…，n，m， Cに亘るとする。

而して命としては資産の中で，上記の意味での非資産となるのが最も遅

L 、資産をとるのが便宜である。一般にその様な資産は貨幣でなければなら
(53) 

ないから，以下一般にそうする。又こうすることにより，通例の無差別曲

線の場合と同様，この無差別曲線も又貨幣軸を裁ると L、う便宜をも得るこ

とができるであろう O

この限界代替率なる概念を用いる場合，純粋交換のもとでの最選好資産

組合わせは次の如くに決定せられる。第 T 期の期首の貨幣購買力の総額

は第 τ-1期末の資産保有高 Qjr-1を T期価格で評価したものと考え得る

から，それは ~PkτQkrー 1 C但し ρ桐τ=Tcτ=1)である。故に交換による機会

曲線は各期の割引率を Pτ，βτ+1C但し T期が今期である時は ι=1と定め

る)とするとき

Zβτ{ρkτCQkτー1-Qkτ)+iτQ口一d

+~βτ+1也前+1CQkr-Qkτ+1) +iτ+lQ.口}=o

(52) 耳馴れないこの言葉を使うのは，この限界代替率が dQ，町を将来引続き保有す

ることを考慮しない場合のものであることを示そうとするからである。

(53) Keynes， Op. cit.， p. 233.を参照のこと。
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従ってこれを条件式とする U極大の必要条件は， λを Lagrangeの未定

乗数とするとき.Qjrについては

dU . _dU dRb 
+1:一一一」 λ(β合一β+前什1)=0 dQjr ' 7:dRk dQjτJT  PT-rJ..YJ 

である。特に ρmτ=ρ附 +1=1なることによって

dU . _dU dRh 
+1:一一一」
aQiτ 'kdRk dQiτ dQmτβJJir-β什 lPir+1
dQ ， ~ðU δRj，- dQiτβτ一βτ+1
+1: 一一一一 J 

dQmr ' 7: dRk dQmτ 

故にこの共通比を α とするならば.dQjτ • dQmτ を引続き保有するとする

時の限界代替率を

千αQmtp恨めt丸山1+1)

EαQjl 1:(βt一β1+1)

として定義しうる。期を異にするものの聞の真正資産限界代替率も同様で

ある。この概念を用いて言えば各期の資産はその期の貨幣保有高との真正

限界代替率がその期の予想価格に等しくなる様に保有せられる。特に

τ+1期を計画最終期間として.Q，町+1.Q.間τ+1についてみれば，

dU . _dU dRb 
一一一一十Z一一一一一L
aQ口+1' 7:dRk dQ，口+1-1 
dU . _dU dRk 
-一一一+1:一一一一--.ー
dQmτ+1 ' 7:dRk dQmr+1 

で擬似限界代替率は 1に等しい。同様に Qτ+1etc.については擬似限界代

替率が予想価格に等しい。

われわれはこの純粋交換のもとでの資産保有理論を生産を含む場合に押

し及ぼしてゆくことができょう。但しこの場合企業者の機会曲線は上述の

購買力に当期の利潤を加算したものとなるであろう O 併し生産を資産的観

点から眺めようとする時利潤は一体如何なる形において把握し得るであろ

うか。いま Bouldingとともに，生産現象を一定の技術的制約条件に従つ

ての資産聞の変形であるとする。併し既述の様に資産はそのままで生産物

329一



独占的競争理論の研究

となることはできず，販売高を構成することはできない。この点において

以下暫らくの問考察する生産の側面は主としてその交換論的側面たらざる

を得ない。そこで k=1，2，…，n，m， Cのうち， 1， 2，…， g (これを gで

代表せしめる)を生産物，g+l， g+2，…， n (これを nで代表せしめる)

を生産要素の記号とすれば， r期の売上利潤 Vr は，特に資産としての在

庫のあり得ぬ生産要素(その代表的なるものは労働であるからこれを労働

で代表せしめる)を N で示すとき

Vr=-~ρ'grQgr" - ~Pnr-l Qnr-l + ~PnτQm-~PnrQnτ" 
g n n n 

一 (~llgτ lQgrーl-~πgrQgr) -Nrwτ 
g g 

であろう。但し πgτ は第 T期における産出高 qg/の平均生産費用であり，

Nwはいわゆる製造経費の代表で，N は時間で測った労働力，w はその

賃率である。若しこれだけの貨幣収支の差額が，貨幣と貨幣以外の資産と

の交換，代替に見合うものとすれば，

Vr=Q.間 τ-Qmτ1

が必然的に成立するであろう。併しながら Keynes以来周知の様に，貨

幣需要として資産としての貨幣(貨幣の価値保蔵手段機能)に対する需要

が存在するものとすれば，上式は最早ーの恒等式ではあり得ず，逆に第 τ

期における企業の収支均等の条件式となるのでなければならない。併しー

と度び資産としての貨幣への需要を認める限り，さきの証券と貨幣との擬

似代替率が特定時において 1であった様に，貨幣の代替物としての証券需

要をも又認めねばならぬ。 Hicks的考案に倣い，純貸付けを Qcr，Q.口に対

(54) 本稿 p.127参照。

(55) 生産が結合生産の形の時各個の製品の費用画数は原理的に求め得ぬのが普通で

ある。故にこの πFは結局はーの標準原価にすぎぬ。その限り標準原価と実際原

価との調整が必至であるが，この点はここで無視することとし，標準原価はコン

スタントとして扱うものとする。尚この利潤式では在庫についての評価損益が含

まれざるを得ないことに注意しなければならぬとともに πも一つの予想価格とし

てU画数における一変数となることに注意すべきである。
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する利子収授は τ+1期になされるものとするならば，Qk以外に資産の

保有なしと仮定する限り，第 T期における企業の収支均等の条件式は

vr+ (1+iτ)Q，口一1-Q，口+Qmrー1-Qmτ=0
である。但しその際，有形資産については持越費用 (carryingcost)が要

る事実を顧慮することとし，これを各資産につき夫々 AjτCQjτー1) で示し
(日)

て収支方程式の一項に加える。

-~πgτ 1Qgτ1+~πgτQgτ-~Pnτ 1Qnτ l+~P肘Qnτ
g g n n 

-~ρnlJ.nr"- ~PglJ.gr"-Nrwτ一手AkτCQkr-1)+Q.間τー1
n g R 

Qmτ+C1+ir)Q，口ー1-Q，口=0

これと全く同様にして第 r+1期の収支均等方程式を得るから，前同様払，

βτ+1 を各期の割引率として，その割引現価の和を条件式とし，生産画数，

flows-stocks関係式を条件とする U 極大の必要条件は， λ をすべて

Lagrangeの未定乗数として，次の如くにして求められるであろう。

Kτ，K.τ+1を収支条件式の記号として次式をつくる。

1H=U+λ1 CβτKτ+βτ+lKτ+1) +λzf 

十ZλktCQkt-Qktー1-qkt'-qkt") 

但し fは生産画数で

!Cqlr' ， q2r'， ・・・，qnr' ， Nr， q1r+1'， q2τ+1'， …， qnr+1'， Nτ+1) =0 

とする。これを Qkrについて極大ならしめればよいから次の略記号

dU ， _dU dRk df 
ðUCQ"r) 量一一+~一一一」 ん=二L
gr τ dQg♂τ 'kdRk dQgrτ，ノgr dq'gr 

を用いることにより，

r D (_  ，d礼町+1¥ D_  1 
dUCQ"τ)一λdβr+1πgr+ニ坦工土)-βτπgrf+λgrλ前十1=0grJ "llpr-t-l ¥"gr' dQgr} pr"grJ' "gr "g 

。UCQnτ)一λ1{βτ+1(ρη+坐U11-PJMτ}+λ町寸前+1=01 1τ dQnτ ，...U'm J 

向) 貨幣，有価証券についてはこれは零とおく。
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aU(Q.間τ)+λ1(sτ+1-βτ)=0 

au(Q，ロ)=0

λlsrPgr-AgT=O; 

一λ1βrPnτんτ=0;

一λ1Wτ+λ2fNT=O

λ吟τ一λgτ=0

λ2fnτ一λ町 =0

条件の後半を考慮すれば資産保有の条件式は結局

r _ ( dA肝-1-1¥ ，1 
aU(QgT) +λdβτ+1ltg山一π ーと坦工土)-βτ(んτ-7rgT)f=O lf'T-rl ¥l'gT-rl "gr dQgτ 1Ir ¥Ygr II.gr! J 

(. dAnT-I-1¥ 
aU(Qnr) +λ1βτ+1lTnτ+1一九一..... ~.&-n立土)=
lτ dQnτ/ 

aU(Qmτ)+λ1 (βτ+1一βτ)=0

aU(Q，町 )=0

となるであろう。これにおいて aU(QkT) に等置される大さは夫々の資産

の純価値生産力と考えられるものである。故に各期間期間での資産保有は

われわれの言う擬似限界代替率が夫々にその純価値生産力に比例する如く

)
 
-(
 

に保有せられることとなろう。併し若し計画期間を任意 v 期に延長して

考え，かつ当期資産増分が引続いて保有されるものと仮定するならば，

r ~ _ ( dン'10叫 1¥
'LaU(Qgt) = 一λ1~ 'Lst+dtgt 一 一竺坦土ιl:"0 OJ......， ¥ "'C15t/ '''1 l同 ¥Pgt+1 πgt dQgtつ

えβ/(tgt-町)}

t aU(Qnt)==λ1 { f (β川-ß品gt-tβ/+ 坐~+1ft二 '0U U ¥ 'q!ntJ - - 11.1[/=0 ¥Pt+ 1 -P/J Pn/-/=OP/+1 dQn/ J 

であるから，左辺が零になるとき，或いは右辺が零になるとき，随時その

在庫保有計画は打切られると見るべきである。若し T+l期が経済的地平

線 economichorizonであるとすればこの期については特に
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δU(Qgr+1)一λJτ+1(Pgr+1-π'gr+1) =0 

aU(Qnr+1) =0 

aU(Qmr+1) λJJτ+1=0 

aU(Q，口+1)λ1βτ+1=0

である。これに拠って見れば，計画最終期における資産保有計画はその限

界の一般的選好度が，生産物の在庫については割引された純価値生産力に，

生産要素のそれについてはそれが零になる様，証券および貨幣については

夫々割引率に比例する様に樹立されるであろうことが分る。この条件は時

間の添字を省けば定常状態，従って又静態における資産保有の条件として

役立ち得るであろう。

以上によって専ら資産変換理論とし生産現象を見ょうとする場合の体系

は完結する様に見える。 qg/" qnr"は Qgr，Qnr， qgr' ， qnr'の決定を通じて

間接的に決定されると思われるからである。併しながら既に述べた様に，

これによって包摂せられる生産の側面は未だに全く純交換論的であり，生

産の現象プロパーは考究の表面に現われていない。事実生産画数は条件と

して隠伏的であり ，qgr"， qn/' を形式的には決定するかに思える均衡式の

λも直接 q"に関してはその経済学的内容を欠く O この意味に於て上記の

体系は形式的には免も角も，経済学的には完結しなL、。われわれは凡ての

flowsの決定条件を論じ得て，これを上記資産保有条件式に附加するとき

始めて，われわれの問題は解かれたものと考うべきである。そこでこの

flowsの条件を論ずるに当っては，U画数および Kτ，K，τ+1 を，さきの

flow-stockの定義的関係式を用いて，でき得る限り flowsで表示してお

くべきである(そうする場合は勿論 1H式の λhτ はすべて零とおかねばな

らぬ)。即ち

U=  U(Qjr-1 +qjr' +qjτぺQjr+qjτ+l+q"j什 1，…，Rj，…) 

=ψ(Qjr-1， Qjr， ， qjr' ， q/τ+1，…t qjr"， P/' t'+ 1，…， η…) 

Kτ== I:(πgτ一時τl)Qgτー1+I:πg&gr' -I: (Pgr π'gr) qgr" 

+エρn&nr'+エ(Pnr んτl)Qnτ1-Nrwτ-I:Akr(Qkrー1)
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十Qmτー1-Qmτ十(1+ん)Q，口 1-Q，町=0

これにおいて注意すべきは第 T期に関係ある stocksの量は第 τ-1期の

ものであり， τ+1期のそれは第 T期のものであることであるO それにし

ても尚 stock量 QnQτ+1が決まれば(例えば)q" r+1は q'τ+1の決定に

よって陰伏的に決定されることに注意して置かねばならない。そこで前と

同じ様に

伽 (Q)=2旦十Z空旦立生
'y '~Jτ -ðQjτ ;;ðrk dQjτ' 

と記号を規定し又ゐ喜一笠-，-etc.とすれば
g' dqgr 

dAaT+l¥ 
仰 (Qgr)+λJsr+1 (πgr+1-π ーム土よ)=0¥ "gr+ 1 "gr dQgr) 

(. dAー Iぺaψ(Qnτ)+λ1β什 l(Pnτ+1-b-12土)=
lτ dQ.町/

8ψ(Q.閉τ)十λ1(sτ+1βτ)=0 

aψ(Q，口)=0

仰 (qgr')+λ1βτπgτ+λ必τ=0

8ψ(仇r') +λlβrPm+λzんτ=0

λ1βτWr+λ2fNτ=0 

aψ(qgr" ) λ1βτ(Pgr一時τ)=0

aψ(qnr") =0 

として，この場合における各期のf1ow-stock均衡の条件式を得る。これ

をさきの純 stock均衡に比較すれば，さきの場合には市場価格評価は専

E
 

らqgr"に関してなされるが，今の場合には qgr"の一部が stock表示せら

れるために Qgr の市場価格評価による余剰(本来販売において実現され

るもの)が stock条件に加わるの差異がある。併し他の点では当然、同じ

である。更にこのf10w条件から

f~+À.2-1仰 (q![r' ) -.fん+λ2-1dψ(qnτ').JNτλ1
πgrρnτWrλ2  
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を得ることができるが，これを通常の利潤極大原則による生産均衡の条件

(限界生産力均等の法則)に比較すれば一般的選好性が物理的生産力に

対し加減される形において，これを制約するであろうことを知るのである。

併しながら上記の如き flow-stock計画を企業者が樹てるものとする場

合には，明らかにその企業者は当期の flowsは当該期の stocksのみを規

定し，次期においてはこの stocks量は実質的には当期から与えられたも

のとして扱われるものと考えている。換言すればかかる計画模型において

は，各期は各期末 stocks保有によって切断される形になり，その性格は

純粋に期間分析的である。併し既に触れた様に各期の stocks量は初期

stocks量(与件)にその期迄の flowsの増減を累積さしたものでもある。

企業者はこの事実を考慮して各期の flows-stocks計画を樹てることもで

きるであろう。この企業者心理はさきのそれとは若干異るもので今相続く

二期間についてこれを考えてみればこの時の flows-stocksの均衡式は次

の如くになるべきである。(但し U は p.127のそれ，また duは p.131

の dUに準ずる)

r ~ dAu，-'-l¥1 
du(qgr') +λ1l糸町τ+β川 (πgr+1 πρ-7Zι)f+λzゐ=0
du(qgr") +λ1 (πgτ一ρgτ)=0

r _ /. . dA~，-， ぺ l
du (qnr') +λ1lβ山τ+β'+1l.九τ+1一九τ+IZA)j+A山τ=0
du (qnr") +λ1βτ+l(んτ+1ームτ)=0 皿)

λ1βτW，+λ2iNτ=0 

du(Qmτ)+λ1 (βτ+1-sτ)=0 

du(Q，口)=0

(一般に v期を経済的地平線とするとき添字 v+lの諸量を零とすれば，

それが計画終期の条件を示す)。計画前期未の stocks(Qτー1) は仮定によ

って与件であるから，これに qr'， qτ" を加えて今期未の stocks量 (Q，)

は決定される等々。しかしこの stocksの条件式は explicitには得られて

いない。これを任意 v期に拡大しさきの真正限界代替率概念を援用す

れば，ここに flows をもってする資産の理論をうることができるであろ
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うO この形で見る場合に，資産選好がf10ws の動きに対して及ぼし得る

作用は最大であると考えられよう。

右のf10ws に関する均衡条件式からわれわれは，今のわれわれの場合

における限界生産力均等式に相当するものを導くことができる。

J'gr+du (qgr' )・λ2-1

βτπgr+βτ+1 (πgr+1一1Cgr)一βτ+坐ε土主
1 dQgr 

んτ+du(仇τ，)・λ2-1 .. 
ーー_ J lVτ 

dン4nτ+1一βτwτ
βrP町+s川(九τ+1ール)+βτ+ー一一

1 dQnτ 

λl 
A2 

従って今の場合にも，資産選好の度合が，謂わば主観的なる生産力として，

物理的生産力に加減される形において作用すると見得る。 λ2ー1 がこの二

つの生産力を通約する媒介となっている。果してそうであるとすれば，生

産物および生産要素に関する在庫政策を許容し，資産選好を企業理論にと

り入れて「安全性動機」の作用すべきことを認めるときには，仮令自由競

争仮定を設けた価格は企業の有意的支配外にあるとしても猶且，在来の利

潤極大原則による企業者行動の理論は二重の意味での制約をうけると言わ

なければならない。即ち物理的生産力が選好上の主観的なるものの生産力

だけ加減せられるのみでなく，更に在庫に基く持越費用だけ目標値たる市

場価格が下落(生産物の場合)又は騰貴(生産要素の場合)したことにな

り， しかもこれに加えて在庫の評価損益 (πgτ+1 πgr，又は九τ+1一品τ)の

割引値が目標値に加わるのである。更に次の点に注意しておく。われわれ

の場合には，生産高 qgr' が直接その製品市場価格で評価され得ない為め

止むなく標準原価(計算価格=constant)としての πgτ を用いたけれども，

若し産出高が直ちに販売せられるものとし (qgr=-qgr")，従って在庫を顧

慮せぬ静態的立場にたつならば， πgr=tgτ で、かっ dU(Qgr)=dU(Q.町)=0， 

故に又 du(qgr) =du (q前 )=0で，更に在庫がない以上在庫の評価損益もな

L 、から，われわれの限界生産力均等式は通例のそれに還元されるであろう O
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2唱 1
併しこの両者が完全に一致する?めには共通比一」はーーたるべきで

ー λ2λ2

あるからん=1 でなければならぬ。貨幣に対する選好は，このとき資産

均衡式に照らして

du(Qmτ)=sτ(当期のみ考えれば仮定により1)

でなければならぬ。故に貨幣の限界選好性は利子率不変なる限りコンスタ

ントである。従って次の様に言うことができるであろう O 在来の企業均衡

理論ー-r利潤動機」を唯一の行動合理性とする企業の理論一ーが妥当す
るのは，生産物，生産要素についての資産選好を無視し，しかも貨幣の限

界選好度がコンスタントとする場合について，更に産出高がそのまま販売

高であるとする全く特殊の場合のみであると。これがわれわれの到達しよ

うとした結論で、ある。

以上でわれわれの目的としたところは終ったのであるが，上の様にみる

場合には企業均衡の安定条件も又変更を要するので，これにつき簡単に若

干触れておき度い。先ず資産保有についての均衡体系(1)については，限

界持越用費=const.とししかも

d2U ，_  f dRk d2U ，dRk d2U 
一一一一一+LI:::"一一一一十一一ι 一一一一-
dQgrdQ町;;¥dQgT dRkdQ町 dnQτdRkdQm

dU d2Rk ¥ 
十一一一一~~';" 1= d2U(QJτ， Qnτ) dRk ðQg;1Q町J-~ ~'''''g 

等の如く略記することによって

O 子dU(Qgτ)
噌 I=J
i}UCQnt) d2U(Qgt，仏)

g=1，2， …， g;η=g+l， g+2， ・・・，n， m， c.; t， τ=r， τ+1 

の三次以上の首座小行列式が交互に負，正と符合を変えることがその安定

の条件となる。このことから，例えば d2U(Qgt，Q町)の有する cofactor

をJgt，町の如くに示せば
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であろう。ところで他方均衡条件式から

dQJ<r_ n _ "Auo.τJ肝
二三K!:..=β&J<r""JJ~， gr +λ1β~+ I:αkt， gτーιzdtgr l''f'1gr J τJ 'tt~R"gr J 

也 ={β仏 τ叫 β川 Qητ}値占+ÂJJ!nr~ nr + I:αkt，ム笠f τJ h，t g 

を得る。但し

~ðU d2Rk 
α:kt，gr= -1..

dRk五苓万二

の意味である。然るに

故，

_RAtιs!- d盆L. -Rιι旦! d畠L
Fτ J dQmτ l' l'τ J dQmr-1 

dQJ<r_ _"  dQJ<r " n"，τJ<r =-qz 」三五-'----+λ1β~+ エαkt， g岨Eaρ'gr '1gr dQmr-1 τJ 'k-:t-<<"g， J 

品。 1/"¥ ， dQnn 
ー~nT== 一 {qnr"+ (1+ir+1)一1Qnr}一一一-a九ττdQmτl

十λJム笠+I:α:ktム笠
J k. t J 

即ち価格変化が在庫に及ぼす影響は三つの項からなる，第一は貨幣(所得)

効果，第二は代替効果，第三は選好画数シフトの効果である。今第一，第

三の効果を無視すれば，第二効果については，安定条件より

(な)<0， (ま)くO

なることを知る。即ち資産価格の騰貴はその保有量を減少せしめる代替効

果をもつであろう。均衡体系(II)における資産保有の安定条件についても

これと同様に論じ得るであろう O 再論はしない。
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ところで他方向じ均衡体系(ll)における流れの均衡の安定条件について

は，これを次の様に考えることができる。簡単のため姑らく持越費用は無

視することとする。然らば flowsに関する極大の充分条件は

bτJfτ汁斗一向(q'IJr， q'st) 位
11.1 ~ 11.1 

bmτ吋向仏 Qct) etc 

と記号を定めるとき，

O O んす 1st O O 

O O aψ(q'gT) 。ψ(q'st) 8ψ(Qmt) d CQct) 
んτ aψ(q' gr) bgτ，gt bgT， st bgT，mt bgT， ct I=F 
fST 。ψ(q'sτ) bsτ，gt bsτ， st bST， mt bST， ct 

O 。ψ(Qmτ) b間τ，gt bmτst bmT，mt bmτct 

O aψ(Qgτ) bcr， gt bCT， st bcτ，mt bCT， ct 

g=1，2，…， g;s=g+ 1， g+2，…， n， n+1=N;r， t=r， r+l; 

。ザ
仰 (q'NT)=0・ん E一一一一 etc. dヤ(qいq'st) etc.は'j gT， st = dqg/ dq'st <OCl.-. ， U~'I' W. g 

。2Uと同形式の略記号。
の四次以上の首座小行列式が交互に負，正なることである。そこでいま

F の bιFι即引，st川tの C∞Oぱ伽f 一 、 F斗.τF門肘

はすベて負でなければならぬO ところで flowの均衡条件式を πgτ，Pnτで

微分した結果

daい んF?'" ~ F"，. 昨 Fkt昨
:~g"[==- (βT β←1)Qf[T~ニムli!._β 」国+工α:kt， gt f(DKf 
7tgr ，，..，r ，..，r-1/ '<.J&gT F τF  h，t g 

空坐処魁位位与!=-{一一→寸{切W仰βι臥τ〆(⑩Q仏n附τ1+切吋qイル，
aρ"τ 

。L'nτnrI T"' r kt 
一τーすよ+1:α'ktπr-4ー
r k.t 

339一



独占的競争理論の研究

を得るが，再び

_R 主1F2.gr_~立与一 ρ À. 1F2.nr_~位L
一一 一-1'， F dQm，-l' l'τ F dQ，附 1

であるから，均衡条件から求める変化の方程式

担~=(1 ーユ_¥n~皇L_R~(l-~)Qfl..-;"，! g， -βL g;;C'+ I:αht，E2E占
d1rg， ¥L l+iτ+1)可 gTdQmτ tJT F I k~t'.A.Rr， g 

担J盟主={(Qnτーl+q'nτ)ー (l+i什 1)-lQnr} ~~正豆L
aρ町 τdQm，ー1

一βf与旦τ+I:αkt.nτ弘z
r k.t r 

について，この場合にも又価格変化の影響は三つの部分からなる。今第一，

第三効果を無視すれば，第二の代替効果については安定条件より

弘τ>0. 学1>0
0πgT cJpuτ 

であるO 即ち標準原価一一一それは体系(II)においては資産評価の単価とし

ての役割を演ずることに注意せよーーの変化は産出高を同方向に動かす傾

向があり，生産要素価格の変化は要素投入高を逆方向に動かす傾向がある。

併しこのとき更に貨幣(所得)効果と選好画数シフト効果とがこれを拘束

しているのである。

第(皿)模型についても同様に論じうる。

4 結びに代えて

以上の如くにしてわれわれは企業者行動の理論を論ずるに当って，産出

高はその侭に販売高であるかの如くに仮定して，資産 stocksとしての製

品および要素の在庫を無視した上で，資産に対する一般的選好性に基因す

る安全性への考慮を怠ることが，理論単純化という目的にとっては大いに

役立つにしても，必ずしも妥当でないであろうことを指摘し更にこの動

機を積極的に企業理論の中に組み入れるとするとき，企業者行動理論は一
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体如何なる変容を蒙るべきであるかの一半を跳めてきた。 flowsの根幹が

常に stocksにあり， stocksの変化は凡て flowsを通ずるものと考える限

り，企業均衡は如何なる事態のもとにおいても資産選好に対する計慮を払

わざるを得ないものであり，そうである限り在来の均衡の条件はーの制約

を安全性動機によって蒙るものであるべきことを知った。

ところが先にわれわれは，生産の基本方程式と請いならわされているも

のにも所得効果相当の効果が存在すべきことを便宜「使用者費用効果」と
(57) 

名づけたものの存在を指摘することによって述べたことがある。この「使

用者費用」効果と呼んだものと今の場合における貨幣効果とは一体L、かな

る関係にあり得るものであろうか。これに就いて一言触れておくことは唯

に必要なばかりでなく，ーの責務であろうと思われる。われわれはこの関

係を論ずることをもって一応の結びとするであろう。使用者費用に基づく

生産効果とは，生産に用いらるべき資本設備が要因費用プラス使用者費用，

即ち Keynesのいわゆる主要費用，極少化の原理に基いて選択使用せら

れることに依る生産画数シフトが持ち来す効果であった。而してその場合

の使用者費用の内容は，将来におけるすべての日の「可能的収益の割引値」

であった。われわれはいま，この使用者費用をある意味で三つの部分に分

けようとするのである。これはもともと Keynesの言う資本設備なるも

のが固定資本部分と流動資本部分とを一括したものであったことに対応し

て，これを細分することに対応するとも考え得るところである。即ち専ら

企業の収支に焦点を合わせようとするわれわれの理論にとって，若し貨幣

が単に一般的交換媒介手段たるの機能しか果さないものであったとするな

らば，われわれの収支方程式は(砂くとも事後的に見るならば)ーの恒等

関係に過ぎない。この場合においては利潤 V"Vr+1は，外部的貸付け，

借入れがないとすれば，正に一般的購買力としての貨幣の増分に過ぎず，

その内容が，前期末資産総計を超える本期末資産総合計の超過分，即ち流

例広大政経論叢，第5巻第2号，拙稿 ri使用者費用」概念による「生産基本方
程式」の修正』
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動資産への投資部分に当ることは，簿記学の教えるところであるO これが

只今の問題に関連して考うべき第一の部分であるO 併しながら若し貨幣が

価値保蔵手段としての機能をもあわせ有するものとするならば，ここに利

潤として増大せしめられる貨幣は一つの資産として他資産，殊に純貸出し

としての証券，固定資産との間で所有上の競合をすることとなるであろう。

この事実に基づく資本設備の変化が考うべき第二の部分である。この二つ

の部分をあわせ示し得るところに実はわれわれの企業収支方程式の意義の

一つがあったのではあるが，われわれは敢てこの式中に固定資本部分を表

示しなかった。理論単純化がその唯一の目的であったのてあるけれども，

若し貨幣が所有上において固定資本との代替(投資)を要求するならば，

それが生産資本としてのものである限り，明らかにこれは生産画数をシフ

トせしめるであろう。そしてここにわれわれがさきに使用者費用効果と名

づけたものを生ぜしめる根本的要因(前論文の S)が生じ，この効果が存

するに到るであろうことは明白である。

この様にしてこれら二つの効果を結ぶその結目は，利潤の中に存するc

Keynesの利潤は， Keynesの記号で

A-(F+lJ) =A-F-A1+1 

であるが，われわれの民は

( -'Ltgrflgr")ー(NτUん)-('LTnrflnr") 

+ {('Lπ'grQgr-'LπgτーlQgr-2)+ (エムτQ町 'LTnτ lQnτー2)}

=A-F-A1+1 

であり，正しく Keynesの利潤の概念に一致するものであり， stocksへ

の考慮が事実使用者費用への考慮であり得る，或はそれを含み得ることを

示している。勿論単なる stocksへの顧慮が Keynesの使用者費用への考

慮であると言うのではない。併し使用者費用と新投資との関係は前論文で

論じた通りであり，利潤 Vr中の Iは，この意味で，使用者費用中の流動

資本部分に関係するものであり，この点で本論文における貨幣(所得)効

果は，前論文における使用者費用効果と密接不離である。併し今は固定資
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本なしと仮定したので，さきの論文で、述べた形においては使用者費用効果

は表われていない。囲定資産を収支方程式中に取り入れるとき，使用者費

用の第二部分を考慮することによって当然われわれはこの S一効果を補わ

なければならなし、。この意味において本論文と前論文とは互に相補うべき

ものである。
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第2附録論文

A. Marshallの長期供給曲線論について

I 序 説

最近一方においては Nurkse による後進国開発理論の吟味を通じ，他

方においては Robinson の長期生産曲線の問題をめぐり，漸ゃく Mar-

shall経済学への関心が復帰しつつあるかの観がある。両者ともに Mar-

shall経済学の中で最も論争の的となった長期論の核心に夫々の面から新

らしい光を投じようとしている。

周知の様に Marshall経済学のこの問題をめぐっては，今世紀初頭来，

Clapham， Sraffaを鴨矢とする約半世紀に亘る大論争があったが，この論

争の結果 Robinson，Chamberlinのいわゆる「不完全競争理論」の誕生を

み，遂には Triffinにおいて Marshal1経済学の特徴たる「産業」概念が

完全に描棄されるに到った。と共に他方 Sraffa，Viner， Robinson等にお

(1) R. Nurkse， Problems 01 cゆitalFor初ati，仰 inUnderdeveloped Co抑ttries，Oxf.， 
1953.猶 MarcusFleming， External Economies and the Doctrine of Balanced 
Growth， Economic Journal， June 1955等。
(2) ]. Robinson， The Aαumulation 01白:pital.Lond.， 1956.“Production Function 
and the Theory of Capital，" Review 01 Economic Studies， Vol. XXI， No.2， 
1953-54.“The Production Function， "Economic Journol， March 1955. 
(3) Eco揖omicJournol， 1930， p. 79.に関係文献の目録がある。主要なものは、その
年代以後のものを含めて、 Readi珂:gsin Price Theoワ"A. E. A. ed.， 1954に収録さ
れてある。
(4) J. Robinson， Economics 01 Imρ。1ectCo明petition，Lond.， 1933. E. H. 
Chamberlin， Theoη01 Monopolistic Competitio叩， Harvard， 1933. 
(5) Robert Triffin， M.抑 opolisticCompetition and Gerneral Equilibrium Theoη， Har. 
vard， 1940， esp. p.89 
(6) P. Sraffa， The Laws of Returns under Competitive Conditions， Economic Jour 
nal， 1926; Reprinted in Readings in Price The，仰y，pp. 180-197. 
(7) ]. Viner， Cost Curves and Supply Curves， Zeitschr;抑 lurNationa励 onomie，
1931: Reprinted in Readings in， pp. 198-226. 
(8) J. Robinson， Rising Supply Price， Econo制 ica，N. S.， 1941; Reprinted in 
Readings in， pp. 233-244. 
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いて極めて厳密な静態，動態の区別，価値論と全産出量理論(所得論)と

の峻別が企てられ，為めに Marshal1に於て特徴的な現実性，歴史性が非

論理的なるものとして拒斥され，没却し去られたのであるO 併しながらこ

れは明らかに，ある意味に於て，経済理論発達のためには一不幸事であっ

たと言わなければならない。 Keynes経済学進展のためにも，価値論と所

得論との再融合の必要性が近時益々強く認識されつつある。 Nurkse，

Robinson理論も又一面この線に沿うた試みと言ってよい。

われわれはこの小論において，この広範な問題を論じるだけの遣をもた

ぬ.ただ斯る最近の趨勢に省み， Marshal1が本来彫心緩骨して残存せし

めた静態世界における動態要素の摘出とその解釈，価値論と所得論の相関

の場の解明を，特に長期供給曲線との関聯において試みてみたい。

11 Marshallの立場

長期供給曲線論は言う迄もなく，彼の主著「原理」第五篇の主題のーで

ある。この第五篇を通じて「市場の状況に自らを適応させてゆく生産の量

volume of productionJが考究される。しかもそれらは凡て「正常」なる

形容詞を冠したものとして理解されねばならない。所がこの正常なる概念

は Marshal1において極めて可携性に富む概念であり，実に caseby回 se

に之を考えなければならないが， I原理」での一般的規定は「無碍の自由

競争の結果に基づくもの」というにあるが如くである。併し目下論点とす

(9) C. W. Guillebaud， Marshall's Principles of E∞nomics in the Lほhtof Cont疋m-
porary E∞nomic Thought， Economica， N. S.， May 1952， p. 118は、 Triffinの帰
結を reductioad ab喧urdumとけなしてL、る。
(10) Alfred Marshall，Principles 01 Bωnomics， 8th ed.， Lond.， 1938， Book V.特に
Chap. XII及びAppendixH.以下の引用はすべてこの版による。
(ll) Marshall， p. 338. 
(12) Marshall， p. 372. 
(13) Marshall， p. 35.併し p.347では「正常は勿論競争的を意味しなL、」と言って
いる。われわれとしては、この p.347でMarshallが「正常」価値を古典学派の
「自然」価値と同一視して「経済の諸力が初 the伽xgrunに鷲す傾向のあるもの」
とする解釈の方をとるべきである。事実 Marshallはその Eω骨仰1的 olIndustry，
1879においてはこう定義して居り、 Guillebaudはこれを以てこの二著の唯一の
相異点、とすら呼ぶ。 Guillebaud，0ρ.， p. 121. 
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る長期供給曲線に関する「正常」の内容は，寧ろ有名な彼の長期規定から

之を読みとるべきである。彼によれば長期とは「一事業の物的プラント及

び組織を供し，取引知識と熟練を獲得するための資本，努力の投資すべて

が，それらが稼得すると予想される所得に適応するだけの時間をもってい

る」場合の事であり，これらの所得推計合計こそ「真の長期正常供給価格」

であると言う。事実若しそうなら，価格一数量図として長期供給曲線を描

くとする場合，数量軸上の各点はその背後に，上記引用文により要請せら

れる丈けの時間を暗に含むと解しなければならない。斯く解するとする時，

数量軸各点は何を意味し得るのであるか。この点について Marshal1はそ

れが「生産物の個々の少量分」ではなくして「一つの生産プロセス全体」

であるべきことを繰り返し注意しているのである。しかもこれは収穫逓増

を考察するに際しては絶対不可欠の考慮でなければならない。 Marshal1

が斯く言う理由は一つには現実への顧慮であるが，三つにはそうしないと

「限界(生産物)単位」一純生産物ーの確定が困難な為である。併し詮じ

るにそれは数量軸上の各点が真実には陰伏的な時間の画数であるという事

実に基くと云い得るであろう。これは更に次のことと無縁ではない。即ち

Marshal1にあって各量に対応する供給価格はすべて，各点において彼の

いう「代用法則」が作用し尽くした状態に於て考えられている。 I代用法

則」とは，今の問題に即して云えば，結局夫々の与えられた場合において，

目的にとり最善の生産要素(数量と共に質も)を選びとることであるが，

今の場合更にこの法則の作用方式が独自である。

供給論を展開するに当り， Marshal1は「顕著な新規の発明から生じる

経済」は之を除外しつつも， I現存するアイデアの適応から当然に生じる

と予想せられる経済」については之を考慮する。従って「代用法則」は仮

(14) Marshall， p. 377. 

(15) Marshall， p. 361， p. 376， p. 501， etc. 

(16) Marshall， p. 460， p. 850， etc. 

(17) 定義については Marshall，pp. 340-41.直接には pp.408-9を参照のこと。

(刈 Marsha11，p. 460. 
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令発明なしとしても，例えば生産規模の拡大に基いて新しい作用場面を不

断にもち得るのである。換言すれば， Robinson のいう「技術スペクトラ

ム」は単一でありながら，異る技術フロンティアへの移行の可能性が，単

なる生産規模の拡大に基因して常に存在するのである。従って Marshall

では数量軸上の移行は，異る技術の採用を意味し，当然新投資の存在を前

提とするのである。それ故にこそ， Marshall も「正常需給の均衡，長期

・短期に関聯して」なる第五章に先だち，第四章として投資決定論を予備

的に挿入したと考えられる。併し一体この新投資を通じて既存の資本設備

はいかなる影響を受けるのであるか。これは必然、にわれわれを第二の問題

一一各数量の奥に陰伏的に許容せられる時間の長さいかんの問題に導く。

若し許される時聞が(対応的な適当な有効需要を仮定しさえすれば)各点

で「定常状態JStationary Stateを許す程のものであるとするならば，各

点において考えられるべき資本はすべて新投資に具現された質のものでな

ければならぬ。若し許される時聞がそれ程のものでなければ，既存の設備

は新設備と並んでその使途を与えられつつあるのでなければならぬ。

これについては次の様に考え得る。 Marshall自身言う様に， I理論的に
(20) 

完全な長期」は「定常状態」仮設に帰着する。 I定常状態」は只今の関聯

に於ては， I代表企業jの大きさが大体常に同一で，総産出高不変，従っ

てこの企業の享受する内部経済，外部経済がコンスタントな状態である。

ところで Marshallとしては需要と供給が絶えず相互に変容しあう，不断

に変化して熔、まぬ世界の仮定としてこれは，余りにも非現実的なるが為之

を描棄するのであるが，他面この相互依存的変化の現実を一挙に解明する

ことの不可能性から， I変数を定数として扱う」との Devasの非難を甘受

(叫 J.Robinson， Accumulatio棺， Book H，抑ssim，Robinsonのいう技術の相異は

“real capital ratio"の相異に応じる。「代用法則」の作用について Marshallも又

生産係数の変化を考えている。

(20) Marshall， p. 379， note 1. 

(21) Marshall， p. 367. 

似) Marshall， p. 368. 

-347 



独占的競争理論の研究

つも，敢えて変化仮定を一時的に停止さす分析方法をとるのである。これ

が MarshallのL、う静態的方法 (staticalmethod)であるが，実はこの本質

は今日時に「静態的」なる言葉が伝え勝ちなものとは凡そ異るものである。

Marshall自身の語を籍ればそれは次の如き内容をもっo I人口，富の双方

が増加しつつある，但しそれらは大体同ーの率で増加しつつあり，土地の

稀少性は存しない。且又生産方法と取引条件は殆んど全く変化しない，就
(24) 

中人間自体の性格は恒常的」である。実に人口と富が同じ釣り合いを保つ

て増大する点で条件緩和された「一種の定常的な状態J，即ちその限りで

均衡的成長率を維持しつつある経済情勢こそ， Marshall長期供給曲線が

考察せらるべき context なのである。そしてこの条件緩和あるが故に

Marshall の場合，数量軸上の移行は必ずしも「財一般」との代替を通ぜ

ずして可能となるし，更にこの仮説あるが故に数量軸上の各点，各対応的

供給価格は，需給一致の点すらも(完全長期的均衡点以外)， I定常状態」

(刈 Marshall，p. 380， note. 

(24) Marshall， p. 368. 

(25) Marshall， p. 369. 

(刈 この Marshallの条件内容は事実Robinsonが最近提唱する“GoldenAge"仮定

と殆ど全き平行性を有する。 cf.Robinson， Accumulation， Book U， esp.， p. 99.勿

論Marshallの対象は一産業であり、 Robinsonのそれはー経済体系全体であり、

この同様の条件設定もその作用内容において大なる差異を有する。そして Robin-

sonの場合の方が、同一点の縦座標内に(但し Robinsonの横座標は彼女のいう

“real capital ratio"である)消費と共に投資量を表示しえている点で、より大き

い plausibilityを有するかに見える。しかしこれは大胆なマクロ的見地そのもの

の利点に過ぎなL、。思い切った単純化仮定のもとになされる Robinsonモデルに

於いては、その二部門分割による分析も、利潤総額が純投資額に等しく、利潤率

が蓄積率に恒等な、 Say法則が常に成立している GoldenAgeの経済に関しては、

殆んどその用を果さぬ。 Robinsonもその quasi-GoldenAgeの分析に当っては部

門間の相関を論ぜざるを得なかったが、同様の考察が各部門内部の供給源泉聞に

ついてもあるべきである。かかる事態への接近こそ Marshall分析のねらいであ

ったと恩われる。

(27) この点が Robinsonの Marshallー併せて Hicksー批判の要点のーであった。

Robinson， Readings in， pp. 234-35. 
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を享受することが出来ないfこの意味において，各産出量の背後に許容さ
れる時間は，ただ人口と富(有効需要))の増大があるとする時，他の諸事

情が大きな変化を来たさざる限度に於てのものと看る他ないて、あろう O と

もあれ，斯る事態の許においては既存の資本設備が完全に新規の質と量の

ものを以て更新され尽くされると考うべき保証はない。寧ろ既存設備にし

て転用乃至は既往のまま依然使用に供せられ，新しい型の設備と競争する

可能性が充分にある。殊に Marshallの場合，想定せられる市場は決して

いわゆる「完全競争市場Jではなく「不完全競争市場」であるO 斯く看る
(却)

ベき証左は数多い。就中各企業一一産業内の各供給源泉ーーが夫々に特定

の勾配をもった需要曲線をもち，大規模企業に互して小規模企業が存続可

能なる卓2をMarshall自身認めるところからすれば，新資本と既存資本と
の関係(産業的見地からする)についてのわれわれの推測は， Marshall 

により肯定せられるものと考えてよいであろう。

。8) かかる状態を産業が享受し得るためには RobinsonのGoldenAgeが成立し、
しかも凡ゆる産業がこの GoldenAge経済の成長率に適した釣り合いのとれた個

別的成長率の構造をもっときのみであろう。かかる状態にある産業産出率を想定

しうるのは全くの偶然、事にすぎないであろう O

(29) 富が有効需要の源泉としていかなる作用をするか、又経済全体の有効需要増の

うち問題の産業はどれだけを享受するか。「人がその所得を消費する仕方は社会

にとって直接的な経済上の関心事」との指摘はあるが、詳細の分析は欠けている。

cf. Princ砂les，p. 474 etc. 

(30) Marshallは「自由競争」と「完全競争」を峻別する (p.540).自由競争の内容

は一物一価である。詳しくは p.341.尚この問題については J.N. Wolf，“The 

Representative Firm， " Eo仰 omicJournal， June 1954， pp. 3337-49.及び同じ Wolf

の“Problemof Oligopoly，" Review 01 Eco判例nicStudies， Vol. XXI (3)， 1953-54， 

pp. 181-92. Guillebaud， 0ρ.， pp. 117ff.等参照。不完全市場とは言い条、企業数

が少数(few)のときはこれを独占とするべきことを言う (principles，p. 803)から、

Marshallの自由競争世界はいわゆる ChainOligopolyの世界、Harrodのいう「不

完全ではあるが自由な競争」の世界である。 cf.R. F. Harrod， Eo側 omicEssays， 

工心nd.，1952， p. 187. 

(31) Marshall， p. 458， note 1， p. 501 etc 

(32) Marshall， p. 406， note 1. 
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要するに Marshall的世界は，何よりも不断の変化と運動の存する世界

であり，事実絶えず人口は増大しつつ(減少していても差支えないが)， 

資本亦増加しつつあり，生産方法も又変化しつつある。ある産業は拡大し

つつあるが，ある産業は縮小しつつある。併し全体的には Say法則が妥

当して居て，経済組織が正常な限り事前の貯蓄は常に等量の事後の投資に

転化せられつつある。かかる動態の世界こそ Marshallの世界である。そ

してそれ故にこそ Marshallも，静態理論は「経済研究の序論に過ぎなし、J，

併しこの理論は「経済進歩と L、う重大テーマの門口にいる」と言い，他方

静態理論での帰結は「唯単に暫定的なるもの，議論のある特定段階例証の

ためにのみ用いられて，その後は描棄さるべきもの」にすぎず，より端的

には「正常価値の問題は経済動態論に属する，静態論は事実動態論の一分

枝に過ぎなL、」と語るのである。故に Marshallとしては恐らく静態論の

諸要具をもこれを直ちに肉づけし得る形に於て打ち出し更にそれを動態

理論の入り口にまで、持ち来たして置くことを積極的にその目的としたと考

えてよいであろう。丁度短期と長期との境界線が決して明確裁然たるもの

であり得ないように，静態論と動態論の聞に恐意的な分界線を引くことは

不当であろう O

斯くの如き世界なればこそ又，正常価値論(相対価格論)が産出量全体

の理論(所得論)と纏綿絡み合うこと，或いは「それ(産業)を回線する

諸事情を左右する諸力」一一それとの関聯に於て均衡の性質が吟味される

ーーのーとして，総産出量に一定の場が与えられて居ることは，決して思

向) Marshall， p. 461. 

似) Marshall， p. 366， note 2. 

附 Marshall，p. 378. 

仰) 静態と動態をめぐる定義的問題は複雑であるo Harrod は加速度的変化の世界

をもってはじめて動態と言い得べきことを主張する。 R.F. Harrod， Towards a 

均mamicEconomics， Lond. 1951， p. 4.人口，富の一様の増大の世界を静態に算え

るMarshallに照らせばHarrodは全く Marshall的であるO

(37) Marshall， p. 369. 
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考上の混乱ではなくして，むしろ Marshallの周到なる用意であったと言
(38) 

うことができるであろう。

以上の如きが Marshallの真意であったとするならば， Marshallの長

期供給曲線論は形態的には静態論でありながら，その理論の底には常に動

態的要因への配慮が意識的に存したと観ることができる。このことは殊に

逓降的供給曲線の可能性を考える場合，それを可能ならしめる要因がL、わ

ゆる「大規模生産の経済」に求められていることと相関して，極めて重大

である。「大規模生産の経済」はこれを単純に考えれば，要するに古典学

派以来説かれ来った分業の利益に過ぎなL、。 A.Smith以来分業利益を制

約する最大の要因は「市場の大さJであった。併しながら Marshall的世

界において之を考える場合それは決して斯るものとして規定し尽されはし

ないであろう O 各産業産出高に対応する代表企業が享受する経済は， I代

用法則」作用の結果，与えられた状態で正常的に可能な経済である以上，

産業全体としては分業利益もその点ではそれ以上に展開の余地はない。こ

の利益の大きさを限定するものがその時の「市場の大きさ」であったとし

ても， I大規模生産の経済」そのものは，既述の如く「市場の大きさ」で

はなくして「市場の拡大」と L、う本来動態的な要因に基くのである。若し

この解釈を採らずとすれば， Robinson 等の如く，認めうる「外部経済」

は宵他産業の供給財の価格低落に基くもの， Pigouのいう「素朴な供給価

格逓減」のみとなろう。而して斯る経済は明らかに「可逆」である。~にお

いてわれわれは夫の外部経済の可逆性の問題に当面しなければならない。

Marshallは外部経済は非可逆的と L、う O これに対し Vinerは次の如き

同 Marshall理論は「価値論と産出高全体の理論との雑種」であり，このために

大なる混乱が生じたとするのは Robinsonである。 cf.Readings仇 p.233.ただ

Marshallにおいては全所得の産業間への配分につきその分析が不備であった。

さきの p.349の註(29)参照。

(39) A. C. Pigou， Eωn仰nics01 Welfar院 4thed.， Lond. 1932， pp. 213ff. and App. III， 

pp.789ft. これに対応する真実のものは「社会的観点、からみた」供給価格逓減で

あるc

(胡) Marshall， p. 808. 
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批判を加える， Iこの理論は静態論的費用曲線と動態論的それとの混同を

含むように思われる」と O 確かに静態を厳密に解すればそうである。併し

われわれとしては斯る解釈を採らざること以上緩説の通りである。事実

Ellis， Fellnerの言う如く， I非可逆的外部経済は可逆的外部経済より遥か

に重要である……〔しかし〕外部経済なるものが斯る性質のものだという

ことは，それが古典的に動態的現象なることを意味すると解される」。そ

して彼等の主張する様に，それ等はそれが予見可能な限り，静態・動態の
(43) 

区別に拘泥することなく，理論体系の中に組み入れらるべきである。こう

する限り認め得る経済も「社会的観点からみた」ものを含むこととなるで

あろう。これ再び供給曲線に内在する動態的要因のーである。

最後にわれわれはこれらの点に関する綜合的な Marshallの言葉に注目

しよう。彼は本来目図する供給画数の形は「正常的に生産せられる量とそ

の量が正常量となる時間の双方の画数」であるべきことを述べた上，更に

それに就いての脚註に於て次の様に語る。その重要性に鑑み，精々長目に

それを引用するであろう。

「今少し複雑な例をとってよいとすれば，一層事態の本質に近づくこと

ができるであろう。いま一聯の曲線を考えてみる。それはそのうちの第ー

のものは一年間での生産規模の各増の結果として経済が導入せられる丈け

の時間を認めたもの，第二のものは右のことを二ヶ年間につき許したもの，

第三のものは三ヶ年につき許したもの，等々からなる。それ等を厚紙で切

り抜いて並べて立てれば，一つの曲面がえられる。この曲面の三つの次元

(41) Viner， Readings in， p. 216. 

(42) H. S. Ellis and W. Fellner， Extemal Economies and Diseconomies， Ameriωn 

Economic Review， 1943， pp. 493-511; Reprinted in Readings肌 pp.242-263， its 

pp.258-9. 

同 向上，但し Ellis，Fellnerの非可逆性の方向と Marshall自身の非可逆性の方向

とは全く異る。彼らは各産出量につき「代用法則」が作用することを忘失してい

る様に思われる。 Readi間:gs，p. 259の彼らの図示と Marshall，p. 808の説明とを比

較せよ。

仰) Marshall， pp. 809-10， and its note. 
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は夫々数量と価格と時間を表わす。若しこの各曲線上に，その曲線が関聯

せる年に対し予見し得る限りにおいて正常量になると考えられる数量に応

じる点をマークして置いたとすれば，これらの点は曲線上で一つの曲線を

形成するであろうが，この曲線が収穫逓増法則に従う財に対する，まさし

く長期的な正常供給曲線であるであろう」。

これは Marshallが逓降的供給曲線を論じる時一一得られた結果は静態

的姿のものであるに拘わらず一一如何に動的要因を重んじたか，如何にそ

れが事態にとり本質的と考えたかを如実に語るものであるが，同時に又そ

れは供給曲線上の各点が実は互に異る中間曲線上の点であり，しかもこの

中間曲線もその上の点も，夫々に選ばれたるものであることを併せて物語

っている。この線に沿って何が言われ得るか若干の考察を加えてみよう。

皿 長期供給曲線の解釈

以下前節で指摘し来った Marshall本来の立場に立ってその長期曲線を

再解釈しようとするのであるが，問題は余りにも広範複雑である。結局

Marshall は，われわれの見解に依れば，一様な成長率をもって発展しつ

つある経済体系内部の「産業」が，どの様に需要に適応してゆくかの問題

を，彼のし、う静態論的方法に依り，特殊均衡論的仮定のもとで，歩一歩解

明してゆこうとするものと解せられる。斯る特殊均衡論的解明の積み重ね

の上に初めて，均衡的成長経済体系の内部構造の解明が期待される筈であ

り，このとき初めて，既述の様に，真の長期と呼び得べきもの thelong 

runの解明が予想せられる。そしてその時初めて Marshall静態論体系に

その完結が訪れ得るであろう。その段階が到達される迄は，即ち特殊均衡

論内部において考えられる長期は，この意味に於て，畢寛必然的に暫定的

である。併しわれわれは今の処は依然特殊均衡的立場に立って論を進める

(45) Guillebaud， O.p.， pp. 126ー7もMarshallに二つの異る長期概念が存することを
指摘する。ーは短期よりも長い時間の長さの意味のもの，他のーは完全長期均衡

fulllong-run equilibriumとしてのそれ， しかし説明が精々不明瞭に思われる。
岡本稿pp.148-150参照。
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他ないて、あろう O

扱て長期は何れにせよ，短期との対比においては次の如くに言ってよL、。

短期においては，固定的資本設備が stock量であるのに対し，産出量は

flow 量である。併し長期においては，固定的資本設備の量も産出の量も

共に flowとしての量である。この事実に照応し短期的供給曲線は必然、に

「限界主要費用曲線」である。併し長期にあっては，主要費用と補足費用

の区別は全く消滅する。しかもすべての費用が回収されなければならぬ。

このことは長期曲線が必然的に「平均費用曲線」でなければならぬことを

意味するものである。草にすべての費用とは唯単に総生産費のみでなく，

販売の費用も，市場関係確立の為の費用をも含むが就中正常利潤一一資本

に対する利子賦課と経営の収入ーーを含まねばならない。市場が不完全な

る場合，この正常利潤をいかなる大きさのものとして捉えるべきかはーの

問題であるけれども，認では立入らぬ。簡単のため，これら凡てを含む長

期費用は産出量，市場規模，資本量に依存するものと仮定する。更に「社

会的観点からみた」経済に関心を集中するため，いわゆる transfercost 

はすべて不変，利子率も所与かつ不変と仮定しよう。産出量と市場規模，

産出量と資本量の聞には一定の画数関係があると考えられるから，費用画

数は結局産出量の画数とも考え得る。

併しながら前節で詳論した様に，長期供給論において支配的役割を果す

ものは市場規模(の拡大)である。故に因果の方向としては，市場規模拡

大，生産規模拡大(資本量拡大，即ち新投資)，産出量増大の方向を考え

るべきである。そこで先ず，市場規模の拡大に当って，いかなる質の投資

をいかなる大さで行うかの決定がなされねばならぬ。 Marshall 的「代用

法則」に従ってこれがなされたとせよ O 実はその時これを候って初めて生

産画数，従って又費用画数が確定すると考えられる。言う意味はこうであ

(47) 既出の Robinson，lmperfect Competition， Harrod， Essays， W olf等を参照のこと。

(48) 一種の CeterisParibus仮定としてである。
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る。規模の拡大に伴って「社会的観点からみた」経済のあり得ることをわ

れわれは認めている。その場合には，仮令技術的知識の総体が一定として

も，実際に採択される生産方法自体はこの規模の拡大に伴って変化する。

即ち生産画数として通常表示されるものはこの影響一一これを便宜「規模

要因Jscalefactor と名称けようーーによってその形を変えると考え得る。

一般に生産論で技術的与件なる名で呼ばれるものは，長期論に於ては最早

単純なる単一の与件ではなくして，複数のもの，市場規模の影響と時間を

パラメーターとする与件群である。この技術的与件群に一対ーに対応して

費用曲線の群が存在する。これが前節て‘述べた Marshallの中間的曲線群

でなければならなL、。

この中間的曲線群一ーその成員の夫々は本質的には短期曲線であるーー

のつくる曲面上のある線，従って本来ーの空間曲線の価格一数量面への正

射影が長期曲線の静態的表現となる筈である。夫々の曲線上のいかなる点

が選ばれてこの曲面上の一点となるのであるか。右に述べた如く，一定の

生産量(それは一定の市場規模とともに或る時間に対して考えられる)に

就いて複数の費用曲線がある。いま大規模生産の経済はノξラメーターに関

し滑らかに，且規則的に変化するものと仮定すれば，短期，長期両種の決

意が同時になされるとするとき，短期的それからは当該産出量に対し許容

条件下で限界主要費用曲線最低(短期平均費用最低点の位置が最低)のも

の，長期的それからは当該産出量に対し資本設備の規模が最適 optimal

(49) これについての Marshall自身の見解は前節末尾の引用文において明白である。

併しそれによると，代表企業の規模についての予想と年々の産出高についての予

想とは必ずしも consistentならざることを許容するが如くである。われわれはむ

しろ，短期的決意と長期的決意とは常に同時に作用すると考えるので，代表企業

にある程度のtranquilityを認めて二つの予想はconsistentと仮定し，本文の如き

解釈をとるであろう。

(50) 企業の長期的決意の対象としてである。但し対象たりうるのはその産出量のも

つ規模及び時間のパラメーターに関し，より小，より以前のパラメーターに対応

するもののみであるC

事1) 但し Marshall，p. 408， note 1を参照のこと。
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なるものが選ばれるであろう。故に長期供給曲線は中間的費用曲線の最適

点の辿る軌跡と解し得る。この空間曲線を価格ー数量平面に写して，通例

の静態論的曲線をうるであろう。

これは，長期曲線は短期曲線への包絡線とする通説と全く反するo

Vinerが iAC曲線(長期曲線)がどの ac曲線(短期曲線)のどの部分

よりも上に来ることが絶対ないようJ，而も AC線が ac線の最低点を結

んだものである如く描く事を要求し，遂に果さなかった挿話は余りにも有

名であり，後日彼はそれが「技術的に不可能で，経済学的に不当」な要求

であったと弁疏している。最厳密な静態の立場を貫けば (Vinerはそうだ

ったが)， Viner の結論，即ち通説は不可避である。併し本来動態的な

Marshall の世界では，長期曲線は最適点軌跡とは言い条，それは空間曲

線として解釈する場合のものであり，そう見る限り， Vinerが直観的に看

取して要求したことは決して技術的に不可能でも，経済学的に不当でもな

いと言うべきであろう。

この様に解し得るとするならば，生産の徴少の増に応じる供給価格の変

化分は，通常限界費用と呼び習わさhてはいるが，それとこれとは全く異

る概念なる事が判明する。微小の生産量の増加の奥には，場合により一世

代又はそれ以上もの時間の経過が伏在し得，各生産量は夫々異る生産画数，

費用画数に対応する異質の点である。故にこの時概念される費用(供給価

格)変化は限界的 marginalと言うよりは，較差費用 differencecostと

も言うべきものである。各生産量の点に於てこの費用較差は，生産せられ

る財すべての単位について妥当するのであり，この意味においては供給総

量の単位当り平均費用は限界財単位の「限界費用」に等し¥，、。それ故に斯

る内容を有する「長期限界費用曲線」と「長期限界収入曲線」の交点をも

料) 本論への数学註参照。

(53) Viner， Readings 仇 p.214， note 2. 

同 Viner，do， Supplementary note (1950)， p. 227. 
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って，均衡条件とすることは，仮令 Marshall的世界が不完全競争世界だ

としても，今の場合認め得ぬ事と言わねばならぬ。

一体産業均衡として価値を論じる場合，独占産業のケースは別として，

自由競争の関する限り，生産量と供給価格との因果の関係は常に前者より

後者への方向に向うものであり，この逆ではない，このことは Marshall

的主題が「市場の状況に自らを調整さしてゆく供給」であることを勘案す

れば， Marshall 的世界での「有効需要」の積極的作用への認識とも見得

るが， ともあれこの因果の方向性の故に，産業均衡は，それへの自由な企

業参加がある限り，全体としての投資機会に対するレント極大の点に於て

成立する。そしてこのレント極大の条件は 「限界費用」と「限界収入」

の均等ではなく，需要価格と供給価格の均衡により保証される。従って需

要価格=供給価格なる産業均衡の条件は 一方に於て需給一致の条件であ

るが，他方その産業が全体として，即ちその代表企業が，利潤極大点にあ

る事をも示すであろう。そして勿論その時 この CeterisParibus仮定の

もとにおいて，その産業への資源配分(投資)，従って又生産能力は最大

である。

W 結 一語

われわれは Marshall的世界の特質を，長期供給論との関聯に於いて探

求し，それが柳かもいわゆる静態的世界ではなく，寧ろ変化と共にそれへ

の適応運動を本則とする動態的な，成長経済的世界であることを知った。

そしてこの Marshall本来の観点から長期供給曲線論の再吟味を行い，通

説とは異る解釈の可能性を呈示した。

(55) 例えばB.S. Keirstead， The Theory 01 Economic Change， Toronto 1948. Chap. 

XI， esp. pp. 239ff.はMarshal1の動態論的再解釈の試みにおいて，この解釈をと

るもののようである。

(56) Marshal1， p. 457， note.及びD.H. Robertson， Those Empty Boxes， Economic 

Joun叫 1924，pp. 16-30; Reprinted in Readings in Pricc Theoη， pp. 143-159， its 

p.153. 
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併し，これが仮令成長経済分析への一示唆を与えるとしても，その間随

所に関説した如く，それは常に Marshall的 Cete的 Paribus仮定により

制約された暫定的性格のものである。これの一般均衡論化への絶え間ない

歩みこそ，今後に残された問題で、なければならなL、。他方殊に Keynes

経済学との関聯において解決を迫られる多くの問題があるであろう O 需要

画数の更に立ち入った分析，乗数効果の問題，有効需要の産業間への配分，

Say法則との関係等々，これらの網の目をくぐった上での産業体系とし

ての経済組織の釣り合いのとれた構造発展的関聯の問題こそ，成長経済学

としては今後必ずや超り越えねばならぬところであろう O

補説:数学註

記号の説明。 X:産業産出量。 N:流動資本の量。 K:固定資本の量。

A:Nについての規模要因。 B:Kについての規模要因。 t:時問。 τ:規

模要因に関するパラメータ O 

生産画数は通例，f(X， N， K) =0の形に書かれる。 t=O時点における

dK > ~， ." TT  r 0 K はK= とすれば，K=I . Kdtであり ，K の画数である。ところでdt ~ ~ "V.~ ， ~~∞ 

この K は，一つには規模要因 B によって規正せられる。故に K=K(B)，

従って又 K=K(B)である。併しこれと同時に生産画数f自体が Bの如

何により変位すると考え得る。故に例えば，f(X， N， K) =Bo これに K

とK とが生産力を異にることを考慮すれば，結局

X=X{N， K(B)， K(B)， B} 

K について述べたことは mutatismu抱ndisに N に就いても言い得るで

あろうから，われわれは生産画数を次の如くに考えてよいであろう O

X=X{N(A)， N(A)， K(B)， K(B)， A， B} 

今 Ricardo的地代を考慮外に置くため要素価格一定とし又利子率，

新資本の価格を一定とすれば，供給価格(生産物単位当り)Cは，例え

(57) 勿論 N とN との関係は単純なる積分関係ではあり得ないであろうが，二者の

聞にはある関係があるであろう。
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ば

C=C(X) ='P(N， N， K， K) 

である。但しこの内容は本文で説いた通り複雑多岐である。尚，需要法則

をP=P(X)で示すことにする。ところで，A，B不変で K一定，従って

K=Oなる限り，ある X に対する利潤は，(P-C)X，故に産業全体のレ

ント Vは

v=j:(町仰一C(a)α)

従って αについてレント極大の条件(均衡条件)は

需要価格 P=供給価格c.

併し長期では K は可変，Kキo.又 A，Bが可変。そしてこの時，本文
で述べた様に，生産画数，供給画数は画数群である。即ち上記積分記号下

の画数は可変画数である。この可変性は A，B の可変性に基く。そこで

A，Bがパラメータ-rにより ，A=A(τ)，B=B(r)として表わされると

して，上記積分を考える。この時 X も又 Tの函数，例えば ψ(r)で，積

分の上限が τの画数となる。しかし今 X=とψ(r) とおけば，vは

v= 伊川(付ω叶τりイ)J伊h(匂咋とι，り
となる O 但し蕗に

F(ぽtι，りド={伊P(匂ごωψ(州一C(匂占ω伊仰(汁ω州川Tり刷)川川)オ)ψ仰(何Tり)
てで、あるo r=Oでの N，K，τ=TでのN，K はすべて所与と仮定する。

ここで A，Bの変分 (rの変化に応じる)を夫々 δA，δBとし，これに

対応的な N，K の変分を夫々 δ:N，δKで示せば，

dN 
δW="dAδA 

dK 
δ:K=一ーδB
dB 

δN=fZ(δW) 
dt 

δK=ft(δ:K) 
dt 

で， X の変分 δX，(P-C)Xの変分 δ{(P-C)X)は
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dX向 dXd， _.~ ， dX、 dXd 
δX=τ三 N+一ー一(δM+三三ðK+~'.:"" ー (δK)N'" ， dN dt'-..， ' ð~.. ， dK dt 

B
 

U
一紹+
 

孔政一函+
 

出(P-C)X}={P(l中一山ゲ)}dX 

(P  dx ，-x dC 
但し η= 一 一一一!となる。故に又X dP ， ". =C dX) 

dX 
δψ(，) ='d;δT 

釘 (c，ーP(寸)-C(l +，，') }会τ
従って Vの変分は

dX_ r11_1. 1 ¥ _，.， "ldX 
δV='d;δ'1 0 jP~ 1-~) -C(1 +，，') r;;;δ尚

と看うる。 δVが δ:A，δ:B，即ち δτ の如何に拘らず極値をもっ為めには

δv=o，即ち δx=oでなければならぬ。このことは今の場合，次の如き
一種の Eulerの聯立微分方程式が成立すべき事と等価である。

dX， dX dA d ldX¥ 
一十一一一一，ー』
dN ' dA dN dt ¥dNJ 

dX ， dX dB d 1 dX¥ 
一一一一一 Iー 1

dK' dB dK dt¥dkJ 

但しこのとき夫々の左辺第二項は既知であるO

(58) これらについては例えばR.G. D. Allen， MathematicalAnalysisfor Economicsts， 

Lond， 1950， pp. 521ff.を参照。

仰) 今一つの可能性は積分記号下中括弧内が零なることであるが， τ従って Xの画

数としてこれが常に成立することは，現実問題として到底考えられないので問題

外としてよいであろう。
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これらは原理的には解き得るであろうから，その解を夫々 N(t)， K(t) 

とすれば，生産画数からこれに対応する X(t)を得る。これはもしそれ丈

の有効需要ありとすれば， 0 壬 r~T におし、て常に V を極大にする X， N，

K を与えるものである。更にこれより，これに応じる供給画数 C(t)をう

る。併しこれらの求め方から分る様に，これは更に同時にパラメータ-r 

の画数でもある。しかし今 τを固定し，夫々が tにつきある極限値をも

っと仮定して tについてはその極限値のみをとることにすれば，X， Cは

夫々パラメーター τの一義の画数と見ることができる。この X(r)，C(r) 

から更にパラメータ-rを消去したものが， Marshallの静態的表示によ

る長期供給曲線であろう。
rT 

本文で、のべた如く，この V は再び I~{(P-C)X}dr。但し ψ(0)=0， 
JO 

ψ(T) =XT であり，均衡条件は P=C。短期的決意としては C(X，r) 

=minimum，τ=一定，即ち平均費用=限界費用である。

尚， τの変化に対し X の変化は

r !dX dN. dX dN. dX¥dA 
δX = ~ 1 ::"~T -:;~ +一ー +::';1一一
l ¥dN dA ' dN dン4.' dAJ dr 

!dX dK. dX dK. dX¥dB1 
+1一一一一+.:::.:i.:，-;:+ :';"1-;-fδT 
¥dK dB ' dK dB' dBJ drJ 

であろうが，これにおいて N，N，K，K，の限界生産力は当然正，A，Bは

夫々増加的シフトパラメーター，故に δτ>0 なら δ~X>O。これに対し C

のそれは

r !dC' dN . dC d]i.λdA. !dC dK. dC dK¥ dBl 
δC=~ 1一一一一十一一三二i一一+1一一一一+~:;_ .，-;: 1 -: -f 
l¥dNめ4.' dN dAJ dτ ¥dK dB ' dK dBJ dτj 

fdC dN . dC dN. dC dK. dC dK¥ 
+ト一一一+一ー一一+一一一一+-:;-一，1δX¥dN dX ' dN dX ' dK dX ' dK dXJ 

であろうから，仮令上記の如くして δX>O としても， (中括弧の中は正

と考えられる)，τ即ち A，B に応じる生産係数の変化L、かんにより，即

剛 かくなるに要する(有効)時間は τのいかんにより区々であり得るであろうが。
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ち δXにかかる係数が差引き負なら，充分大きい δX>Oに対し δC<O

である。このとき X(τ)， C (r)から T を消去した曲線は右下りである。

収穫逓増法則はこの場合に成立するであろう。
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あ と カL き

実はこれは大変目い論稿である。構想をえて筆を捌いたのは昭和35年，

翌36年にプリント版の形式で発表し一部に配布したものである。この旧い，

しかも形は簡易ながら一度公表したものを今更ということと，更には今再

考すれば極めて稚拙・不充分な諸点があり，その後のこの分野での進展が

顕著であるに拘わらずそれへの検討を加えることなく，もとのままで再度

公表することも偉かられ，果して価値があるかということについても心や

すからず，種々遅疑遺巡した。しかしその当時の基本的立場には今猶変

更がなく，今これに加筆，修正するだけの余裕がない。ある時期における

ある個人のささやかな研究記録として，そのままの形と内容で記録に留め

ておくのも何がしかの資料的意味があるかとも思うに到った。厚顔にもそ

の旨願い出たところ，これを許して下さった大学当局ならびに関係各位に

厚く感謝申し上げるものである。

なお，附録論文として収録した論文は下記のように広島大学の研究機関

誌に発表したものであり，本論稿本体のなかでその論旨を利用したもので

ある。これをここに収録することについては同誌の発行者(広島大学経済

学会)の特別の許可をえた。この場をかりで格別の配慮に対しむから御礼

を申し上げる次第である。

第一附録論文 「広島大学政経論叢」第5巻 第3・4号，昭和30年12月

第二附録論文同，第7巻第2号，昭和32年7月

平成2年3月記
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